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はじめに 

現在、多くの地方公共団体が、透明性の向上や説明責任の確保、成果志向による行政運営などの目的で行政評価を導入しています。 

日田市の行政評価については、決算の付属書類として市議会に報告する「主要な施策の成果及び予算の執行実績報告書」に評価の視点を取り

入れながら行っていたものを、平成 19 年度決算分から新たに、市の内部評価により事務事業評価調書及び施策評価調書を作成し、公表してい

ます。 

 

行政評価の概要 

行政評価とは、行政が実施している施策や事務事業について、成果指標等を用いて必要性、有効性、効率性などを評価することであり、行政

自らが住民の視点に立って点検・評価し、その結果を次の企画立案に生かすことによって政策の質的向上を図るための行財政改革の一手法です。 

また、行政評価には総合計画の進行管理ツールとしての役割もあり、総合計画に掲げる施策の評価とその手段となる事務事業の評価を行い、

それぞれの達成目標を的確に管理して、総合計画の着実な推進を確保していきます。 

 さらに、施策評価を公表し、多くの市民の方からの意見や提案を広くいただくことにより市民参画を進めていきます。 

 

行政評価の概念図

総合計画総合計画総合計画総合計画（（（（政策体系政策体系政策体系政策体系））））    

政 策 

計画体系計画体系計画体系計画体系    

基本構想 

基本計画 施策評価 

事務事業評価 

行政評価行政評価行政評価行政評価    

進捗管理 

実施事項実施事項実施事項実施事項などなどなどなど    

・施策の位置づけの明確化 

（将来ビジョンの明確化） 

・事務事業の取捨選択等 

・業務の自主改善 

・予算編成への活用 

（まちづくりの大綱） 

施 策 

  （主要施策） 

事 務 事 業 

（主要事業） 
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事務事業評価の概要 

事務事業評価とは、各課の業務活動の基本的な単位である事務事業について、事業のコスト、実施状況、成果などを必要性、効率性などの客

観的な視点で評価し、手法の改善や事業の見直しに反映させていく仕組みのことです。 

「Ｐ(計画)－Ｄ(実施)－Ｃ(評価)－Ａ(改善)」という行政サイクルの｢評価｣にあたる部分をシステムとして取り入れ、継続的に実施することで、

事務事業の改善、仕事の自己点検による職員の意識向上に繋げるとともに、公表することで市民への説明責任を果たしていきます。 

 

 

施策評価の概要 

施策評価では、施策の概要や施策目標の妥当性や達成度などを評価して、総合計画に掲げる施策ごとにその進行状況やその効果を確認し、施

策を推進していくうえでの問題点の整理や今後の方向性について検討を行います。 

施策評価の結果については、限られた財源を効率的・効果的な施策展開につなげるため、次年度以降の事業計画や予算に反映するとと

もに、毎年度実施することで、成果を重視した行政運営の効率化を図っていきます。 
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総合計画と施策評価 

 現在、日田市は住民の福祉の増進を図ることを目的に多くの事務事業を実施しており、その基本となるものが、第 5次日田市総合計画です。 

 この総合計画は、日田市が進める「まちづくりの指針」となるもので、市町村合併の際に策定をした「新市建設計画」を引き継ぎながら、平

成 19年 3月に 10 ヵ年の基本構想と前期 5カ年間の前期基本計画、さらに、平成 25年 3月に後期基本計画を策定しました。 

 平成 19年度から平成 28 年度までを計画期間とする第 5次総合計画の体系は下図のとおりです。 

 

第5次日田市総合計画　まちづくりの大綱（概略体系図）

まちづくりの大綱（政策） 施　　策 事務事業

地球環境の保全 ISO14001推進事業

地域環境の保全 ひた市民環境会議運営事業

資源循環型社会の構築 エコ幼稚園・エコ保育園支援事業

良好な水資源の確保

・

・
道路・公共交通の整備

・

情報通信基盤の整備

住環境の整備

河川・公園の整備

特色ある地域空間の創出

農業・水産業の振興

林業の振興

商工業の振興

観光（交）の振興

・

・

・

・

6政策 31施策

人

と

自

然

が

共

生

し

、

や

す

ら

ぎ

・

活

気

・

笑

顔

に

満

ち

た

交

流

都

市

環境にやさしいまちづくり

便利で快適なまちづくり

個性を生かした産業振興

によるまちづくり

健やかに安心して暮らせ

るまちづくり

心豊かで輝く人の育つま

ちづくり

市民協働によるまちづくり

 

 

24 施策 

ひた市民環境会議運営事業 

エコ幼稚園・エコ保育園支援事業 

環境基本計画環境行動指針啓発事業 
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・事務事業は、具体的に予算をもって行う事業であり、その上位となる施策（目的）を達成するための手段です。 

・概略体系図の例でみると、「地球環境の保全」という施策目的を達成するため、「ひた市民会議運営事業」や「エコ幼稚園・エコ保育園支援

事業」などを行っており、個々の事業が施策目的である「地球環境の保全」という目的を達成するためにどうだったかを、表したものが事務事

業評価調書になります。つまり、個々の事業は、それぞれ目的がありますが、総合計画に照らしてみた時は、その上位の施策を達成するために

行うものということになります。 

 

・施策評価調書については、総合計画の中でいろいろな指標（目標）を設定していますので、その進み具合や施策に係る事務事業の構成が妥当

であったかどうかなどを表したものです。 

 

 

 

              

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務事業評価 （事業主管の自己評価） 

・評価の視点 
事業成果、上位施策への貢献度（目的の妥当性）、

事業の必要性・有効性・効率性 等 

 

施策評価（内部評価） 

・評価の視点 
施策目的の達成度（指標の達成度）、施策を構成す

る事務事業の有効性、総合計画の進行管理 等 

 

 

 

 政策（6） 

 施策（24） 

事務事業 

（参考：平成24年度事務事業評価 384） 
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総合計画に掲げる将来都市像 

4



施策評価の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務事業評価 

施 策 評 価 

結果公表 

市議会 

事   業   実   施 

実 施 計 画 

予 算 編 成 

市 民 

 

外部評価 

意見・提案 

審議 

各部実施計画・予

算要求書作成 

議会上程、議決 
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施策評価目次 

1．環境にやさしいまちづくり  5．心豊かで輝く人の育つまちづくり  

 （1）地球環境の保全・・・・・・・・・・・   7   （1）文化芸術の振興・・・・・・・・・・・・・・・・ 100 

 （2）地域環境の保全・・・・・・・・・・・  10   （2）生涯学習の充実・・・・・・・・・・・・・・・・ 106 

 （3）資源循環型社会の構築・・・・・・・・  13   （3）学校教育の充実・・・・・・・・・・・・・・・・ 109 

 （4）良好な水資源の確保・・・・・・・・・  16   （4）スポーツ・レクリエーションの振興・・・・・・・ 117 

2．便利で快適なまちづくり    （5）互いに尊重しあえる社会の実現・・・・・・・・・ 120 

 （1）道路・公共交通の整備・・・・・・・・  20  6．市民協働によるまちづくり  

 （2）情報通信基盤の整備・・・・・・・・・  25   （1）市民が主役のまちづくり・・・・・・・・・・・・ 124 

 （3）住環境の整備・・・・・・・・・・・・  28   （2）行政サービスの充実・・・・・・・・・・・・・・ 129 

 （4）河川・公園の整備・・・・・・・・・・  33   （3）行財政基盤の強化・・・・・・・・・・・・・・・ 133 

 （5）特色ある地域空間の創出・・・・・・・  37     

3．個性を生かした産業振興によるまちづくり      

 （1）農業・水産業の振興・・・・・・・・・  40     

 （2）林業の振興・・・・・・・・・・・・・  46     

 （3）商工業の振興・・・・・・・・・・・・  51     

 （4）観光（交）の振興・・・・・・・・・・  56     

4．健やかに安心して暮らせるまちづくり      

 （1）保健・医療の充実・・・・・・・・・・  60     

 （2）介護・福祉の充実・・・・・・・・・・  65     

 （3）安全で安心して暮らせるまちづくり・・  86     
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

主要

Ｈ24

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 1

体

系

110110110110

関　係

部課名

施策名

施策の概要

・省資源･省エネルギーなどの身近な取組みを実行していくための環境教育・環境学習の充実を図るとともに、市民や事業者が行う環境行動への支援及び情報提

供、公共施設への再生可能エネルギーの導入･拡充を行い、環境と共生した社会の形成を目指す。

総

合

計

画

環境にやさしいまちづくり

地球環境地球環境地球環境地球環境のののの保全保全保全保全

市民環境部 環境課

農林振興部　林業振興課

総務部　財政課

教育委員会　教育総務課

-33.33%

64.62%

100

H28

H28

Ｈ24

50.00%

4.55%

設置

0.00%

70

Ｈ27

Ｈ27

68

- 改訂

単位指　標　名

現況

第2次日田市環境基本計画に定める環境行動指針の普及

促進と指針に基づく自主行動計画の策定

H23

（年度）

「水郷ひたづくり推進協議会」設置に向けた取組み

-

-

施策

7.0

Ｈ25 Ｈ26

Ｈ23

Ｈ23

％

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

戸

63

1,427

台環境にやさしい車の普及

Ｈ23

住宅用太陽光発電システムの普及促進

H23

97

公用車の軽自動車化

H23

58

96台

Ｈ23

1,111

策定

Ｈ25

2,000

100.00%

126.25%

H28

Ｈ27

1,600

改訂

100.00%

Ｈ24

①

環

境

施

策

の

推

進

基

盤

の

整

備

②

第2次日田市環境基本計画に基づく環境施策の推進と進

捗状況管理

4.0

環

境

意

識

の

向

上

と

行

動

の

促

進

③

森林ボランティア活動への参加者数

2,038

地球温暖化防止実行計画「事務事業編」の改定

-

人 2,525

2,209 1,827

Ｈ19

策定

Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）

-

Ｈ23

-

Ｈ21

-

- 設置大明小中学校への太陽光発電の導入

設置

H23

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

市庁舎への太陽光発電設備の導入

-

地

球

温

暖

化

対

策

等

の

推

進

H23
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

（年　度）

40.3

Ｈ17

-

Ｈ28

計画以前の数値

5.97％

23,111

市民の生活環境満足度

44.2

Ｈ23

％

Ｈ24

課題や改善事項、

方向性

・現在の環境問題は、経済的･社会的問題と複雑に絡み合っていることから、環境面に特化した施策だけでなく総合的に好循環を目指す施策を展開していく

　必要がある。

・これまでの行政主導による取り組みには限界があることから、市民･事業者･行政が協働により環境施策に取り組んでいく必要がある。

・福島原発の事故を受け国では、エネルギー供給体制の再編作業を進めているが、地域の特性に沿ったエネルギー施策を展開していく必要があることから、

　今後も低炭素な資源循環型による環境共生都市の構築を基本に幅広い取組を行う必要がある。

22,171

Ｈ27

21,146

H23

再生可能エネルギーの利用割合

日田市の事務事業における二酸化炭素排出量

39人市民環境会議会員数の拡大

39

指　標　名

従前値

（年度）

単位

そ

の

他

の

指

標

③

地

球

温

暖

化

対

策

等

の

推

進

①

環

境

施

策

の

推

進

基

盤

の

整

備

②

環

境

意

識

の

向

上

と

行

動

の

促

進

主要

施策

備考

Ｈ26にアンケート実施予定

Ｈ17

ｔ-co
2

4.52

Ｈ17

5.31

Ｈ23

Ｈ23

Ｈ26Ｈ25
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①環境施策の推進基盤の整備 ISO14001推進事業 環境課 984 一般会計 現年予算

ひた市民環境会議運営事業 環境課 534 一般会計 現年予算 ○

エコ幼稚園・エコ保育園支援事業 環境課 160 一般会計 現年予算 ○

環境基本計画環境行動指針啓発事業 環境課 453 一般会計 現年予算 ○

子ども環境会議事業 環境課 75 一般会計 現年予算

住宅用太陽光発電システム設置補助事業 環境課 24,631 一般会計 現年予算 ○

緑のカーテン実施事業 環境課 251 一般会計 現年予算 ○

小水力発電設備等設置事業 環境課 1,197 一般会計 現年予算

給食センター誘導灯省エネ改修事業 学校給食課 798 一般会計 現年予算

公用車更新事業 財政課 10,609 一般会計 現年予算

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

③地球温暖化対策等の推進

（１）地球環境の保全１．環境にやさしいまちづくり

担当課まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

会計区分 予算種別

②環境意識の向上と行動の促進

事務事業評価

（単位：千円）
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

91.2

Ｈ21

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 1
体

系
120120120120

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・豊かな水と緑あふれる恵まれた自然環境を守り育み、次の世代に継承していくために市民や事業者の啓発を図り、安全で快適な住みよい環境づくりを推進す

る。

総

合

計

画

102.00%

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

団体

単位

（年度）施策

51

98.8

指　標　名

現況

水郷のまちクリーンアップ制度参加団体数

河川水質環境基準適合割合（ＢＯＤ） ％

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

24年度

進捗率

Ｈ28

計画目標

（年度）

Ｈ23

72自治会美化推進モデル自治会数

75.51%

％ 77.4

74.0

93.8

Ｈ22

8.11%

80

65.22%

100

Ｈ28

50

87.6

Ｈ28

①

公

害

防

止

②

生

活

環

境

の

保

全

③

生活排水処理率

76.5

50

Ｈ23

生

物

多

様

性

の

保

全

95.1

Ｈ23

57

環境にやさしいまちづくり

地域環境地域環境地域環境地域環境のののの保全保全保全保全

市民環境部　環境課

Ｈ23 Ｈ28Ｈ21 Ｈ22

75.2

10



【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

100.0

4

150

件

Ｈ23

％環境基準の適合割合（環境騒音及び自動車騒音）

100

Ｈ23

野焼き煙害件数

23

課題や改善事項、

方向性

・市内の大気環境は概ね環境基準を達成しているが、近年、大陸からの越境汚染により光化学オキシダント及びＰＭ2.5の濃度が高くなってきたことから、監視

　状況を注視し、注意喚起等の必要が生じた時は、迅速に対応することに努める。

・河川水質の検査を今後も継続し、環境の把握に努めていく必要がある。

　また、市民に解りやすく公表するためにも、日田市独自の水生生物指標をつくり水質の結果だけでなく、水生生物の観点からも河川環境の状況を把握して

　いくと供に、清流保全条例（仮称）の策定などにより、更なる貴重な水資源の維持･向上に努める。

・水郷のまちクリーンアップ制度の参加団体の確保に努めるとともに、美化推進モデル自治会の自治会数を拡大し、市民意識の高揚を図り、住みよい地域環境

　の保全に努める必要がある。

204

Ｈ23

Ｈ23

指定保存樹等保全事業で維持管理した本数

21

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

③

生

物

多

様

性

の

保

全

①

公

害

防

止

②

生

活

環

境

の

保

全

指　標　名

従前値

（年度）

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 備考

（年　度）

2

本

公民館と連携した水生生物調査参加人数 人

167

Ｈ21

154

Ｈ22

11



事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①公害防止 自動車騒音常時監視事業 環境課 914 一般会計 現年

河川水質向上対策事業 環境課 4,634 一般会計 現年 ○

環境保全費 環境課 3,997 一般会計 現年

美しい水郷ひたづくり推進事業（政策的経費） 環境課 14,699 一般会計 現年 ○

美しい水郷ひたづくり推進事業（経常的経費） 環境課 354 一般会計 現年

そ族昆虫駆除助成事業 環境課 1,610 一般会計 現年 ○

指定保存樹木等保全事業（市） 環境課 1,463 一般会計 現年 ○

指定保存樹木等保全事業（県） 環境課 179 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

予算種別担当課

（単位：千円）

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

事務事業評価会計区分

②生活環境の保全

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

１．環境にやさしいまちづくり （２）地域環境の保全

③生物多様性の保全

12



【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

12,80016,746

H21 H22

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 1
体

系
130130130130

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・廃棄物の適正処理による焼却ごみの減量や環境汚染の低減を図るとともに、資源循環型処理システムを構築し、リサイクル率の向上を目指す。また、施設の延命化や更新の検

討を行いコストの削減化に努めていく。

・し尿及び浄化槽汚泥の適正処理による大気汚染や水質汚濁の防止を図るとともに汚泥の再資源化を行い資源循環型処理システムの構築を目指す。

・将来を担う子どもたちのごみ減量とリサイクルに向けた意識及び理解を早い段階から育成することを目的に、廃棄物処理施設及びリサイクル関連施設等の視察研修を行う。

総

合

計

画

14,033

-110.70%

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

ｔ/年

回

回/年

単位

（年度）施策

17,347

0

36.3

指　標　名

現況

粗大ごみリュース品配布回数

リサイクル率 ％

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

1

回/年子ども環境先進地視察の実施 1

Ｈ23

-9.30%

％ 81.4 35.71%

41.0

Ｈ28

85.0

①

衛

生

的

か

つ

効

率

的

な

廃

棄

物

処

理

②

焼却ごみ量

14,958

Ｈ23

資

源

循

環

型

処

理

シ

ス

テ

ム

の

構

築

③

マイバック持参率

79.4

2

Ｈ23

啓

発

、

教

育

活

動

の

推

進

36.7

Ｈ23

1

ごみ学習ツアーの実施

Ｈ23

1

環境にやさしいまちづくり

資源循環型社会資源循環型社会資源循環型社会資源循環型社会のののの構築構築構築構築

市民環境部

環境課・清掃センター・バイオマス資源化センター・

環境衛生センター

Ｈ23 Ｈ28

13



【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

％

26

100.0

32

課題や改善事項、

方向性

・焼却施設の延命化を図るとともに、更新の検討を行う必要がある。

・最終処分場の延命化を図る。

・バイオマス施設の処理能力を最大限に生かすためにも廃棄物処理量の確保に努める。堆肥生産についても同様に処理量を増やせば増大する。

・バイオマス施設の稼動から8年目を迎え、処理の適正化のため老朽化する設備の改修と安定したメタンガス発生のための施設整備が必要である。

・近年、下水道及び合併処理浄化槽の普及により、し尿搬入量に比べ浄化槽汚泥搬入量の比率が高く、汚泥性状の変化から高度な運転管理技術が要求され

　ている。

・環境衛生センターは施設更新から12年が経過するなかで、経年劣化による不具合も生じてきていることから、各種保守点検業務を確実に実施し、施設や設備

の延命

　化に努める。

・リサイクル率は、ここ数年頭打ちの状況にあることから、資源循環型の廃棄物処理の仕組みを構築し、リサイクル率の向上に努める。

・平成25年度からマイバッグ運動推進事業に係る予算措置は無くなったが、今後もマイバッグ持参の普及・啓発及び協定店舗の拡大は必要であることから、

　予算をかけずに出来る事を継続して行っていきたい。

・学校で行う環境教育のほか、市が取組む学校版環境ISO認定制度、ごみ学習ツアーなどの実施により、子どもたちの環境保全意識は着実に向上して

　いる。

・毎年、子ども環境バスツアーの視察先はリサイクル関連施設としているいるが、今後は森林、水源、再生可能エネルギー施設等視察範囲を広げたいと

　考える。

333,173

100

堆肥生産量

339,531

生産された堆肥の農地利用率

Ｈ23

発電や堆肥生産のための廃棄物（生ゴミ、豚糞尿等）の受入量

339,531

Ｈ23

44

Ｈ23

Ｈ23

子ども環境先進地視察の参加者

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

③

啓

発

、

教

育

活

動

の

推

進

①

衛

生

的

か

つ

効

率

的

な

廃

棄

物

処

理

②

資

源

循

環

型

処

理

シ

ス

テ

ム

の

構

築

指　標　名

従前値

（年度）

単位 備考

バイオマス資源化センター

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

333,173

環境衛生センター

バイオマス資源化センター

16

人/年

ｔ

ｔ

Ｈ23

Ｈ22

35

Ｈ23

35

Ｈ23

ごみ学習ツアーの参加者数 人/年

10

Ｈ21

9

（年　度）

14



事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

焼却設備等更新検討事業 環境課 142 一般会計 現年 ○

清掃総務費 環境課 2,720 一般会計 現年

廃棄物処理費 環境課 631,384 一般会計 現年

指定ごみ袋管理事業 環境課 27,836 一般会計 現年

清掃ターミナル災害復旧事業 環境課 3,034 一般会計 現年

清掃センター管理費 清掃センター 233,003 一般会計 現年

清掃センター管理費（政策的経費） 清掃センター 6,237 一般会計 現年 ○

焼却設備整備補修事業 清掃センター 152,351 一般会計 現年 ○

環境衛生センター管理費 環境衛生センター 77,423 一般会計 現年

環境衛生センター管理費（政策的経費） 環境衛生センター 6,111 一般会計 現年

環境衛生センター管理費（投資的経費） 環境衛生センター 3,140 一般会計 現年

バイオマス資源化センター管理費 バイオマス資源化センター 84,349 一般会計 現年 ○

バイオマス資源化センター管理費 バイオマス資源化センター 16,895 一般会計 現年

リサイクル推進事業 環境課 3,664 一般会計 現年 ○

マイバック運動推進事業 環境課 380 一般会計 現年 ○

③啓発・教育活動の推進 子ども環境先進地視察事業 環境課 382 一般会計 現年 ○

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

１．環境にやさしいまちづくり （３）資源循環型社会の構築

②資源循環型処理システムの構築

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

①衛生的・効率的な廃棄物処理

（単位：千円）

担当課 事務事業評価

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

会計区分 予算種別
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

関

係

団

体

と

の

連

携

強

化

74.0 75.2

Ｈ21 Ｈ22

良好良好良好良好なななな水資源水資源水資源水資源のののの確保確保確保確保

市民環境部

環境課・林業振興課

生活排水処理率

76.5

％ 77.4 8.11%

Ｈ23 Ｈ28

② 9

市

民

意

識

の

更

な

る

高

揚

と

筑

後

川

流

域

圏

と

の

連

携

の

推

進

Ｈ23

③

200

Ｈ21

90

Ｈ19

計画以前の数値 24年度

進捗率

計画目標

（年度）

100.00%

設置

Ｈ24

Ｈ22

150.00%

（年　度）

8 -

-

230

H28

Ｈ27 Ｈ28指　標　名

現況

単位 Ｈ25 Ｈ26

福岡都市圏広域行政事業組合流域連携基金を活用した事

業の実施

H23

市民植樹祭等参加者数

220

①

水

環

境

の

保

全

と

創

造

下筌ダム流域水質対策連絡会の設置 設置

-

Ｈ23

9回

Ｈ24

人 235

主要

87.6

-

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 1
体

系
140140140140

関　係

部課名

総

合

計

画
施策名

環境にやさしいまちづくり

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

-

施策 （年度）

施策の概要 本市の重要な水資源を持続的に保全していくため、関係団体や筑後川流域及び福岡都市圏との連携強化を図ります。

8

Ｈ21

16



【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

54

Ｈ22

1.5 1.5

Ｈ11 Ｈ12

Ｈ21

94

大

山

ダ

ム

に

係

る

水

源

地

域

整

備

計

画

の

推

進

488

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

④

そ

の

他

の

指

標

④

大

山

ダ

ム

に

係

る

水

源

地

域

整

備

計

画

の

推

進

計画目標

Ｈ27

24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

主要

指　標　名

現況

単位

三隈川リバーフェスタ等の来場者数 人

人

備考

Ｈ12

指　標　名

従前値

（年度）

単位

主要

施策

③

関

係

団

体

と

の

連

携

強

化

①

水

環

境

の

保

全

と

創

造

②

市

民

意

識

の

更

な

る

高

揚

と

筑

後

川

流

域

圏

と

の

連

携

の

推

進

1.5

1.5

親水交流事業（日田市長杯鮎釣大会）の来場者数

83

-

Ｈ23

Ｈ23

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

100

㎥/Ｓ

Ｈ23

㎥/Ｓ大山川ダム堰からの方流量（夏）

4.5

Ｈ23

大山川ダム堰からの方流量（冬）

Ｈ28

計画以前の数値

4.5

Ｈ24

計画以前の数値

1.5 4.5

（年　度）

（年　度）

Ｈ11

Ｈ28

17



【今後の施策展開の課題や方向性】

課題や改善事項、

方向性

・水量増加協議については協議開始から５年目であるが、なかなか進展しない状況にある。しかし、関係機関との合意形成が必要であり、今後は、期限を

　設定し継続して協議を行っていく。

18



事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

一般管理費 環境課 976 一般会計 現年

水郷ひた戦略会議等開催事業 環境課 2,682 一般会計 現年 ○

河川ダム情報施設管理事業 環境課 6,733 一般会計 現年

国管理河川敷草刈業務委託事業 環境課 727 一般会計 現年

大山ダム水源地域上下流交流事業 地域振興課 0 一般会計 現年

水郷ひた親水交流事業 環境課 300 一般会計 現年

皆づれの森づくり事業 林業振興課 608 一般会計 現年

水資源対策費 環境課 16,800 一般会計 現年

鶴田・平野・合鶴地区飲料水維持管理事業 環境課 1,554 一般会計 現年

ひた地域水源地観光開発推進事業 地域振興課 5,271 一般会計 現年 ○

西和地区環境整備事業 大山ダム対策室 21,132 一般会計 現年

大山ダム対策事業 大山ダム対策室 659 一般会計 現年

大山ダム振興開発基金管理費 大山ダム対策室 52 一般会計 現年

水源地域振興事業 土木課 8,379 一般会計 現年

水源地域整備事業（大山ダム関連） 土木課 69,722 一般会計 現年

水源地域整備事業（大山ダム関連） 土木課 21180 一般会計 繰越

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

（単位：千円）

会計区分 予算種別

①水環境の保全と創造

担当課

②市民意識の高揚と流域圏連携の推進

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

④大山ダム水源地域整備計画の推進

（４）良好な水資源の確保１．環境にやさしいまちづくり

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題）

③関係団体との連携強化

個別施策(小課題)
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 2
体

系
210210210210

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・拡大した市域の均衡ある発展や地域間の連携を支えるための効率的な交通体系の確保等や国県道をはじめとした幹線道路の整備を促進する。さらに、地域の

状況に合わせた効果的で効率的な安全で安心して通行できる生活道路の整備。また、地域の実情や市民ニーズに応じた公共交通手段の確保に努める。

総

合

計

画

0%

整備区間

Ｈ28

調査区間

4.15

100

Ｈ28

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

-

％

単位

（年度）

32.1

施策

調査区間

要望実施

指　標　名

現況

友田大原公園線（中城工区）整備率

-

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

計画目標

（年度）

計画以前の数値

（年　度）

Ｈ19 Ｈ21

調査区間

24年度

進捗率

女性の会、期成会の結成、要望活動

％

％ 59.2

56.5

-1.75%

Ｈ23

79.2

100

Ｈ28

65

①

地

域

高

規

格

道

路

中

津

日

田

道

路

②

整備区間への格上げ

調査区間

Ｈ23

幹

線

道

路

網

の

整

備

(

国

、

県

道

の

整

備

)

③

県管理国道の整備率

59.3

都

市

計

画

道

路

の

整

備

-

-

78.3

丸山五和線（大分県施工）整備率

Ｈ23

31

便利で快適なまちづくり

道路道路道路道路・・・・公共交通公共交通公共交通公共交通のののの整備整備整備整備

土木建築部　都市整備課・土木課

企画振興部　地域振興課

Ｈ23 Ｈ28Ｈ19 Ｈ21

57.7

20



530 604 1,000

68.30%

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ28

⑤

路線バス利用者

698

人/日

交

通

手

段

の

確

保

Ｈ23

8.70%

生

活

関

連

道

路

の

整

備

Ｈ23 Ｈ19 Ｈ21 Ｈ28

62.1 72.3 75

72.9

④

市道の整備率

72.7

％

（年　度）

計画目標 24年度

（年度） 進捗率施策 （年度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値

683

今後の災害を想定した道路や橋梁の改良整備

指　標　名

現況

単位

平

成

2

4

年

7

月

九

州

北

部

豪

雨

災

害

等

の

復

旧

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標 国道386号線（国道の復旧率）

県道の早期復旧の促進（県道の復旧率）

市道の早期復旧の促進（市道の復旧率）

市内各所の橋梁の復旧整備

⑥

主要

0

-

0

-

0

-

0

-

0

-

％ 100.0

％ 79.2

％ 20.9

％ 10.1

％ 0.0

21



【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

46.6％都市計画道路全体の整備率

46.5

Ｈ23

課題や改善事項、

方向性

・中津日田道路については、事業採択・整備区間への格上げのため、積極的に国土交通省や大分県に要望を行っていく。

・国県道の整備率については、現在、４車線化やバイパス建設など、すでに数値上整備済みの箇所への改良事業が多く、投資額の割には率の上昇に反映されにくい状況がる

あり。県下最低の整備率を高めるため、積極的に要望を行っていく。

・都市計画道路丸山五和線、友田大原公園線については、大分県に事業費の確保や事業促進を要望していく。

・日常生活に身近で関係の深い道路に対して、拡幅改良や側溝整備など地域からの要望は依然として数多く寄せられているが、交通量など利用の状況を考慮し、緊急性や重

要性などを検討し、経済的で効率的な整備に努める。

・橋梁やトンネル等の道路施設の維持管理については定期的な点検・補修が必要であり、整備計画に基づいた補修整備後でも、すぐに新たに補修の必要な箇所が発生する可

能性がある。維持管理は施設が無くならない限り永久に継続するもので、安全性などを求める業務については指標設定を数値化するのは困難である。これまで行ってきた日常

的なパトロールや点検が重要であり、異常個所の早期発見、早期補修を行い未然の事故防止を図る必要がある。

・少子高齢化が進み、また、高齢者の運転免許証の自主返納推進等により、自分で車を運転できない、しない住民が増えることが見込まれる。そこで、高齢者や障がい者が、安

心して住み続けるためには公共交通機関の維持確保は重要となる。

・市内中心部では市内循環バスを運行し、また、市周辺地域から市内中心部までの交通機関として既存のバスやＪＲを利用してもらう。既存交通機関のダイヤ等については利

用者の希望や実態を基に利用しやすい運行形態に移行し、さらに、バス停や駅までが遠い住民に対して自宅から既存路線までを繋ぐデマンド方式の乗合タクシーを各所で導入

している。バス路線を導入するよりも安価で細やかに動けるデマンド方式の乗合タクシーを運行することで、既存路線の利用者増が見込まれる。利用者にとって乗り継がなくて

はならない不便さもあるが、利用者の理解と協力を得ている。しかしながら、まだ交通機関のない空白地域が多く存在しているため、対象となる地域の地理的環境や利用者見

込数等の条件から最も利便性が良く効率のよい交通機関（バスやデマンド方式の乗合タクシー）の導入等をしていかななくてはならない。公共交通の整備にあたっては地域の

実情や市民ニーズにあった方法で、より利用しやすい、効率的な運行形態が求められている。

・平成２１年度から平成２３年度まで「日田市地域公共交通総合連携計画」（以下「連携計画」という）に基づき、国庫補助を受けて実証運行を行ってきた。また、連携計画の基と

なっている「地域公共交通活性化・再生総合事業」が平成２２年度で終了し、平成２３年度から「地域公共交通確保維持改善事業」となった。この事業の補助要綱に基づいた国

の財政的支援や、県の公共交通に関する財政的支援も引き続き求めていかなくてはならない。

人/年 3,018乗合タクシー利用者数

1,943

「ひたはしり号」の乗車人員（平均乗客数/1便）

3.3

Ｈ23

指　標　名

従前値

（年度）

単位

人 4.0

Ｈ23

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

③

都

市

計

画

道

路

の

整

備

⑤

交

通

手

段

の

確

保

備考

（年　度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①地域高規格道路中津日田道路 期成会等負担金（道路） 都市整備課 286 一般会計 現年 ○

期成会等負担金（道路・その他） 都市整備課 276 一般会計 現年

県施行土木工事負担金（道路） 都市整備課 80,364 一般会計 現年 ○

都市計画総務費 都市整備課 3,224 一般会計 現年

友田大原公園線改築事業 都市整備課 77,834 一般会計 現年 ○

友田大原公園線改築事業 都市整備課 19,446 一般会計 繰越 ○

県施行土木工事負担金（街路） 都市整備課 40,681 一般会計 現年 ○

土木総務費 土木課 2,396 一般会計 現年

道路橋梁総務費 土木課 22,169 一般会計 現年

市道塚田線改良事業（社会資本） 土木課 58,383 一般会計 現年 ○

市道渡里山田線改良事業（社会資本） 土木課 99,643 一般会計 現年 ○

市道渡里山田線改良事業（社会資本） 土木課 29,563 一般会計 繰越 ○

市道豆田西有田線改良事業（社会資本） 土木課 102,061 一般会計 現年 ○

市道友田徳瀬線改良事業（社会資本） 土木課 2,605 一般会計 現年 ○

市道中大山続木線改良事業（社会資本） 土木課 32,020 一般会計 現年 ○

市道三ノ宮尾当線改良事業（社会資本） 土木課 15,468 一般会計 現年 ○

市道三ノ宮尾当線改良事業（社会資本） 土木課 23,622 一般会計 繰越 ○

市道坂合線改良事業（社会資本） 土木課 3,874 一般会計 現年 ○

市道坂合線改良事業（社会資本） 土木課 19,677 一般会計 繰越 ○

中線改良事業 土木課 66,810 一般会計 現年 ○

辺地対策事業 土木課 60,000 一般会計 現年 ○

道路維持費 土木課 159,997 一般会計 現年 ○

道路維持費（経常的経費） 土木課 47,108 一般会計 現年

市道沿線支障木除去事業 土木課 6,736 一般会計 現年 ○

舗装復旧事業 土木課 15,200 一般会計 現年 ○

地域生活道路整備事業 土木課 186,896 一般会計 現年 ○

地域生活道路整備事業 土木課 6,269 一般会計 繰越 ○

災害防除事業 土木課 50,824 一般会計 現年 ○

橋梁維持費（経常的経費） 土木課 498 一般会計 現年

橋梁補修事業 土木課 7,000 一般会計 現年 ○

市道除雪作業委託業務 土木課 1,751 一般会計 現年 ○

市道石原田桐尾線改良事業（道整備） 土木課 81,052 一般会計 現年 ○

②幹線道路網(国・県道)の整備

③都市計画道路の整備

④生活関連道路の整備

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課

（単位：千円）

（１）道路・公共交通の整備２．便利で快適なまちづくり

会計区分 予算種別
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市道石原田桐尾線改良事業（道整備） 土木課 20,485 一般会計 繰越 ○

市道湯山線改良事業（道整備） 土木課 118,922 一般会計 現年 ○

里道水路維持管理事業 土木課 6,910 一般会計 現年 ○

日田市コミュニティバス運行事業 地域振興課 36,421 一般会計 現年 ○

上・中津江デマンドバス運行事業 地域振興課 46,801 一般会計 現年 ○

乗合タクシー運行事業 地域振興課 2,799 一般会計 現年 ○

廃止代替バス運行事業 地域振興課 6,148 一般会計 現年 ○

地方バス路線維持対策事業 地域振興課 36,885 一般会計 現年 ○

公共交通対策事業 地域振興課 2,506 一般会計 現年 ○

日田駅エレベーター設置事業 地域振興課 43,605 一般会計 現年

618,739

(1,073,789)

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

④生活関連道路の整備

公共土木施設災害復旧事業（道路分） 土木課 一般会計 現年

（１）道路・公共交通の整備２．便利で快適なまちづくり

⑥災害復旧

⑤交通手段の確保
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

完全

一部

H23 H26

- -

便利で快適なまちづくり

情報通信基盤情報通信基盤情報通信基盤情報通信基盤のののの整備整備整備整備

総務部　情報統計課

提供情報の均一化

一部

一部

①

ブ

ロ

ー

ド

バ

ン

ド

環

境

の

利

活

用

携帯電話の不感世帯数

110

H23

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ21 Ｈ22

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

630

施策

110

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

世帯

単位

（年度）

0%300

80

H28

施策名

施策の概要 情報通信基盤の利活用を促進し、市民生活の利便性の向上や安心・安全な社会の構築を目指すとともに、市民への均一な情報提供に努める。

総

合

計

画

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 2
体

系
220220220220

関　係

部課名

Ｈ24

25



【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ Ｈ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

従前値

（年度）

単位 備考

課題や改善事項、

方向性

・携帯電話の不感地域となっている地区は小集落であり、補助事業を活用した鉄塔建設等の不感解消事業が見込めないことから、市所有の光ケーブルを積極

的に貸し出し、携帯電話事業者独自のエリア拡張を促す必要がある。

・提供情報の均一化については、自主放送の委託を予定しているＫＣＶと行政情報の配信手段等の協議を継続していく必要がある。

Ｈ28

計画以前の数値
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

携帯電話不感地域解消事業 情報統計課 0 一般会計 現年 ○

情報センター事業特別会計繰出金 情報統計課 (295,385) 一般会計 現年

地域情報基盤施設管理事業 578

(地域イントラネット（ｗｅｂカメラ)保守管理事業) (10,759)

10,181

(10,759)

情報センター運営事業 630

（提供情報の均一化事業） (223,606)

222,976

(223,606)

二次拠点施設及び自主放送設備保守管理事業 情報統計課 10,833 情報特 現年

情報センター施設保守管理事業 情報統計課 12,401 情報特 現年

地方債償還金元金 情報統計課 253,846 情報特 現年

地方債償還金利子 情報統計課 17,645 情報特 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

情報センター運営事業 情報統計課 情報特 現年

情報統計課 情報特 現年 ○

○

地域情報基盤施設管理事業 情報統計課 一般会計 現年

予算種別担当課

情報統計課 一般会計 現年

（単位：千円）

２．便利で快適なまちづくり （２）情報通信基盤の整備

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

①ブロードバンド環境の利活用

会計区分
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

- -

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 2
体

系
230230230230

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・公営住宅については、本格的な少子高齢化など社会状況の変化、入居者ニーズに的確かつ効率的に対応し、福祉にも配慮した計画的な整備に努める。

・安心、安全な水道水を供給できるよう、老朽化施設の更新及び耐震化を進めるとともに、事業統合などによる経営の合理化を図り、健全な事業運営に努める。

・快適な生活環境の確保と安全、安心な住環境の実現を図るため、下水道事業の計画的な推進により、汚水管の布設や雨水幹線の整備を実施する。また、平成

24年7月の九州北部豪雨等の内水氾濫による浸水被害を受け、雨水排水計画の抜本的な見直しを検討する。

総

合

計

画

Ｈ25

53.10%

100.0

100%

Ｈ19 Ｈ21

50.00%

50

Ｈ28

1,208

900.00%

Ｈ28

Ｈ21

93.45 93.50

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

％

％

単位

％

（年度）施策

25.0

指　標　名

現況

改修戸数

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

24年度

進捗率

100.0

Ｈ24

93.60

計画目標

（年度）

Ｈ23

Ｈ23

3.8

93.35

簡易水道の上水道統合整備（東部地区）

Ｈ23

14.5

100.0

54.9

戸

①

公

営

住

宅

の

整

備

②

市営住宅改修率

0

Ｈ23

民

間

住

宅

の

改

修

支

援

③

水

道

の

整

備

0

Ｈ23

93.50

簡易水道の上水道統合整備（小迫地区）

上水道を利用している人の割合

簡易水道の上水道統合整備（小ヶ瀬地区）

便利で快適なまちづくり

住環境住環境住環境住環境のののの整備整備整備整備

土木建築部  建築住宅課・下水道課・水道課

市営住宅戸数

1,210

戸 1,192

Ｈ23 Ｈ28

1,124 1,190

Ｈ21 Ｈ22

-150%

Ｈ19 Ｈ21

0.0 0.0

Ｈ19

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21
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総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

簡易水道の上水道統合整備（北部地区）

簡易水道の上水道統合整備（北友田地区）

簡易水道の統合整備（鯛生・市ノ瀬地区）

主要

⑥

平

成

2

4

年

7

月

九

州

北

部

豪

雨

等

に

よ

る

雨

水

排

水

計

画

の

見

直

し

Ｈ23

0.0

③

簡易水道の上水道統合整備（石松地区）

0.0

％

水

道

の

整

備

簡易水道の上水道統合整備（東部第2地区）

0.0

簡易水道の上水道統合整備（元宮地区）

％ 0.0

0.0%

Ｈ23 Ｈ19 Ｈ21 Ｈ26

0.0 0.0 100.0

100.0

0.0%

Ｈ26

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21

0.0

％ 0.0

100.0

0.0%

Ｈ23 Ｈ28

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21

％ 0.0

Ｈ23

0.0 100.0

0.0%

Ｈ28

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21

0.0

％ 0.0

Ｈ23

Ｈ23

100.0

0.0%

Ｈ28

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21

0.0%

Ｈ27

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21

0.0

Ｈ23

100.00.0

％ 0.0

給水施設の簡易水道統合整備（祝原・川崎・高井地区）

0.0

計画目標

0.0%

Ｈ28

0.0 0.0

Ｈ19 Ｈ21

％

100.0

Ｈ25 Ｈ26指　標　名

現況 24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率

Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値

単位 Ｈ24

④

生活排水処理率

76.5

％

％ 63.9

64.2

83.33%

下

水

道

等

の

整

備

Ｈ23

公共下水道普及率

62.4

Ｈ23 Ｈ17 Ｈ28

55.3

雨水幹線整備率

39.6

％ 39.6

Ｈ23

40.2

0.00%

Ｈ28

⑤

環境保全条例に基づく指導（開発協議件数）

23

件 29

10 13

法

令

や

条

例

に

基

づ

く

規

制

誘

導

等

Ｈ23 Ｈ21 Ｈ22

（年　度）
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

指　標　名

従前値

課題や改善事項、

方向性

・簡易水道・給水施設の整備事業については、老朽化の進んだ施設が多いため、緊急性や必要性を考慮し、今後も計画的に整備や配管等の更新を行っていく

必要がある。また、更新に際しては、近接する簡易水道や上水道との統合による合理化を進め、経営の安定化を図る必要がある。・

・公共下水道の整備は、生活環境の改善、公衆衛生の向上及び公共用水域の水質保全においては有効であるが、巨額の投資が必要なことから費用対効果を

検証し見直しを行い、早期完了を目指す必要がある。

・公共下水道事業における浸水対策事業を除く整備については早期完了（事業計画Ｈ29完了）を目指し、施設の老朽化に伴う延命措置のための長寿命化事業

に取り組まなければならない。

・平成24年7月に発生した九州北部豪雨等の内水氾濫による浸水被害を受け、雨水排水計画の抜本的な見直しを行い、新たな計画に基づいた浸水対策事業

に取り組まなければならない。

0.0雨水排水計画の見直しに沿った事業実施

0

雨水排水計画の見直し

Ｈ24

- 見直中

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

⑤

法

令

や

条

例

に

基

づ

く

規

制

誘

導

⑥

Ｈ

２

４

・

7

豪

雨

等

に

よ

る

雨

水

排

水

計

画

の

見

直

し

（年度）

単位 備考Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

-

％

（年　度）
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

城内住宅建替事業 建築住宅課 84,569 一般会計 現年 ○

市営住宅ストック総合整備事業 建築住宅課 27,851 一般会計 現年 ○

三和団地Ｂ号住宅大規模改修事業 建築住宅課 227,204 一般会計 現年 ○

住宅管理費 建築住宅課 36,225 一般会計 現年

日田市おおいた安心住まい改修支援事業 建築住宅課 2,525 一般会計 現年 ○

アスベスト対策促進事業 建築住宅課 0 一般会計 現年 ○

一般管理費 建築住宅課 42 住新特 現年

一般会計繰出金 建築住宅課 1,519 住新特 現年

公債費（元金） 建築住宅課 4,158 住新特 現年

公債費（利子） 建築住宅課 753 住新特 現年

一般管理費 水道課 143,657 簡水特 現年

簡易水道整備事業 水道課 334,371 簡水特 現年 ○

公債費(元金) 水道課 169,166 簡水特 現年

公債費(利子) 水道課 69,278 簡水特 現年

一般管理費 水道課 7,091 給施特 現年

公債費(元金) 水道課 3,855 給施特 現年

公債費(利子) 水道課 2,263 給施特 現年

水道未普及地域施設整備補助事業 環境課 13,835 一般会計 現年 ○

簡易水道事業特別会計繰出金 環境課 (291,773) 一般会計 現年

給水施設事業特別会計繰出金 環境課 (8,011) 一般会計 現年

水道事業会計繰出金 環境課 (10,941) 一般会計 現年

水道事業会計負担金 環境課 (2,204) 一般会計 現年

飲用井戸等施設事業 環境課 6,326 一般会計 現年

地域給水施設整備事業 環境課 6,510 一般会計 現年

飲料水検査事業 環境課 548 一般会計 現年

公共下水道事業特会繰出金 都市整備課 (747,907) 一般会計 現年

河川しゅんせつ事業 下水道課 6,462 一般会計 現年 ○

雨水幹（支）線整備事業 下水道課 2,524 一般会計 現年 ○

公共下水道建設事業 下水道課 821,625 下水特 現年 ○

公共下水道建設事業 下水道課 177,579 下水特 繰越 ○

城内川環境整備事業 下水道課 497 一般会計 現年 ○

浄化槽設置補助事業 環境課 29,062 一般会計 現年 ○

光岡地域下水道事業 環境課 2,767 一般会計 現年

２．便利で快適なまちづくり

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計区分 予算種別

（単位：千円）

①公営住宅の整備

②民間住宅の改修支援

③水道の整備

④下水道等の整備

（３）住環境の整備
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河川総務管理費 下水道課 6,360 一般会計 現年

一般管理費 下水道課 134,631 下水特 現年

負担金還付金 下水道課 25 下水特 現年

使用料還付金 下水道課 385 下水特 現年

公債費（元金） 下水道課 768,500 下水特 現年

公債費（利子） 下水道課 298,552 下水特 現年

農集排特会繰出金 農業振興課 (203,709) 一般会計 現年

一般管理費 下水道課 18,646 農集排特 現年

一般管理費（大明分） 下水道課 34,675 農集排特 現年

使用料還付金 下水道課 5 農集排特 現年

公債費（元金）三ノ宮地区 下水道課 14,520 農集排特 現年

公債費（利子）三ノ宮地区 下水道課 6,706 農集排特 現年

公債費（元金）大明地区 下水道課 102,483 農集排特 現年

公債費（利子）大明地区 下水道課 54,997 農集排特 現年

一般管理費（大山分） 下水道課 1,967 特環特 現年

一般管理費（天瀬分） 下水道課 2 特環特 現年

施設管理費 下水道課 11,935 特環特 現年

使用料還付金 下水道課 8 特環特 現年

公債費（元金）大山分 下水道課 17,110 特環特 現年

公債費（元金）天瀬分 下水道課 280 特環特 現年

公債費（利子）大山分 下水道課 4,332 特環特 現年

公債費（利子）天瀬分 下水道課 121 特環特 現年

浄化センター管理費 下水道課 235,320 下水特 現年

建築基準法に関する事務事業 建築住宅課 2,547 一般会計 現年

建築物等定期点検事業 建築住宅課 885 一般会計 現年

土地利用規制等対策事務事業 都市整備課 479 一般会計 現年

屋外広告物法に関する事務事業 都市整備課 53 一般会計 現年

⑥災害復旧 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

④下水道等の整備

（３）住環境の整備２．便利で快適なまちづくり

⑤法令や条例に基づく規制誘導等
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

施策の概要

・河川においては、災害に強い安全で安心して住める地域の形成はもとより、まちづくりと一体化し、水郷ひたにふさわしい水辺環境の創出を図る。また、公園につ

いては、それぞれの地域特性を生かしながら良好な景観や自然とのふれあいなどに配慮し、利用者が快適に憩える場としての整備を推進する。

5.00%

100.0

計

画

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 2
体

系
240240240240

関　係

部課名
施策名

総

合

Ｈ27

100.0

Ｈ26

Ｈ28

主要

Ｈ24

％

箇所

38.58

指　標　名

現況

単位

（年度）

ｈａ

0

Ｈ23

施策

5.0

Ｈ28

（年　度）

20

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

18

Ｈ23

54.56

Ｈ28

①

歴

史

・

文

化

や

自

然

景

観

を

生

か

し

た

河

川

公

園

の

整

備

②

竹田公園の整備

総

合

公

園

の

充

実

Ｈ23

その他公園の整備

③

身

近

な

公

園

の

整

備

38.58

Ｈ23

18

借地公園の整備

便利で快適なまちづくり

河川河川河川河川・・・・公園公園公園公園のののの整備整備整備整備

土木建築部

都市整備課・土木課

田来原美しい森づくり公園の整備

0

％ 2.0
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総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

県管理河川の災害復旧の促進（復旧率）

⑤

平

成

2

4

年

7

月

九

州

北

部

豪

雨

等

に

よ

る

河

川

の

災

害

復

旧

0

％ 23.30

（年度） 進捗率

計画目標 24年度

Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）

直轄河川の災害復旧の促進（復旧率）

準用河川の災害復旧の推進（復旧率）

Ｈ23

主要

指　標　名

現況

単位

施策 （年度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

④

多目的トイレの整備

34

箇所

安

全

で

安

心

な

河

川

・

公

園

の

整

備

Ｈ23

35

39

20.00%

Ｈ28
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）

課題や改善事項、

方向性

・公園は、市民がいつでも安全で安心して利用できる環境整備を進めることと、近年の自然災害にも対応できる、避難地としての役割等防災上、重要な施設と

して公園整備を進めなければならない。また、歴史や文化、自然景観等にも配慮しなければならない。

・老朽化した施設が多くなり、リニューアルも含めた施設の改修整備や、地域によっては公園のない場所があるため、バランスのとれた公園整備が必要であ

る。

街なみ環境整備事業（隈地区）に基づく整備

98.5

％

従前値

（年度）

Ｈ23

単位

99.2

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

主要

施策

備考

②

景

観

の

形

成
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

田来原公園整備事業 都市整備課 29,991 一般会計 現年 ○

西峰スポーツ公園整備事業 都市整備課 50,915 一般会計 現年 ○

竹田公園整備事業 都市整備課 14,994 一般会計 現年 ○

公園管理費 都市整備課 664 一般会計 現年

②総合公園の充実 萩尾公園整備事業 都市整備課 0 一般会計 現年 ○

③身近な公園の整備 借地公園整備事業 都市整備課 13,062 一般会計 現年 ○

134

(696)

公園緑地管理事業 都市整備課 149,920 一般会計 現年 ○

公園施設整備事業 都市整備課 31,421 一般会計 現年 ○

街路樹・公園剪定事業 都市整備課 17,675 一般会計 現年 ○

名里橋整備事業 都市整備課 4,704 一般会計 現年 ○

鏡坂公園園路整備事業 都市整備課 4,410 一般会計 現年 ○

県河川草刈業務委託事業 土木課 5,020 一般会計 現年

準用河川維持補修事業 土木課 460 一般会計 現年

普通河川維持管理事業 土木課 200 一般会計 現年

公園施設災害復旧事業 都市整備課 28,792 一般会計 現年 ○

455,050

(1,073,789)

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

公共土木施設災害復旧工事（河川） 土木課

期成会等負担金（河川） 都市整備課

現年

現年

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価担当課まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 会計別 区分

（４）河川・公園の整備２．便利で快適なまちづくり

一般会計

④安全・安心な河川・公園の整備

①自然景観等を生かした公園等の

　 整備

⑤災害復旧

一般会計
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

- -

- -

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 2
体

系
250250250250

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・本市の自然や歴史・文化など地域の資源を最大限に活かした環境整備を図り、水と緑が豊かな回遊性のある都市空間の創出など、特色ある地域空間の創出に

努める。

・歴史的町並み景観や文化的景観、農山村景観の保全・整備、活用を図る。

総

合

計

画

100.0

Ｈ27

100.0

10.48%

2.00%

100%

Ｈ24

（年度）

件

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

-

単位

施策

12.0

36

指　標　名

現況 計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

24年度

進捗率

策定

計画目標

（年度）

伝統的建造物群の保存・修理件数 5.00%

55

Ｈ28

-

策定

①

市

街

地

や

温

泉

街

等

の

拠

点

等

の

整

備

②

都市再生整備計画の基づく整備（中心市街地地区第2期）

1.7

Ｈ23

景

観

の

形

成

③

計

画

的

な

土

地

利

用

35

Ｈ23

-

国土利用計画（日田市計画）の見直し

便利で快適なまちづくり

特色特色特色特色あるあるあるある地域空間地域空間地域空間地域空間のののの創出創出創出創出

土木建築部　都市整備課

教育委員会　文化財保護課

田来原美しい森づくり公園の整備

0

％ 2.0

Ｈ23 Ｈ26
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値 計画目標 24年度

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

街なみ環境整備事業（隈地区）に基づく整備

課題や改善事項、

方向性

・中心市街地は、空洞化や集客力の低下が顕著に表れており、人々の価値観や生活様式の多様化に対応した地域特性を活かす個性的なまちづくりを行う必

要がある。

・豊かで特色ある地域資源をさらに磨き輝かせ、相乗的に連携、活用した整備や保全に取り組むことで、回遊性のある地域空間の形成に努め、地域全体として

活力の向上を図る必要がある。

・地域の資源を活かした市民による自発的なまちづくり活動への支援を行い、愛着と誇りの持てる個性豊かなまちづくりを推進する。

・現在までに伝統的建造物（建築物）169棟のうち36棟が保存修理を終え、歴史的な町並みを守ることができている。ただ、伝建修理に対する所有者等の意識

の低下が見受けられることから、伝建制度の更なる啓発活動が必要である。また、地元住民の活動拠点施設の整備をする中で、管理体制について豆田町伝

建保存会を中心とした組織体制の見直しも必要である。

・池ノ鶴の棚田環境の保存・整備を行うことで「小鹿田焼の里」の文化的景観の維持が図られたが、今後は源栄町皿山と池ノ鶴地区の観光事業やソフト事業を

推進していく必要がある。

％ 99.2

Ｈ23

備考Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）

主要

施策
そ

の

他

の

指

標

Ｈ24指　標　名

従前値

（年度）

単位

②

景

観

の

形

成

98.5

主要

指　標　名

現況

単位

施策 （年度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（年度） 進捗率（年　度）

④

風致公園の指定

3

公園

緑

地

の

保

全

緑

化

・

花

づ

く

り

Ｈ23

〃

3.93

ｈａ

Ｈ23

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①市街地等の拠点の整備 天瀬温泉まちづくり事業 都市整備課 84,967 一般会計 繰越

街なみ環境整備事業 文化財保護課 17,451 一般会計 現年

街なみ環境整備事業（隈地区） 都市整備課 1,214 一般会計 現年 ○

都市景観形成融資事業 都市整備課 988 一般会計 現年

隈まちづくりセンター管理事業 都市整備課 738 一般会計 現年

国土利用計画策定事業 都市整備課 6,404 一般会計 現年 ○

都市計画変更事業 都市整備課 8,358 一般会計 現年

都市計画変更事業 都市整備課 2,172 一般会計 繰越

④緑地の保全、緑化・花づくり 緑化推進費 都市整備課 3,800 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

（５）特色ある地域空間の創出

（単位：千円）

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

事務事業評価

２．便利で快適なまちづくり

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計区分 予算種別

③計画的な土地利用

②景観の形成
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 3
体

系
310310310310

関　係

部課名
施策名

施策の概要

・農業分野では、担い手や集落営農組織の育成とともに、付加価値の高い安全で安心な農畜産物の生産を推進し、活力のある農畜産業の振興に努める。さらに

女性や高齢者が、意欲や能力に応じて活動できる環境の整備を図る。あわせて、農地、農業用水等の資源を良好な状態で保全管理し、自然循環型機能を維持

し、環境と調和した持続的な農業生産を推進する。　水産業については、豊かな水資源を生かした、内水面漁業の振興と観光資源としての活用を図る。

・日田ブランドの構築による経済活性化を図るため、地域資源の把握や分析、市場調査などを多面的に実施し、ブランド化による競争力の向上、商品開発や販路

拡大へ向けた活動を実施する。

総

合

計

画

主要

Ｈ24

814

14.29%

115

Ｈ26

116

29 29

Ｈ19

571

Ｈ19

Ｈ21

1,075

Ｈ21

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

集落

戸

単位

（年度）施策

農

業

基

盤

の

整

備

ｋｍ

指　標　名

現況

109

ｈａ

108

Ｈ23 Ｈ21

758

Ｈ19

793

Ｈ21

115

Ｈ19

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

-3625%

Ｈ28

911

Ｈ23

38

集落堆肥を利用している中山間直接支払制度協定集落数 39

Ｈ23

148

50.00%

1,060

123.0 132.0

①

農

業

の

新

た

な

展

開

②

中山間地域等直接支払制度協定集落数

ほ場整備済面積

③

農道舗装延長

142

日

田

式

循

環

型

有

機

農

業

の

推

進

794

Ｈ23

1,056

トレーサビリティシステム活用農家数

Ｈ23

個性を生かした産業振興によるまちづくり

農業農業農業農業・・・・水産業水産業水産業水産業のののの振興振興振興振興

農林振興部農林振興部農林振興部農林振興部　　　　農業振興課

商工観光部商工観光部商工観光部商工観光部　ひたブランド推進課

Ｈ19 Ｈ21

40

Ｈ28

19.42%

33.33%

160

897

Ｈ28

Ｈ28

40



Ｈ23

0

％ 6.1

7.5

Ｈ23

0

％

⑦

平

成

2

4

年

7

月

九

州

北

部

豪

雨

災

害

等

の

復

旧

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

水田や畑、果樹園等の早期復旧（農地災害復旧率）

農業用施設等の早期復旧

⑥

5,000

3.70%

Ｈ23 H28

260

33.25%

ひ

た

ブ

ラ

ン

ド

の

確

立

と

展

開

Ｈ23 H28

水郷日田ファン倶楽部「水の郷大使」数

2,300

人 2,400

梨輸出量

56.7

トン

1,647,909 1,796,217 60.00%

水

産

業

の

振

興

H23 H28

2,000,000

1,200,158

⑤

稚魚放流

1,971,000

尾/年

百万円/年 991

1,730

-10.96%

Ｈ28

1,033 1,074

Ｈ19 Ｈ21

24

6

30

-6.25%

H28

14.29%

H28

178

127

103 118

Ｈ19 Ｈ21

540

-49.37%

農

畜

産

経

営

の

向

上

H23 Ｈ19 Ｈ21 H28

家族経営協定数

130

組

481

422

主要

指　標　名

現況

④ 461

施策 （年度）

認定農業者数

農産物直売所の販売額

農業企業者数

320

新規就農者数(単年度確保数）

22

H23

1,055

単位

509

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値

（年度）

124.3

（年　度）

7

50.00%

Ｈ28

進捗率

計画目標 24年度

集落営農法人組織数

5

組織

人

組織

H23

集落営農組織数

23

H23

H23

2 5

Ｈ19 Ｈ21

人 580

H23

345

1040%

Ｈ28

255 295

Ｈ19 Ｈ21

人 21

H23

14

150%

Ｈ28

15 26

Ｈ19 Ｈ21

17 21

Ｈ19 Ｈ21
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

26,285

56.6

22,000

千円大丸・日田展売上

35,652

H23

課題や改善事項、

方向性

・農業分野では、担い手や集落営農組織の育成とともに、付加価値の高い安全で安心な農畜産物の生産を推進し、活力のある農畜産業の振興に努める。さら

に女性や高齢者が、意欲や能力に応じて活動できる環境の整備を図る。あわせて、農地、農業用水等の資源を良好な状態で保全管理し、自然循環型機能を

維持し、環境と調和した持続的な農業生産を推進する。　水産業については、豊かな水資源を生かした、内水面漁業の振興と観光資源としての活用を図る。

・市の施策として実施している地域資源の分析、販路開拓、市場調査等の中には、民間が行なう方が効率的なものもあり、事業の目的や有効性等の視点か

ら、行政と民間との役割を見極める必要がある。その上で民間が行なうべき事業については、市が蓄積してきたノウハウや人脈等を含めて、平成２７年度まで

に設立する予定の地域総合商社に移す。加えて、日田市雇用創造協議会が行なう実践型地域雇用創造事業で研修を積んだ人材等を活用することで、地場産

業の振興と経済の活性化を目指す。

指　標　名

従前値

（年度）

大丸・日田展来場者数

25,000

H23

単位

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

⑥

ひ

た

ブ

ラ

ン

ド

の

確

立

と

展

開

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（年　度）

備考

人

獣肉販売率（販売重量/精肉重量）

-

％

-
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

中山間地域等直接支払事業 農業振興課 116,053 一般会計 現年 ○

集落営農組織活性化事業 農業振興課 890 一般会計 現年 ○

農業公園整備事業 農業振興課 1,120 一般会計 現年 ○

農業総務費 農業振興課 952 一般会計 現年

農業振興費（一般分） 農業振興課 1,623 一般会計 現年

数量調整円滑化推進事業 農業振興課 833 一般会計 現年

県営ほ場整備事業（朝日地区) 農業振興課 28,986 一般会計 現年 ○

県営畑地帯総合整備事業（三芳地区） 農業振興課 1,964 一般会計 現年 ○

県営農地環境整備事業（大山地区） 農業振興課 2,250 一般会計 現年 ○

山の口ため池整備事業 農業振興課 630 一般会計 現年

県営農業用河川工作物応急対策事業(堂ノ下地区) 農業振興課 4,320 一般会計 現年

農村公園整備事業(小野地区) 農業振興課 1,092 一般会計 現年

農業経営高度化支援事業　耕地利活用推進事業（朝日地区） 農業振興課 3,500 一般会計 現年 ○

農地集積加速化促進土地利用調整推進事業（朝日地区） 農業振興課 800 一般会計 現年 ○

県営ほ場整備事業(換地設計業務委託等) 農業振興課 7,857 一般会計 現年 ○

農道整備促進支援事業 農業振興課 19,664 一般会計 現年 ○

農業用施設管理保全対策事業 農業振興課 12,000 一般会計 現年 ○

転作等条件整備事業市単土地改良事業 農業振興課 4,415 一般会計 現年 ○

農地・水保全管理支払事業 農業振興課 1,489 一般会計 現年 ○

法面緑化実証事業 農業振興課 215 一般会計 現年 ○

水土里情報システム整備事業 農業振興課 1,091 一般会計 現年 ○

農地費（政策的経費） 農業振興課 4,675 一般会計 現年 ○

農地費（経常的経費） 農業振興課 3,666 一般会計 現年

県営農道保全対策事業（スカイロード地区） 農業振興課 28,000 一般会計 現年 ○

県営中山間地域総合整備事業（日田） 農業振興課 28,864 一般会計 現年 ○

農業土木積算システム運用事業 農業振興課 283 一般会計 現年

土地改良地元負担金軽減事業 農業振興課 531 一般会計 現年

農業振興地域整備促進事業 農業振興課 231 一般会計 現年

若林農地管理事業（上津江） 農業振興課 609 一般会計 現年

若林農地管理事業（上津江）（投資的経費） 農業振興課 2,919 一般会計 現年

農業公園管理費 農業振興課 15,200 一般会計 現年

椎茸生産施設整備事業 農業振興課 1,304 一般会計 現年

地熱水管理費 農業振興課 577 一般会計 現年

天瀬地区農業用用配水施設整備事業 農業振興課 18,600 一般会計 現年

天瀬地区農業用用配水施設整備事業 農業振興課 15,900 一般会計 繰越

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

②農業基盤の整備

（１）農業・水産業の振興

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり

①農業の新たな展開

事務事業評価まちづくりの大綱 個別施策(小課題) 会計区分 予算種別

（単位：千円）

施　策（大課題） 担当課
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農業用施設整備事業（大山） 農業振興課 2,200 一般会計 現年

農業用施設整備事業（大山） 農業振興課 54,624 一般会計 繰越

大原野線農免農道整備事業（天瀬） 農業振興課 1,650 一般会計 現年

農業者戸別所得補償制度推進事業 農業振興課 12,356 一般会計 現年 ○

次世代を担う園芸産地整備事業（ぶどう棚） 農業振興課 3,038 一般会計 現年 ○

地域農業マスタープラン作成事業 農業振興課 70 一般会計 現年 ○

新規就農総合支援事業（青年就農給付金事業） 農業振興課 910 一般会計 現年 ○

戸別所得補償経営安定推進事業（農地集積協力金） 農業振興課 0 一般会計 現年 ○

産直野菜増産ミニハウス等導入事業 農業振興課 5,427 一般会計 現年 ○

林間ワサビ圃場造成事業 農業振興課 600 一般会計 現年 ○

交配用養蜂設置事業（梅） 農業振興課 263 一般会計 現年 ○

農業振興費（利子補給） 農業振興課 1,821 一般会計 現年 ○

集落営農組織活動支援事業 農業振興課 6,350 一般会計 現年 ○

集落営農経営発展支援事業 農業振興課 3,000 一般会計 現年

米消費拡大（米粉パン普及拡大事業） 農業振興課 1,239 一般会計 現年 ○

地産地消拡大推進事業 農業振興課 91 一般会計 現年 ○

酪農経営強化施設整備事業

（次代を担う酪農経営基盤強化総合対策事

業）

農業振興課 9,005 一般会計 現年 ○

養豚担い手育成施設整備事業（県単事業） 農業振興課 8,134 一般会計 現年 ○

黒毛和種優良繁殖雌牛導入事業（県単事業） 農業振興課 3,285 一般会計 現年 ○

家畜伝染病対策事業 農業振興課 224 一般会計 現年 ○

畜産環境保全対策事業 農業振興課 4,288 一般会計 現年 ○

飼養管理向上対策事業 農業振興課 1,308 一般会計 現年

次世代を担う園芸産地整備事業（緊急支援対策） 農業振興課 2,420 一般会計 現年 ○

ふるさと水と土保全対策事業 農業振興課 41 一般会計 現年

農地・水保全管理支払事業 農業振興課 1,489 一般会計 現年

担い手育成総合支援事業 農業振興課 500 一般会計 現年

上津江農業公社運営補助事業 農業振興課 934 一般会計 現年

企業等農業参入推進事業（コンニャク） 農業振興課 2,477 一般会計 現年

農村女性後継者育成支援事業 農業振興課 166 一般会計 現年

農産物加工推進緊急対策事業 農業振興課 3,118 一般会計 現年

畜産振興費（政策的経費） 農業振興課 2,100 一般会計 現年

畜産振興費 農業振興課 705 一般会計 現年

内水面利活用推進事業 農業振興課 2,000 一般会計 現年 ○

水産業振興費 農業振興課 3,288 一般会計 現年 ○

カワウ被害防止対策事業 農業振興課 100 一般会計 現年 ○

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり

④農畜産経営の向上

②農業基盤の整備

（１）農業・水産業の振興

⑤水産業の振興

③日田式循環型有機農業の推進

44



農産物流通対策事業 ひたブランド推進課 5,697 一般会計 現年 ○

農産物輸出促進事業 ひたブランド推進課 1,407 一般会計 現年 ○

津江地域野菜集出荷助成事業 ひたブランド推進課 5,000 一般会計 現年 ○

領事館企画運営事業 ひたブランド推進課 14,593 一般会計 現年 ○

領事館管理運営事業 ひたブランド推進課 10,428 一般会計 現年

農業振興費（農産物流通対策室）（政策的経費） 農業振興課 1,658 一般会計 現年

農業振興費(一般分)(農産物流通対策室) ひたブランド推進課 71 一般会計 現年

農地及び農業用施設小災害復旧事業補助金 農業振興課 95,081 一般会計 現年 ○

農地及び農業用施設災害復旧事業 農業振興課 418,677 一般会計 現年 ○

農業災害関連委託事業 農業振興課 560 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり

⑦災害復旧

⑥ひたブランドの確立と展開

（１）農業・水産業の振興
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

H19 H21

H19 H21

12 0

（年　度）

H19 H21

H19 H21

1.0 1.0

15.0 22.1 25

Ｈ28

0.00%

Ｈ28

H19 H21

1,196 1,273

6.72 21

800

Ｈ28

ha/年広葉樹の植栽面積

31

H23

100.00%

Ｈ23 Ｈ28

31 34

H19

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

林

業

の

新

た

な

展

開

作業道の開設延長

林

業

経

営

の

集

約

化

④

③

長期育成循環林の面積

①

万㎥/年 31.0

木

材

需

要

の

拡

大

製材品出荷量

H19 H21

579 597.5

特用林産物施設導入助成団体数

H23

H23 Ｈ28

670

②

市民植樹祭の開催

間伐面積

林

業

基

盤

の

整

備

モデル林の整備箇所数

-5.3

624.9

0

ha/年

18

ha/年

ｋｍ

2

Ｈ23

24年度

進捗率

3

計画目標

（年度）

20

58.06%

0.00%

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

Ｈ28

計画以前の数値

3

60

団体

25

1

箇所

H23

H23

640

22.6

22.6

％

H23

624.9

H19 H21

2 3

H21

30.6 30.1

0.00%

-21.00%

Ｈ28

66.67%

Ｈ28

180.47%

施策の概要

　森林の有する公益的機能の発揮、林業の持続的かつ健全な発展の観点から、森林の適正な整備及び保全を図るとともに、施業の集約化による低コスト化、間伐促進、長期育成

循環林の誘導や林業担い手の確保、生産基盤である林道網の整備を行う。また、生産、加工、流通システムの一体的な合理化により低コスト安定供給体制、木造住宅の建設促

進・公共施設等の木質化や乾燥材の需要促進、日田杉のブランド化による需要拡大及び椎茸などの特用林産物の生産向上、有害鳥獣による被害防止対策,に努める。

総

合

計

画

個性を生かした産業振興によるまちづくり

林業林業林業林業のののの振興振興振興振興

農林振興部

林業振興課

主要

Ｈ24

（年度）施策

現況

単位 Ｈ25

開催

1,155

指　標　名

乾燥材率

1.0

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 3
体

系
320320320320

関　係

部課名
施策名
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単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

主要

指　標　名

現況

⑤

計画以前の数値 計画目標 24年度

施策 （年度） （年　度） （年度） 進捗率

有

害

鳥

獣

被

害

防

止

対

策

の

推

進

⑥

路網等の早期復旧（復旧率）

0

％ 6.07

平

成

2

4

年

7

月

九

州

北

部

豪

雨

災

害

等

の

復

旧

Ｈ23
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【今後の施策展開の課題や方向性】

（年　度）

H19 H21

7.0 6.8

作業道の舗装実績

①

主要

施策

指　標　名

従前値

（年度）

単位

有害鳥獣による農林産物の被害額

Ｈ19～H24の平均で

目標は.6.8ｋｍに設定

H28目標値算出根拠

36,185千円×0.7

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

そ

の

他

の

指

標

林

業

基

盤

整

備

⑤

有

害

鳥

獣

被

害

防

止

対

策

の

推

進

備考

25,300

33,298

千円 36,185

Ｈ23

課題や改善事項、

方向性

今後も以下の4項目を鳥獣被害防止対策の4本柱として総合的な対策を講じ、被害の軽減を図る。

　・「集落環境対策」～イノシシやシカ等と戦う集落づくり～

　・「予防対策」～防護柵で侵入を物理的に防ぐ～

　・「捕獲対策」～加害鳥獣の個体数を減らす～

　・「獣肉利活用対策」～捕獲した獣肉の有効活用を図る～

・素材価格の長期低迷から、林業従事者の減少や高齢化などにより、森林の適正な管理が危惧されていることから、｢林業後継者の育成・確保｣や路網整備等

による｢林業の採算性の向上｣が重要である。また、森林の持つ公益的機能について下流域の住民、自治体、企業などと交流を図り、理解と協力を求めていく。

・市有林については、モデル林として活用し、作業道等の開設困難な区域には、広葉樹の在来種を植栽し、自然林に移行していく。さらに、超長伐期施業により

文化財の森を推進していく。

・日田材需要拡大緊急対策事業では、これまで主に市内を中心に実施されてきたが、今後は市外・県外など、広域的な需要拡大を図る。

6.7

Ｈ23

km

Ｈ28

計画以前の数値

7.0
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

木質バイオマス資源利用促進事業 林業振興課 5,250 一般会計 現年 ○

柿ノ谷地区森林づくり事業 林業振興課 5,343 一般会計 現年 ○

林業総務費（森林保全課） 林業振興課 502 一般会計 現年

林業総務費（林業・木材産業振興課） 林業振興課 522 一般会計 現年

林業振興費（森林保全課） 林業振興課 751 一般会計 現年

林業振興費（林業・木材産業振興課） 林業振興課 3,964 一般会計 現年

市有林水源林整備事業 林業振興課 5,702 一般会計 現年 ○

市有林維持管理事業 林業振興課 8,316 一般会計 現年 ○

竹林等再生事業 林業振興課 4,769 一般会計 現年 ○

林道作業道補修用原材料支給事業 林業振興課 35,994 一般会計 現年 ○

林道維持補修事業（投資的経費） 林業振興課 4,982 一般会計 現年 ○

治山林道事業（負担金） 林業振興課 342 一般会計 現年 ○

立木災害予防事業 林業振興課 1,648 一般会計 現年 ○

広域基幹林道曽家中西線用地測量事業 林業振興課 3,991 一般会計 現年 ○

広域基幹林道岳滅鬼線用地測量事業 林業振興課 42 一般会計 現年 ○

森林整備総合対策事業 林業振興課 129,736 一般会計 現年 ○

森林整備地域活動支援交付金事業 林業振興課 85,032 一般会計 現年

林道維持補修事業（政策的経費） 林業振興課 1,966 一般会計 現年

市道編入用地測量事業 林業振興課 2,353 一般会計 現年 ○

豊かな森づくり担い手育成事業 林業振興課 16,032 一般会計 現年

作業班員雇用安定推進事業 林業振興課 2,314 一般会計 現年

林業研修支援事業 林業振興課 395 一般会計 現年

しいたけ生産後継者育成事業 林業振興課 1,322 一般会計 現年 ○

しいたけ生産活性化総合対策事業 林業振興課 4,946 一般会計 現年 ○

優良竹林化整備事業 林業振興課 2,495 一般会計 現年 ○

日田材需要拡大緊急対策事業 林業振興課 84,334 一般会計 現年 ○

日田材需要拡大促進事業 林業振興課 3,552 一般会計 現年 ○

担当課

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

（２）林業の振興

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり

②林業基盤の整備

③林業経営の集約化

①林業の新たな展開

○

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 会計区分 予算種別

④木材需要の拡大
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鳥獣被害防止緊急対策事業（市単独事業） 林業振興課 60,062 一般会計 現年 ○

有害鳥獣被害防止対策事業 林業振興課 4,347 一般会計 現年 ○

有害鳥獣捕獲事業 林業振興課 13,742 一般会計 現年 ○

有害鳥獣捕獲活動支援事業 林業振興課 1,914 一般会計 現年 ○

鳥獣保護及び狩猟に関する事務事業 林業振興課 508 一般会計 現年

獣肉処理施設整備事業 ひたブランド推進課 2,719 一般会計 現年

⑥災害復旧 林地及び林業用施設災害復旧事業 林業振興課 141,180 一般会計 現年 ○

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

⑤有害鳥獣被害防止対策の推進

（２）林業の振興

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

施策名

施策の概要

地

場

産

業

の

活

性

化

H22

9,523,239

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 3
体

系
330330330330

関　係

部課名

Ｈ24

・商店主の意識改革や自助努力による独自性を生かしたイベントに積極的な支援を行うとともに、空き店舗対策による集客力の強化を図り、情報化社会に対応す

る基盤整備の推進や融資制度等により、魅力的な店づくりを支援する。

・日田ブランドの構築による経済活性化を図るため、地域資源の把握や分析、市場調査などを多面的に実施し、ブランド化による競争力の向上、商品開発や販路

拡大へ向けた活動を実施する。

・就業環境においては、地場企業の人材確保のための情報提供や企業誘致を積極的に行い、市民の就業機会の確保や若者の定住を図る。

総

合

計

画

H21

0.81 0.47

店舗

万円/年

店舗

単位

（年度）

Ｈ23

-

施策

74

74

指　標　名

現況

①

魅

力

あ

る

商

店

街

の

創

造

②

商店街空き店舗数

78

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度） 進捗率

H28

30.76%

30.76%

65

Ｈ28

9,440,000

（年度）

65

Ｈ28

24年度計画目標

製造品出荷額等

⑤

78

H23

8,942,674

中

心

市

街

地

の

活

性

化

商店街空き店舗数

個性を生かした産業振興によるまちづくり

商工業商工業商工業商工業のののの振興振興振興振興

商工観光部　商工労政課・ひたブランド推進課

・企業立地推進室

66

Ｈ19

66

Ｈ19

68

Ｈ21

68

Ｈ21

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

有効求人倍率

0.64

倍 0.84

H23 Ｈ19 Ｈ21

51



ひ

た

ブ

ラ

ン

ド

の

確

立

と

展

開

H28

企

業

誘

致

の

推

進

H23

⑥

有効求人倍率

0.64

倍 0.84

⑧

53,000

0.47

Ｈ21

41,441

5,000

109.45%

Ｈ28

0.81

Ｈ19

37,268

Ｈ19

2,400

H23

現況

10

2,300

Ｈ23

人/年

人水郷日田ファン倶楽部「水の郷大使」数 3.70%

58,290

労

働

条

件

の

向

上

、

雇

用

安

定

対

策

、

勤

労

者

福

祉

の

充

実

53,258

勤労者総合福祉センター利用者数

Ｈ21

主要

指　標　名

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

誘致企業数

⑦

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率（年　度）

Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値 計画目標

12 40.00%

H23 H19 H21 H28

9 9 15

社
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

天領まちづくり推

進協議会調べ

Ｈ28

計画以前の数値

備考

通行量　休日　（隈地区）

1,272

倒産件数（負債1千万円以上）

H23

H22

日田市中小企業制度融資残高

3,880,366

従前値

通行量　休日　（豆田地区）

7,712

H21

通行量　休日　（駅前商店街から三本松商店街）

8,494

H23

人

（年度）

単位指　標　名

3

22,000大丸・日田展来場者数

25,000

人

人

0

人

件 109

6,961

課題や改善事項、

方向性

・商店街の空き店舗対策であるチャレンジショップ事業により一定の成果はあるものの、2～3年で店を閉めるケースも見られることから、出来るだけ長期出店の

支援を行うため、対象経費を店舗賃借料に限定し、補助対象期間を12ヶ月から24ヶ月に延伸する。

・中小企業の経営基盤の安定化、また、新規開業や設備投資を促進するため、融資制度の充実を図るとともに、企業間や異業種間での協力体制の強化に取

り組んでいく。

・市の施策として実施している地域資源の分析、販路開拓、市場調査等の中には、民間が行なう方が効率的なものもあり、事業の目的や有効性等の視点か

ら、行政と民間との役割を見極める必要がある。その上で民間が行なうべき事業については、市が蓄積してきたノウハウや人脈等を含めて、平成２７年度まで

に設立する予定の地域総合商社に移す。

　加えて、日田市雇用創造協議会が行なう実践型地域雇用創造事業で研修を積んだ人材等を活用することで、地場産業の振興と経済の活性化を目指す。

・新たな企業誘致に向け、本市縁故者からの情報収集や、県関係部署と連携した誘致活動の強化を図るとともに、工場建設に対応できる用地の確保や斡旋、

企業ニーズに応じた条件整備等適切な対応に努める必要がある。

・ウッドコンビナート用地が平成25年11月より市へ移管されることから、その後は、分譲以外に企業の初期投資費用を抑える長期賃貸制度を条例化することで

企業へ貸付けを行い、空き地用地の解消を図っていく。

10,177

H18

1,969

〃

〃

9,033

H16

千円 2,976,489

H23

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

⑧

ひ

た

ブ

ラ

ン

ド

の

確

立

と

展

開

②

中

心

市

街

地

の

活

性

化

③

経

営

基

盤

の

強

化

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

H17

10,055

H20

H21～23特別融資実施

大丸・日田展売上

35,652

千円 26,285

H23

日田市中小企業制度融資実行件数

H23

231

H23

件

3,680,912 4,127,500

H21 H22

1,744

H19

（年　度）

591 314

H21 H22

9 5

H21 H22
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

商工業振興費（政策的経費） 2,159

(日田市商店街連合会補助金) (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 5,605

（日田市商店街等活性化支援事業（チャレンジショップ事業）） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 372

日田たばこ販売協同組合助成金 (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 50,467

（災害復興支援商品券発行特別支援事業補助金） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 2,970

（市商店街等活性化支援事業補助金） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 28,350

（中心市街地街路灯改修整備事業） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 500

（天領日田まちづくり推進協議会補助金） (138,516)

金融対策費（政策的経費） 231

（商店街活性化利子補給事業） (1,005,029)

金融対策費（政策的経費） 3,669

（中小企業振興資金借入助成金事業） (1,005,029)

金融対策費（政策的経費） 251,380

（融資制度　預託金） (1,005,029)

金融対策費（政策的経費） 748,505

（中小企業振興資金特別融資事業 ） (1,005,029)

商工業振興費（政策的経費） 4,000

（商工会議所等補助金（日田商工会議所）） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 7,970

（商工会議所等補助金（日田地区商工会）） (138,516)

金融対策費（政策的経費） 0

（新事業展開支援資金利子補給事業） (1,005,029)

商工業振興費（政策的経費） 10,232

（地方卸売市場体制強化補助金） (1,005,029)

商工業振興費（政策的経費） 3,000

（中小企業振興補助金（中小企業相談所）） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 1,130

（日田市工業連合会補助金） (138,516)

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

（３）商工業の振興

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

①魅力ある商店街の創造

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計区分 予算種別

商工労政課

②中心市街地の活性化

③経営基盤の強化

④中小企業の高度化

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課

商工労政課 一般会計 現年

商工労政課 一般会計 現年 ○

一般会計 現年 ○

○

商工労政課

商工労政課 一般会計 現年

一般会計 現年 ○

現年商工労政課 一般会計

商工労政課
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地場産品販路拡大事業 ひたブランド推進課 20,467 一般会計 現年 ○

商工業振興費（政策的経費） 11,674

(日田玖珠地域産業振興センター事業補助金) (138,516)

労働諸費（政策的経費） 1,366

（日田市建築技能士育成事業） (1,606)

商工業振興費（政策的経費） 3,750

（ふるさと日田大屋台村事業補助金） (138,516)

金融対策費（政策的経費） 1,244

（女性若者起業支援資金利子補給事業） (1,005,029)

商工業振興費（政策的経費） 3,600

（日田家具販路開拓事業補助金（地場産業振興事業）） (138,516)

商工業振興費（政策的経費） 368

小野地区多目的広場土砂除去委託料 (138,516)

商工総務費（経常的経費） 商工労政課 1,122 一般会計 現年

商工業振興費（経常的経費） 商工労政課 769 一般会計 現年

企業誘致事業（経常的経費） 企業立地推進室 1,856 一般会計 現年 ○

企業誘致事業（政策的経費） 企業立地推進室 75,055 一般会計 現年 ○

若年者就業支援事業 商工労政課 6,661 一般会計 現年 ○

日田市勤労者総合福祉センタートレーニング機器更新事業 商工労政課 1,146 一般会計 現年 ○

高年齢者労働能力活用事業 商工労政課 7,100 一般会計 現年 ○

緊急雇用創出事業 商工労政課 62,056 一般会計 現年 ○

労働諸費（政策的経費） 240

（労働者福祉団体補助金） (1,606)

労働諸費 商工労政課 69,257 一般会計 現年

商工業振興費（政策的経費） 2,369

（商品開発等支援事業委託料） (138,516)

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

（３）商工業の振興

３．個性を生かした

　　産業振興によるまちづくり

商工労政課 一般会計 現年 ○

商工労政課 一般会計 現年 ○

○

商工労政課 一般会計 現年 ○

ひたブランド推進課 一般会計 現年

商工労政課 一般会計 現年

商工労政課 一般会計 現年 ○

⑤地場産業の活性化

⑥企業誘致の推進

⑦労働条件の向上、雇用安定対

策、勤労者福祉の充実

○

現年⑧ひたブランドの確立と展開 商工労政課 一般会計

商工労政課 一般会計 現年
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

③

観

光

の

受

皿

づ

く

り

⑤

外

国

人

に

配

慮

し

た

環

境

の

整

備

700,000

H28

50,000

500,000

H28

765,739

Ｈ22

H21

500,000

-23.09%

H23 H28

3,074

164,355

H28

外国人宿泊者数

2,830

H23

22,272

413,773

596,300

観光ホームページアクセス数（カウント法の見直し)

765,739

H23

H23

祭り・イベント入込数

0.00

H23

5,000

-32.07%

26.95%

2,694

H28

-37.27%

200,000

29.22%

人 393,865

H23

人 2,134

人 29,746

観光客宿泊者数

日田ご当地コンダクターの利用者数

H23

24年度

進捗率

H28

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

①

観

光

基

盤

の

整

備

屋形船リニューアル率

146,107

主要

Ｈ24

（年度）施策

件

②

観

光

客

の

誘

致

推

進

162,243

指　標　名

現況

日帰り入浴客数

H21

Ｈ21

14.29

566,500

148,170

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

人

人

単位

H22

-28.74%

173,301

471,819 432,704

H21 H22

683,012

14.29%

100

H28

施策の概要

　観光・交流拠点の特長や景観を生かした基盤整備を行い、地域住民とつくり上げる魅力的な観光地を目指します。また、久大本線沿線自治体等との広域連携や

各種団体、協議会との連携により魅力ある観光地づくりを推進するとともに、福岡都市圏を主要ターゲットにして情報発信や経済交流活動を促進し、地域の活性

化につなげます。

総

合

計

画

個性を生かした産業振興によるまちづくり

観光観光観光観光（（（（交交交交））））のののの振興振興振興振興

商工観光部 観光課

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 3
体

系
340340340340

関　係

部課名
施策名

679,000 546,500

H21 H22

H22

H21 H22

13,876 40,003
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

計画目標（H29）

40

観

光

客

の

誘

致

推

進

②

ガイド・インストラクター数

計画目標（H29）

30

H22

73,384

116,029

10

0 17

1,125

14,757 14,288

H21 H22

H21

H23

17

21

H22

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

従前値

（年度）

H23

主要

施策

屋形船利用者数

13,243

5,098,617

H21

Ｈ26 Ｈ27

H22

Ｈ25

人 11,688

屋形船出船数

1,008

艘 948

H23

天ヶ瀬温泉観光客宿泊者数

163,757

人 159,022

H23

1,162

77,718

H21

H21

86,902

計画目標（H29）

12,000

計画目標（H29）

40

備考

計画目標（H29）

90,000

計画目標（H29）

200,000

計画目標（H29）

1,600

計画目標（H29）

22,000

課題や改善事項、

方向性

・水郷ひたの更なる魅力づくりに努めるとともに、観光誘客活動や情報の受発信への取り組みにより、観光客の入込増を目指す必要がある。

・また、訪れた観光客がリピーターとなるための受入環境の整備やおもてなし力の向上、地域の特色を活かした着地型観光の充実を図る必要がある。

・今後は、日田市観光振興基本計画に掲げる目標の達成と合わせて、魅力ある観光地域づくりや観光入込客の増加を図るため、そのリーディングプロジェクト

　である「観光マーケティング」（緊急雇用「日田市観光マーケティング調査」委託事業）、「日田市型コンベンション誘致」（コンベンション誘致促進事業）、「地域

　資源を活かした観光交流」（広域観光連携事業）に積極的に取り組んでいく。

日田温泉観光客宿泊者数

74,637

5,800,387

観光総入込客数

4,720,000

H23

単位 Ｈ24

人

H23

人 4,419,323

72,512

体験交流プログラム数

H23

人 17

H23

件 18

14

コンベンション誘致数

人 8,415コンベンション宿泊者数

1,973

H23

8

件

Ｈ28

計画以前の数値

計画目標（H29）

5,000,000

1,434

H21 H22

（年　度）

10

H21 H22

H22

H21 H22

H21 H22

6 7

1,473
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

観光費（政策的経費） 16,824

（屋形船修復補助事業） (74,309)

日田市観光振興基本計画策定事業 観光課 7,130 一般会計 現年

日田観光体制強化事業 観光課 2,600 一般会計 現年

観光基盤整備事業 観光課 63,897 一般会計 現年

奥日田フィッシングパーク整備事業 観光課 17,067 一般会計 現年 ○

花バス運行事業補助金 観光課 2,000 一般会計 現年 ○

商工総務費（観光課分） 観光課 694 一般会計 現年

天領資料館管理事業 観光課 3,896 一般会計 現年

祇園山鉾会館管理事業 観光課 7,995 一般会計 現年

港町駐車場整備事業 観光課 1,623 一般会計 現年

鳥宿山散策道整備事業 観光課 28,350 一般会計 現年

鵜飼文化保存継承事業 観光課 147 一般会計 現年

椿ヶ鼻ハイランドパーク管理事業 観光課 6,038 一般会計 現年

道の駅管理事業 観光課 904 一般会計 現年

小竹庵管理事業 観光課 132 一般会計 現年

風力発電事業 観光課 4,646 一般会計 現年

天の国プラザ管理事業 観光課 4,979 一般会計 現年

観光費（経常費分） 観光課 8,293 一般会計 現年

小野民芸村管理費 観光課 3,492 一般会計 現年

市有施設整備基金管理費 観光課 90,455 一般会計 現年

観光案内所管理事業 観光課 5,306 一般会計 現年

観光案内所管理事業（観光案内所改修事業） 観光課 1,510 一般会計 現年

豊後・大山ひびきの郷宿泊施設整備事業 観光課 2,713 一般会計 現年

豊後・大山ひびきの郷宿泊施設整備事業 観光課 24,799 一般会計 繰越

三隈川周辺ライトアップ計画 都市整備課 7,647 一般会計 現年 ○

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（４）観光の振興

３．個性を生かした産業

    振興によるまちづくり

（単位：千円）

○

事務事業評価

観光課 一般会計 現年

会計区分 予算種別担当課

①観光基盤の整備

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)
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コンベンション誘致事業 観光課 3,619 一般会計 現年 ○

旅行商品造成事業 観光課 12,650 一般会計 現年 ○

観光宣伝特別事業 観光課 28,982 一般会計 現年 ○

観光費（政策的経費） 42,400

日田まつり振興事業（日田まつり振興会補助金） (74,309)

10,085

(74,309)

観光費（政策的経費） 5,000

(２1あまがせ花のまちづくり推進委員会補助金) (74,309)

観光ツーリズム推進事業 観光課 2,233 一般会計 現年 ○

道の駅せせらぎ郷かみつえ活性化対策事業 観光課 331 一般会計 現年

④広域観光の推進 一般会計 現年

⑤外国人に配慮した環境整備 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

○

（４）観光の振興

３．個性を生かした産業

    振興によるまちづくり

○

一般会計 現年

③観光の受皿づくり

観光課 一般会計 現年

観光課 一般会計 現年

観光費（政策的経費） 観光課

②観光客の誘致促進
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】
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医

療

の

充

実

11,617

H23

H23

H23

保

健

事

業

の

充

実

②

209

健康相談者数

4,616

7,134 6,000

6,500

H28

①

62

H23

特定健康診査受診率

食生活改善推進員会員数

ひた健康運動リーダーの育成者数

30.5

180

12,000

H28

100

H28

Ｈ21

4.67%

9,863 10,796

Ｈ19 Ｈ21

5,712 6,600

人/年 4,704

各種料理教室参加者数

健康教育参加者数 人/年

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

施策

32.4

79

7,228

12,000

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

人

人

人/年

単位

（年度）

Ｈ19

Ｈ19

63

　・「自分の健康は自分でつくる」という意識と自覚を高め、乳幼児から高齢者までの各年代に応じた健康づくりの機会の提供や保健指導、栄養指導の充実を図る

ことにより、疾病の発生を予防し、健康寿命の延伸を図るための自主的な健康づくりを推進するとともに、適切な医療サービスが受けられるよう、救急医療やへき

地医療の整備等、医療の確保・提供体制の充実に努める。

総

合

計

画

健やかに安心して暮らせるまちづくり

保健保健保健保健・・・・医療医療医療医療のののの充実充実充実充実（（（（健康健康健康健康づくりづくりづくりづくり、、、、保健保健保健保健・・・・医療医療医療医療のののの充実充実充実充実））））

福祉保健部　健康保険課

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
410410410410

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

44.74%

6.44%

-93.55%

36.36%

100.00%

60.0

H28

H28

97.0

240

H28Ｈ21

（年　度）

192 199

28.4

Ｈ21

95.4 94.1

Ｈ19

76

Ｈ19 Ｈ21

Ｈ21

Ｈ19 Ｈ21

6,282 5,290
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

2

Ｈ19 Ｈ21

・福岡県ドクターヘリ

・大分県ドクターヘリ

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27指　標　名

従前値

（年度）

単位

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

①

保

健

事

業

の

充

実

②

地

域

医

療

の

充

実

備考

ドクターヘリ運航体制の確立

確立

Ｈ23

へき地の医療施設数

2

施設 2

Ｈ23

- 確立

・東渓診療所

・上津江診療所

2

課題や改善事項、

方向性

・健康診査を毎年受診している人は、約3割に満たないことから、毎年受診するよう意識づけが必要である。また、未受診者の理由を把握し、受診に向けた対策

を講じる必要がある。

・食生活改善推進員会員数については、会員の高齢化に伴い減少傾向である。今後、食生活改善推進員の必要性について周知徹底を図り、育成を強化する

必要がある。

・平成24年度は、ひた健康運動リーダーの養成を行い、７９名となったが、平成25年度は、健康づくり効果検証事業で、ステップ運動リーダー育成（平成25年度

から平成27年度）を行う予定のため、ひた健康運動リーダーの養成は25年度中断する。平成25年度から平成27年度は、ステップ運動リーダーを年間40名、3年

間で120名の育成を図りたい。

・公的医療機関としては2つの診療所があるが、東渓診療所は地理的に市街地に近く、また利用者も減少傾向にあり、診療所事業費の赤字が続いている。病

院経営としての診療所のありかたを検討する必要がある。

・緊急時の医療体制であるドクターヘリ運行は、福岡県ドクターヘリと大分県ドクターヘリの協同運行体制を継続していく。

12.7

H23

％特定保健指導実施率

18.5

Ｈ21

24.7

Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

妊産婦健康診査事業 健康保険課 48,420 一般 現年 ○

子宮頸がん等ワクチン接種事業 健康保険課 61,065 一般 現年 ○

水痘・おたふくワクチン接種事業 健康保険課 14,021 一般 現年 ○

乳幼児健康診査事業 健康保険課 6,228 一般 現年 ○

５歳児発達相談会事業 健康保険課 477 一般 現年 ○

自殺予防対策事業 健康保険課 598 一般 現年 ○

健康診査事業 健康保険課 48,832 一般 現年 ○

不妊治療費補助事業 健康保険課 1,919 一般 現年 ○

高額検診機器購入費補助金 健康保険課 6,910 一般 現年 ○

育児等保健指導事業 健康保険課 242 一般 現年 ○

がん検診推進事業 健康保険課 7,960 一般 現年 ○

国民健康保険事業 健康保険課 (658,636) 一般 現年

後期高齢者医療費 健康保険課 915,048 一般 現年

国保特別会計繰出金（健康づくりウォーキング） 健康保険課 (253) 一般 現年

社会福祉総務費（健康保険課） 健康保険課 736 一般 現年

保健衛生総務費（健康支援係） 健康保険課 3,340 一般 現年

保健衛生総務費（保健医療係） 健康保険課 1,248 一般 現年

保健センター費 健康保険課 2,782 一般 現年

妊産婦・新生児訪問指導事業 健康保険課 709 一般 現年

母子保健相談指導事業 健康保険課 482 一般 現年

健康教育事業 健康保険課 677 一般 現年

健康手帳交付事業 健康保険課 50 一般 現年

健康相談事業 健康保険課 203 一般 現年

訪問指導事業 健康保険課 38 一般 現年

生活習慣病対策事業 健康保険課 514 一般 現年

犬の登録等事務事業 健康保険課 795 一般 現年

予防接種事業 健康保険課 104,499 一般 現年

予防接種事業（政策的経費） 健康保険課 10,803 一般 現年

献血推進事業 健康保険課 108 一般 現年

感染予防対策事業（災害対応） 健康保険課 11,657 一般 現年

一般管理費（国保） 健康保険課 19,489 国保 現年

国保連合会負担金 健康保険課 3,170 国保 現年

賦課徴収費 健康保険課 15,858 国保 現年

運営協議会費 健康保険課 238 国保 現年

一般被保険者療養給付費 健康保険課 4,684,897 国保 現年

退職被保険者等療養給付費 健康保険課 452,278 国保 現年

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計種別 予算区分

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

①保健事業の充実（1）保健医療の充実

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり
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一般被保険者療養費 健康保険課 38,044 国保 現年

退職被保険者等療養費 健康保険課 3,812 国保 現年

審査支払手数料 健康保険課 17,497 国保 現年

一般被保険者高額療養費 健康保険課 642,505 国保 現年

退職被保険者等高額療養費 健康保険課 72,265 国保 現年

一般被保険者高額介護合算療養費 健康保険課 200 国保 現年

退職被保険者等高額介護合算療養費 健康保険課 11 国保 現年

出産育児一時金 健康保険課 39,636 国保 現年

出産育児一時金支払手数料 健康保険課 20 国保 現年

葬祭費 健康保険課 5,040 国保 現年

後期高齢者支援金 健康保険課 1,046,271 国保 現年

後期高齢者関係事務費拠出金 健康保険課 82 国保 現年

前期高齢者納付金 健康保険課 976 国保 現年

前期高齢者関係事務費拠出金 健康保険課 80 国保 現年

老人保健事務費拠出金 健康保険課 55 国保 現年

介護納付金 健康保険課 500,777 国保 現年

高額医療費共同事業医療費拠出金 健康保険課 196,733 国保 現年

保健財政共同安定化事業拠出金 健康保険課 908,987 国保 現年

保健事業費 健康保険課 67,958 国保 現年

はり・きゅう施術給付費 健康保険課 4,149 国保 現年

特定健康診査等事業 健康保険課 36,007 国保 現年

国民健康保険準備基金積立金 健康保険課 321 国保 現年

一時借入金利子 健康保険課 89 国保 現年

一般被保険者保健税還付金 健康保険課 6,950 国保 現年

国庫支出金返還金 健康保険課 153,870 国保 現年

一般管理費 健康保険課 7,823 後期高齢 現年

徴収費 健康保険課 2,380 後期高齢 現年

後期高齢者医療広域連合負担金 健康保険課 806,967 後期高齢 現年

葬祭費 健康保険課 10,920 後期高齢 現年

はり・きゅう等施術給付費 健康保険課 3,510 後期高齢 現年

保険料還付金 健康保険課 1,890 後期高齢 現年

特別対策補助金返還金 健康保険課 87 後期高齢 現年

介護予防普及啓発事業 長寿福祉課 714 介護 現年 ○

地域介護予防活動支援事業 長寿福祉課 202 介護 現年 ○

①保健事業の充実（1）保健医療の充実

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり
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ドクターヘリ派遣要請事業 健康保険課 4,059 一般 現年 ○

おおいた地域医療支援システム構築事業 健康保険課 3,375 一般 現年 ○

診療所事業特別会計繰出金 健康保険課 (50,152) 一般 現年

在宅当番医制委託事業 健康保険課 3,777 一般 現年

共同利用型病院運営事業 健康保険課 31,223 一般 現年

一般管理費（天瀬） 健康保険課 44,818 診療所 現年

一般管理費（上津江） 健康保険課 60,403 診療所 現年

研究研修費（天瀬） 健康保険課 130 診療所 現年

研究研修費（上津江） 健康保険課 82 診療所 現年

医業費（天瀬） 健康保険課 25,045 診療所 現年

医業費（上津江） 健康保険課 40,725 診療所 現年

公債費（元金）（上津江） 健康保険課 1,769 診療所 現年

公債費（利子）（上津江） 健康保険課 196 診療所 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

②地域医療の充実（1）保健医療の充実

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

総
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計

画

に
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②

福
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活
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の

促

進

自
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的

な

福

祉

活

動

の

促

進

H23 H28

組 2,993

健やかに安心して暮らせるまちづくり

介護介護介護介護・・・・福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実（（（（地域福祉地域福祉地域福祉地域福祉のののの推進推進推進推進））））

福祉保健部　社会福祉課

③

地域で支え合うネットワーク数

2,888

①

福

祉

人

材

(

団

体

)

の

育

成

、

確

保

福祉活動を行うボランティア団体数

31

H23

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

単位指　標　名

現況

（年度）

団体 28

3,000

93.75%

-75.00%

35

H28

施策の概要

・障がいの有無や年齢に関係なく社会参加ができ、安心して暮らせる地域福祉の創造をしていくためには、地域に関わるすべての個人・団体の積極的な参加と協

働による福祉社会を形成することが重要となる。そのため、周辺部の福祉施設とのネットワークの整備、また自治会や小学校区等の地域で支え合い、ネットワーク

活動の充実を図る。さらに、地域住民をはじめ市民ボランティア等の育成と参加による、住み慣れた地域で暮らしを支える環境づくりを推進する。

総

合

計

画

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
421421421421

関　係

部課名
施策名

主要

Ｈ24

施策
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Ｈ23

- 出席

⑤

情

報

提

供

と

相

談

機

能

の

充

実

民生委員児童委員会協議会の地区会長会議への出席

出席

24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率（年　度）

Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値 計画目標

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

主要

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

④

活

動

拠

点

や

居

場

所

の

確

保

地

域

福

祉

計

画

の

策

定

-

第２期日田市地域福祉計画の策定

⑥ 計画策定

H27
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

802

175

⑤

子育てサロンの実施回数

220

回

情

報

提

供

と

相

談

機

能

の

充

実
H23

相談支援センター相談件数

(地域包括支援センターブランチ)

895

件

H23

374

④

ミニデイサービスの実施回数

282

回

活

動

拠

点

や

居

場

所

の

確

保

H23

福祉委員数

575

人 577

H23

①

福

祉

人

材

(

団

体

)

の

育

成

、

確

保

主要

施策

指　標　名

従前値

（年度） （年　度）

6

課題や改善事項、

方向性

・行政、民生委員児童委員、日田市社会福祉協議会等がより一層の連携を図ることで、情報の共有化や相談の充実に努めるとともに、地域での支え合いの充

実させ、地域福祉の推進を図る必要がある。

手話奉仕員養成基礎課程修了者数

H23

4

H23

人

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

点字一般講座修了者数

5

人

Ｈ27

11

Ｈ28

計画以前の数値

備考

そ

の

他

の

指

標
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①福祉人材（団体）の育成

②福祉活動への住民参加の促進 国保特会繰出金（市民健康福祉まつり） 社会福祉課 (511) 一般会計 現年

社会福祉総務費（政策的経費） 908

(日田市遺族会連合会補助金) (942)

34

(942)

総合保健福祉センター管理事業 社会福祉課 22,495 一般会計 現年

天瀬総合福祉センター管理事業 社会福祉課 5,143 一般会計 現年

大山総合福祉センター管理事業 社会福祉課 5,144 一般会計 現年

社会福祉総務費 22,159

（日田市民生委員児童委員協議会補助事業） (66,346)

社会福祉総務費 43,355

（日田市社会福祉協議会補助事業） (66,346)

832

(66,346)

⑥地域福祉計画の策定

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

現年 ○

○

③自主的な福祉活動の推進

健康保険課 一般会計 現年社会福祉総務費（政策的経費）

一般会計

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 予算区分

社会福祉課

⑤情報提供と相談機能の充実

社会福祉総務費（社会福祉課）

④活動拠点や居場所の確保

社会福祉課 一般会計

社会福祉課 一般会計 現年

現年

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

○一般会計 現年

（２）介護・福祉の充実

（地域福祉の充実）

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

会計種別担当課

健康保険課
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

（年　度）

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
422422422422

関　係

部課名
施策名

93.50%

4,467

H28

施策の概要

　子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことができるような教育環境や生活環境の整備を推進するとともに、仕事と子育ての両立の支援や子どもが安心して生活

できる環境づくりに努めるとともに、子育てネットワークの形成を図り、子ども・親・地域が共に育ちあう社会を目指した「次世代育成」のための総合的施策を推進す

る。

総

合

計

画

健やかに安心して暮らせるまちづくり

介護介護介護介護・・・・福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実（（（（子育子育子育子育てててて支援体制支援体制支援体制支援体制、、、、ひとりひとりひとりひとり親福祉親福祉親福祉親福祉のののの充実充実充実充実））））

福祉保健部　こども未来室

教育委員会　社会教育課

0.00%

33.33%

H28

施策

指　標　名

現況主要

単位

（年度）

人/年

①

4,429

（年度）

H28

6

16

H28

24年度

進捗率

18

H23

-

100.00%16箇所

助成

箇所 16

地

域

の

お

け

る

子

育

て

支

援

の

充

実

②

一時預かり事業による年間利用人員

3,882

H23

H23

地域子育て支援センター（センター型・ひろば型）の設置

4

延長保育促進事業の推進

児

童

の

健

全

育

成

16

H23

15

放課後児童クラブの設置

③

保

育

機

能

の

充

実

④

箇所 4

計画目標計画以前の数値

Ｈ28Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

子

育

て

家

庭

等

の

経

済

的

基

盤

の

整

備

乳幼児等の医療費助成

助成

-

保育料軽減

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

（年　度）

備考

1

Ｈ22

Ｈ28

計画以前の数値

1

Ｈ21

1

箇所

H23

指　標　名

従前値

ファミリーサポートセンター事業

1

課題や改善事項、

方向性

・すべての子どもが幸せに育つことを応援するため、地域における子育て支援事業や施設の整備について、平成21年度に策定した「ひたし子ども育成支援行

動計画」（後期計画）（平成22年度から平成26年度までの5年間）に基づき、施策の展開を引き続き図っていくとともに、平成27年4月に施行が予定されている新

たな『子ども・子育て支援新制度』による、質の高い幼児期の学校教育、保育を総合的な提供できる仕組みの創設などの施行準備を進めていく。

・放課後や週末等に子どもたちが安全・安心して活動できる拠点を継続して確保することは、今後も必要であり、そのため教育委員会と福祉部局が連携し情報

交換等を行うとともに、地域の実情やニーズに応じた放課後対策事業の実施を進めていく。

通常保育事業

H23

1,718

4 4

Ｈ21 Ｈ22

1,666 1,723

Ｈ21 Ｈ22

Ｈ21

Ｈ26 Ｈ27

人

1

1,737

4

箇所 1

H23

休日保育事業

4

病児・病後児保育事業

1

H23

（年度）

単位 Ｈ24 Ｈ25

1

箇所

Ｈ22

そ

の

他

の

指

標

放課後子ども教室

主要

施策

①

地

域

に

お

け

る

子

育

て

支

援

事

業

②

保

育

機

能

の

充

実

箇所 8

④

児

童

の

健

全

育

成

7

H23 Ｈ19 Ｈ21

37
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

一時預かり事業 こども未来室 10,420 一般 現年 ○

認定こども園運営費補助事業 こども未来室 23,304 一般 現年 ○

認定こども園等にこにこ保育支援事業 こども未来室 13,090 一般 現年 ○

ファミリー・サポート・センター事業 こども未来室 444 一般 現年 ○

チャイルドプラザ事業 こども未来室 5,364 一般 現年 ○

幼稚園預かり保育助成事業 こども未来室 367 一般 現年 ○

児童福祉総務費（経常的経費） こども未来室 7,380 一般 現年

家庭児童相談室運営事業（経常的経費） こども未来室 3,927 一般 現年

保育園地域活動事業 こども未来室 2,801 一般 現年

要保護児童対策事業 こども未来室 98 一般 現年

私立保育園費 こども未来室 1,226,623 一般 現年 ○

公立保育園民間委託事業 こども未来室 397,708 一般 現年 ○

休日保育事業 こども未来室 6,004 一般 現年

延長保育促進事業 こども未来室 67,449 一般 現年

障害児保育事業 こども未来室 5,220 一般 現年 ○

保育料徴収委託事業 こども未来室 2,427 一般 現年 ○

民間保育園連盟交付金事業 こども未来室 340 一般 現年 ○

公立保育園運営費（経常的経費） こども未来室 48,522 一般 現年

社会福祉法人施設整備費補助事業 こども未来室 43,833 一般 現年

社会福祉法人施設整備費補助事業 こども未来室 94,020 一般 繰越

子ども手当給付事業（事務費） こども未来室 4,821 一般 現年

子ども手当給付事業 こども未来室 1,180,635 一般 現年

児童扶養手当事業 こども未来室 366,729 一般 現年

ひとり親家庭等医療費助成事業（義務的経費） こども未来室 36,182 一般 現年

高等職業訓練促進事業 こども未来室 22,890 一般 現年

子ども医療費助成事業 こども未来室 171,558 一般 現年

幼稚園就園奨励事業 こども未来室 91,180 一般 現年

母子寡婦福祉会補助金交付事業 こども未来室 600 一般 現年

私立幼稚園教育研修推進事業 こども未来室 140 一般 現年

母子福祉費（経常的経費） こども未来室 72 一般 現年

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（２）介護・福祉の充実

（子育て支援体制、ひとり親

福祉の充実）

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

（単位：千円）

③子育て家庭等の経済基盤の支援

②保育機能の充実

①地域における子育て支援の充実

担当課 事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 会計種別 予算区分
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放課後児童健全育成事業 こども未来室 72,936 一般 現年 ○

児童健全育成対策事業（母親クラブ） こども未来室 120 一般 現年

児童館運営事業 こども未来室 16,934 一般 現年

放課後児童健全育成事業（クラブ室建設） こども未来室 13,451 一般 現年 ○

放課後児童健全育成事業（クラブ室建設） こども未来室 20,693 一般 繰越 ○

埋蔵文化財発掘調査事業（クラブ室建設） こども未来室 1,571 一般 現年 ○

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

（２）介護・福祉の充実

（子育て支援体制、ひとり親

福祉の充実）

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

④児童の健全育成
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

施策

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
423423423423

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要 障がいのある人もない人も共に暮らすノーマライゼーション社会の実現に向けて各種サービスの充実を図ると共に相談支援体制の構築を目指す。

総

合

計

画

93.14%

0.00%

220

H26

24

106.45%

11

154.55%

97.35%

H26

169

14

16

16

指　標　名

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

現況

（年度）

単位

（年　度）

24年度

進捗率

H26

151

H26

136

計画目標

（年度）

H23

人/年 53

142

人

人/年

共同生活援助・ 共同生活介護の支給決定者数

訪問系サービス(居宅介護・行動援護・同行援護)の支給決定者数

施設入所支援の支給決定者数

75.00%

H23

147

H23

47

75.00%

100.00%

人/年 66 54.84%

H26

H26

167

H26

16

H26

80

H26

55

15

H23

H23

16

人/年

人/年

人/年

人/年

人/年

213

151

11

①

136

H23

生活介護の支給決定者数

就労移行支援の支給決定者数

就労継続支援（A型・B型)の支給決定者数

118

1

H23

短期入所の支給決定者数

療養介護の支給決定者数

H23

障がい児通所支援の支給決定者数

49

H23

125

健やかに安心して暮らせるまちづくり

介護介護介護介護・・・・福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実（（（（障障障障がいがいがいがい者者者者（（（（児児児児））））福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実））））

福祉保健部　社会福祉課

自立訓練の支給決定者数

5

人/年 4 -16.67%

H23 H26

障

が

い

者

(

児

)

の

自

立

と

社

会

参

加

の

促

進

②

障

が

い

保

健

福

祉

サ

ー

ビ

ス

の

充

実
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

③

障

が

い

者

(

児

)

の

相

談

支

援

事

業

の

充

実

計画目標 24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27指　標　名 Ｈ24

（年　度）

Ｈ28

計画以前の数値

Ｈ28

計画以前の数値

現況

単位

課題や改善事項、

方向性

・平成24年度においては、旧法体系から新法体系への移行があったことから生活介護の対象者数が増加している。

・平成24年度においては、グループホームの開所があったことからグループホームケアホームについては、計画どおりに推移している。

・平成25年4月1日より、障害者総合支援法が施行されたため国の動向を見守る必要がある。

備考Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

（年　度）

主要

施策

従前値

（年度）

単位 Ｈ24

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

主要
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

日田市地域生活支援事業 社会福祉課 74,077 一般 現年 ○

障害者雇用促進推進事業 社会福祉課 4,498 一般 現年 ○

精神保健福祉総務費（政策的経費） 90

（精神障害者家族会補助金） (2,290)

2,200

(2,290)

精神保健福祉総務費 社会福祉課 71 一般 現年

在宅重度障害者住宅改造助成事業 社会福祉課 455 一般 現年 ○

知的障害者福祉費（日田市手をつなぐ育成金補助金） 社会福祉課 90 一般 現年 ○

身体者障害者福祉費（日田市身体障害者福祉協議会補助金） 社会福祉課 351 一般 現年 ○

重度障害者福祉手当給付事業（義務的経費） 社会福祉課 29,134 一般 現年

重度障害者福祉手当給付事業 社会福祉課 53 一般 現年

重度心身障害者医療費給付事業（義務的経費） 社会福祉課 152,205 一般 現年

補装具給付事業 社会福祉課 20,476 一般 現年

高額福祉サービス給付事業 社会福祉課 210 一般 現年

障害者自立支援医療給付事業（義務的経費） 社会福祉課 81,223 一般 現年

特別児童扶養手当（事務費） 社会福祉課 37 一般 現年

生活介護給付事業 社会福祉課 426,554 一般 現年

施設入所給付事業 社会福祉課 192,003 一般 現年

短期入所給付事業 社会福祉課 10,211 一般 現年

共同生活介護給付事業 社会福祉課 15,873 一般 現年

障害者自立支援医療給付事業 社会福祉課 223 一般 現年

障害者自立支援法円滑法施行特別対策事業 社会福祉課 26,086 一般 現年

旧法施設支援給付事業 社会福祉課 22,863 一般 現年

特例介護給付事業 社会福祉課 2,627 一般 現年

療養介護給付事業 社会福祉課 55,047 一般 現年

ストーマ用装具助成事業 社会福祉課 1,056 一般 現年

自立支援（生活訓練）給付事業 社会福祉課 3,696 一般 現年

自立支援（機能訓練）給付事業 社会福祉課 2,380 一般 現年

共同生活援助給付事業 社会福祉課 43,147 一般 現年

就労移行支援給付事業 社会福祉課 32,099 一般 現年

就労継続支援（Ａ型）給付事業 社会福祉課 17,040 一般 現年

○

①障がい者の自立と社会参加の促進

社会福祉課

一般 現年社会福祉課

一般 現年

（２）介護・福祉の充実

（障がい者（児）福祉の充実）

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

精神保健福祉総務費（政策的経費）

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計種別 予算区分
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就労継続支援（Ｂ型）給付事業 社会福祉課 191,417 一般 現年

難病患者等日常生活用具給付事業 社会福祉課 70 一般 現年

身体障害者福祉費 社会福祉課 563 一般 現年

知的障害者福祉費 社会福祉課 110 一般 現年

社会福祉総務費（障害福祉分） 社会福祉課 2,497 一般 現年

障害児療育事業 社会福祉課 3,433 一般 現年 ○

重度訪問介護給付事業 社会福祉課 13,154 一般 現年

障害程度区分認定審査会設置事業 社会福祉課 1,713 一般 現年

行動援護給付事業 社会福祉課 3,089 一般 現年

児童デイサービス給付事業 社会福祉課 46,749 一般 現年

居宅介護給付事業 社会福祉課 84,267 一般 現年

同行援護給付事業 社会福祉課 3,223 一般 現年

③障がい者の相談支援事業の充実 サービス利用計画作成事業 社会福祉課 144 一般 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

②障がい保健福祉サービスの充実

①障がい者の自立と社会参加の促進

（２）介護・福祉の充実

（障がい者（児）福祉の充

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづく
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

③

高

齢

者

の

生

活

支

援

及

び

介

護

予

防

の

推

進

高

齢

者

の

保

健

福

祉

を

支

え

る

社

会

的

基

盤

の

確

立

②

- 実施

①

高

齢

者

の

健

康

づ

く

り

と

積

極

的

な

社

会

参

加

老人クラブ連合会への助成

健やかに安心して暮らせるまちづくり

介護介護介護介護・・・・福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実（（（（高齢者福祉高齢者福祉高齢者福祉高齢者福祉のののの充実充実充実充実））））

福祉保健部　長寿福祉課

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

指　標　名

現況

Ｈ24

グランドゴルフ大会等の開催 - 開催

単位

（年度）施策

主要

施策の概要

・高齢者が、地域の中で健康で生きがいを持ち、自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される仕組みである

地域包括ケアシステムの実現に向けた取り組みを進める。

総

合

計

画

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
424424424424

関　係

部課名
施策名

77



Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28単位

施策 （年度）

24年度

（年度） 進捗率（年　度）

計画以前の数値 計画目標

Ｈ24

100

H28

特定施設入居者生活介護施設 定員数

71

床 100

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

主要

指　標　名

現況

介

護

サ

ー

ビ

ス

の

質

の

向

上

と

介

護

サ

ー

ビ

ス

基

盤

の

整

備

63

H23

365

認

知

症

高

齢

者

支

援

対

策

の

推

進

⑤

特別養護老人ホーム 定員数

④

365

114.29%

72

H28

72認知症対応型共同生活介護(グループホーム) 定員数

床

床

H23

H23

0.00%

H28

414

100.00%
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

人 6,381

13回

（年　度）

高齢者住宅改造助成事業の助成件数

8

高齢者の生きがい農園利用者数

88

人/年 86

H23

件 5

高

齢

者

の

生

活

支

援

及

び

介

護

予

防

の

推

進

福祉バスの運行（利用人数）

6,964

H23

H23

家族介護教室の開催回数

27

H23

福祉避難所の指定箇所

14

320

箇所 28

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

①

高

齢

者

の

健

康

づ

く

り

と

積

極

的

な

社

会

参

加

④

認

知

症

高

齢

者

支

援

対

策

の

推

進

②

高

齢

者

の

保

健

福

祉

を

支

え

る

社

会

的

基

盤

の

確

立

③

備考

団体 124

H23

校 4

4

台 8

H23

4

老人クラブへの助成団体数

126

徘徊高齢者捜索システム

すずめの学校（予防事業）新規開校数

H23

H23

11,944

341

指　標　名

従前値

（年度）

140

H23

回

日田市老人クラブ連合会主催の活動への参加者数

12,399

人/年

H23

人/年

寸劇（普及啓発）開催回数

7

回 9

450

105

老人福祉センターでの文化・スポーツ教室への参加者数

健康相談の回数

419

回

H23

健康教室の開催数

H23

Ｈ28

計画以前の数値

H23
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【今後の施策展開の課題や方向性】

課題や改善事項、

方向性

①

・健康教室及び健康相談については、地域間のバランスを図りながら、内容や回数等の調整を行っていきたい。

・老人クラブ数や会員数の減少を防ぐために、高齢者のニーズに合った活動や加入促進の取り組みが必要である。

②

・平成２４年度に災害時要援護者台帳とGＩS(地図情報)を統合し、要援護者支援システムを構築した。これにより、要援護者の住所・氏名を入力すると、同時に

地図上に要援護者の自宅が表示されたり、地図上で範囲を指定するとその範囲内の要援護者がリストアップできるようになった。今後は、追加登録により台帳

整備を行いながら、関係機関への情報提供等も含め、要援護者台帳のより有効な活用方法について検討する必要がある。また、福祉避難所は、平成２４年度

に新たに１４施設と協定を締結し、現在２８施設と災害時における施設使用の協定を締結し、支援体制の確立に努めている。今後、福祉施設が満床となるケー

スを想定し、二次的避難所として、旅館やホテルとの協定締結も考えていく必要がある。

・平成２４年度に日田市医師会が在宅医療連携拠点事業に取り組み、医療・介護の関係機関との連携を密にした地域ネットワーク体制の構築や、地域住民に

対し、切れ目のない医療・介護のサービス提供実現に向けた取り組みを行っている。今後も、国の補助を受けながら、日田市医師会の協力を得て、地域包括シ

ステムの実現に向けた取り組みが必要である。

・平成２４年度に、日田市高齢者地域見守りネットワーク会議を立ち上げたが、今後、各地域包括支援センターが中心となり、具体的な見守りワットワークの活

動に取り組んでいく必要がある。

③高齢者の地域生活を支えるため、緊急通報装置の貸与や生活援助員の派遣、日常生活用具の給付などの事業を実施しているが、今後も高齢者のニーズ

や生活の実態に応じた生活支援サービスを実施していく必要がある。

④医療、福祉、行政等からなる「認知症支援体制づくりプロジェクトチーム」において、寸劇やすずめの学校などを通して、認知症の方やその家族が安心して生

活できる支援体制づくりの確立に向け、事業を推進していく必要がある。

④、⑤日田市介護保険事業計画に基づき、利用者が必要なサービスを選択し利用できるために、介護サービスの質的向上・基盤整備を行っていく。

⑤介護支援専門員の資質向上を図る観点から事例検討会や研修会を実施するとともに、ヘルパー研修へ講師派遣等を行い、介護サービスの質の向上を図

る。
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

老人クラブ活動等事業 老人福祉センター 12,137 一般 現年 ○

豊の国ねんりんピック参加事業 老人福祉センター 725 一般 現年 ○

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 老人福祉センター 262 一般 現年

老人福祉センター費 老人福祉センター 7,416 一般 現年

老人福祉センター下水道切替事業 老人福祉センター 4,704 一般 現年

緊急通報体制等整備事業 長寿福祉課 5,623 一般 現年 ○

老人保健福祉計画策定事業 長寿福祉課 140 一般 現年 ○

災害時要援護者等避難支援事業 長寿福祉課 2,886 一般 現年 ○

高齢者見守り支援事業 長寿福祉課 4,827 一般 現年 ○

(871,974)

(872,433)

介護保険事業 459

介護保険低所得者利用者負担軽減対策事業 (872,433)

一般管理費 長寿福祉課 7,016 介護 現年

賦課徴収費 長寿福祉課 3,126 介護 現年

認定調査費 長寿福祉課 22,748 介護 現年

認定審査会費 長寿福祉課 9,969 介護 現年

趣旨普及費 長寿福祉課 486 介護 現年

居宅介護給付費 長寿福祉課 2,265,037 介護 現年

地域密着型介護サービス給付費 長寿福祉課 504,125 介護 現年

施設介護給付費 長寿福祉課 2,006,871 介護 現年

居宅介護福祉用具購入費 長寿福祉課 8,453 介護 現年

居宅介護住宅改修費 長寿福祉課 17,525 介護 現年

居宅介護サービス計画給付費 長寿福祉課 256,347 介護 現年

介護予防サービス給付費 長寿福祉課 297,529 介護 現年

地域密着型介護予防サービス給付費 長寿福祉課 15,653 介護 現年

介護予防福祉用具購入費 長寿福祉課 2,822 介護 現年

介護予防住宅改修費 長寿福祉課 12,273 介護 現年

介護予防サービス計画給付費 長寿福祉課 35,842 介護 現年

特例介護予防サービス計画給付費 長寿福祉課 98 介護 現年

審査支払手数料 長寿福祉課 8,175 介護 現年

高額介護サービス費 長寿福祉課 98,532 介護 現年

高額介護予防サービス費 長寿福祉課 60 介護 現年

現年

介護保険事業 長寿福祉課

長寿福祉課

一般

一般

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

担当課 事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 会計種別 予算区分

①高齢者の健康づくりと積極的な社会参加

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

（２）介護・福祉の充実

（高齢者福祉の充実）

②保健福祉を支える社会基盤の確立

現年
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高額医療合算介護サービス費 長寿福祉課 11,798 介護 現年

高額医療合算介護予防サービス費 長寿福祉課 107 介護 現年

特定入所者介護サービス費 長寿福祉課 211,618 介護 現年

特定入所者介護予防サービス費 長寿福祉課 435 介護 現年

介護給付費準備基金積立金 長寿福祉課 87,390 介護 現年

第1号被保険者保険料還付金 長寿福祉課 434 介護 現年

償還金 長寿福祉課 15,365 介護 現年

一時借入金利子 長寿福祉課 22 介護 現年

老人ホーム管理費 延寿寮 57,602 一般 現年

老人福祉措置費（義務的経費） 長寿福祉課 32,455 一般 現年

老人福祉総務費 長寿福祉課 6,030 一般 現年

天瀬憩の家管理費 長寿福祉課 5,306 一般 現年 ○

福祉バス運行事業 長寿福祉課 10,335 一般 現年 ○

高齢者在宅福祉サービス事業 長寿福祉課 5,103 一般 現年 ○

在宅高齢者住宅改造助成事業 長寿福祉課 1,369 一般 現年 ○

オムツサ－ビス事業 長寿福祉課 6,276 一般 現年 ○

高齢者生活福祉センター運営事業 長寿福祉課 35,128 一般 現年 ○

高齢者生活福祉センター運営事業（投資分） 長寿福祉課 2,720 一般 現年 ○

津江老人福祉センター費 長寿福祉課 12,553 一般 現年 ○

地域包括支援センター運営事業 長寿福祉課 70,713 介護 現年 ○

二次予防事業対象者把握事業 長寿福祉課 5,624 介護 現年 ○

介護予防普及啓発事業(通所型介護予防サービス事業) 長寿福祉課 11,725 介護 現年 ○

通所型介護予防サービス事業 長寿福祉課 6,567 介護 現年 ○

食の自立支援配食サービス事業 長寿福祉課 20,725 介護 現年 ○

高齢者生活管理指導短期宿泊事業 長寿福祉課 349 介護 現年 ○

高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業 長寿福祉課 2,544 介護 現年 ○

住宅改修指導支援事業 長寿福祉課 79 介護 現年 ○

老人福祉措置事業 長寿福祉課 31 一般 現年

介護予防普及啓発事業(認知症予防事業) 長寿福祉課 1,778 介護 現年 ○

認知症支援体制づくりプロジェクト事業 長寿福祉課 45 介護 現年 ○

認知症者支援事業 長寿福祉課 113 介護 現年 ○

介護給付費等費用適正化事業 長寿福祉課 1,868 介護 現年 ○

ケアマネジメント・リーダー活動等支援事業 長寿福祉課 93 介護 現年 ○

介護相談員派遣等事業 長寿福祉課 1,547 介護 現年 ○

家族介護支援事業 長寿福祉課 3,377 介護 現年 ○

地域福祉基金管理事業 長寿福祉課 2,479 一般 現年

介護基盤緊急整備事業 長寿福祉課 30,000 一般 現年

施設開設準備経費助成事業 長寿福祉課 5,400 一般 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

③生活支援及び介護予防の推進

⑤介護サービスの質の向上と基盤整備

④認知症高齢者支援対策の推進

②保健福祉を支える社会基盤の確立

（２）介護・福祉の充実

（高齢者福祉の充実）

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

82



【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

Ｈ24

施策名

施策の概要

・地域社会の支えを必要とする要保護者が、安定した生活を営めるよう低所得者層の実態を把握し、適切な支援と効果的な自立支援や就労支援を図る。また、単

なる経済的な支援にとどまらず、自立阻害要因を把握することで、生活保護受給者を含め地域の要保護者の福祉向上を推進する。

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
425425425425

関　係

部課名

総

合

計

画

健やかに安心して暮らせるまちづくり

介護介護介護介護・・・・福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実（（（（低所得者福祉低所得者福祉低所得者福祉低所得者福祉のののの充実充実充実充実））））

-

-

-

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

人

単位

施策

1,084

指　標　名

現況

（年度）

主要

被保護人員

1,100

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値 24年度

進捗率

計画目標

（年度）

Ｈ25

Ｈ23

福祉保健部　社会福祉課

保護率

1.55

％ 1.54

Ｈ23 -

①

生

活

保

護

法

に

基

づ

く

要

保

護

者

へ

の

支

援

（年　度）
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

83.1

従前値

（年度）

単位

人

0

人 0

H23

H23

レセプト点検過誤実績

4,095

千円

Ｈ23

％

94.3

H23

ＣＷによる訪問率

課題や改善事項、

方向性

　平成25年8月から3年間かけて段階的に生活保護基準の見直しが行われる。

　生活保護費が全体的に減額となるため被保護者や他制度に与える影響の把握に努める必要がある。

　さらに、ケースワーカーの定期的な訪問による面談により制度を活用した自立の促進や生活相談員の配置により要援護者への適切な支援等で生活保護者

を含め、地域の要保護者の福祉向上に取り組む。

　またレセプト点検の確実な実施による医療扶助の適正化及び後発医薬品の使用促進により医療費の削減に努める。

5,391

31

人 24

0

人 1

H23

備考

H23

主要

施策

就労支援員による指導で収入を得た者

0

13

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

就労支援員の配置

生活相談員の配置

生

活

保

護

法

に

基

づ

く

要

保

護

者

へ

の

支

援

①

稼動収入の増加による生活保護廃止数

（年　度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

生活保護受給者就労支援事業 社会福祉課 1,800 一般会計 現年 ○

敬老年金給付事業 健康保険課 72 一般会計 現年 ○

行旅死亡者取扱事業 社会福祉課 14 一般会計 現年

中国残留邦人等支援事業 社会福祉課 2,441 一般会計 現年

生活保護法施行事務 社会福祉課 5,182 一般会計 現年

福祉事務所事務改善事業 社会福祉課 225 一般会計 現年

住宅手当緊急特別措置事業 社会福祉課 213 一般会計 現年

福祉事務所職員研修事業 社会福祉課 210 一般会計 現年

扶養義務調査推進事業 社会福祉課 300 一般会計 現年

医療通知及びレセプト点検事業 社会福祉課 2,118 一般会計 現年

収入調査徹底事業 社会福祉課 356 一般会計 現年

訪問調査活動充実事業 社会福祉課 339 一般会計 現年

生活保護法施行事業 社会福祉課 1,778,929 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

４．健やかに安心して

    暮らせるまちづくり

（２）介護・福祉の充実

（低所得者福祉の充実）

①生活保護法に基づく支援

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計種別 予算区分

85



【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

76 81

Ｈ19 Ｈ21

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
431431431431

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・複雑、多様化する地震及び風水害等の災害から市民の生命と財産を守るため、地域防災計画を基に、行政や関係機関、地域住民との連携の強化を図り、防災

体制の整備と減災対策を推進する。

・火災や事故などへの迅速な対応ができるよう、関係機関との協力体制や消防、救急体制の整備に努める。

・急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命・財産を守るため、急傾斜地の崩壊防止に必要な措置を講じ、住民生活の安全を図る。また、道路法面及び山腹か

らの落石や土砂崩壊を未然に防ぎ、車輌及び歩行者の安全で円滑な通行を図る。

総

合

計

画

37.50%

150%

89

Ｈ28

10

単位

（年度）

回

施策

84

指　標　名

現況

箇所

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

H28

15

①

防

災

体

制

の

整

備

と

減

災

対

策

の

推

進

急傾斜地崩壊対策事業（公共・県単）

自主防災組織への防災説明会の実施（ふれあい宅配講座）

81

Ｈ23

7

H23

②

健やかに安心して暮らせるまちづくり

安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり（（（（防災防災防災防災・・・・消防消防消防消防・・・・救急体制救急体制救急体制救急体制のののの強化強化強化強化））））

総務部　防災危機管理室

土木建築部　土木課・建築住宅課

福祉保健部　健康保険課

急傾斜地崩壊対策事業（市営）

32

箇所 35

44

25.00%

Ｈ23 Ｈ28

9 18

Ｈ19 Ｈ21

危

機

管

理

体

制

の

確

立

③

災害被災者住宅再建支援金要綱制度

自

然

災

害

に

よ

る

被

災

者

の

生

活

再

建

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

（年　度）
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104.00%

急

性

疾

患

へ

の

対

応 H23 H21 H22 H28

24年度

施策 （年度） 進捗率

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

Ｈ26 Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）

人/年 156

⑥

緊急救命講習会参加者数

159 162 166

計画目標

36

2.44%

7 28

Ｈ19 Ｈ21

0 12

Ｈ28

- -

Ｈ19 Ｈ28Ｈ21

（年度）

件

Ｈ23

Ｈ23

88.8消防団員の定員に対する充足率

Ｈ27

12

Ｈ28

80

0

件

件

住宅の耐震改修補助件数

0

15

-2.40%

基 79

％

40

0.00%

4.55%

現状維持

H28

④

消

防

、

救

急

救

助

体

制

の

整

備

と

消

防

設

備

の

整

備

⑤

防火水槽設置数（耐震性・埋没型）

77

耐

震

改

修

の

促

進

90.9

H23

39

住宅耐震診断補助件数

住宅の簡易耐震改修補助件数

Ｈ23

14

92

2.50%

H23 H28

150

66

85.5

主要

指　標　名

現況

単位 Ｈ24 Ｈ25
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

（年　度）

Ｈ28

計画以前の数値

238

-

-

件

-

従前値

（年度）

単位

人防災士の育成

不明

H23

課題や改善事項、

方向性

・自主防災組織の活性化を進めるとともに、防災訓練の実施を推進する。

・消防団員の確保に努める。

・自主防災組織の防災士養成とフォローアップ研修に努める。

・急傾斜地崩壊対策事業は、住民が安全で安心できる生活環境の向上を図るため積極的に推進する。

・市道における落石や土砂崩壊の恐れのある危険箇所は、年次計画で整備を行っているが、未整備箇所が多く、毎年、落石による交通事故が数件発生してい

ることから、今後も計画的に整備を進めていく。

・住宅の耐震診断、耐震改修補助制度を利用する市民が少ないことから、地震防災や補助制度についての周知や啓発活動を活発に行うことで、地震災害に対

する市民の危機意識を高め、具体的な耐震診断、耐震改修工事へと結びつけていく必要がある。

・支援金の未申請者に対し、引き続き、文書や電話等で申請を促し、対象者全員の申請につなげていく。また、制度の充実について、県に要望していく。さらに

は、平成24年度に創設した災害援護資金利子補給制度を借入者に周知していく。

・今後の自然災害による被災者の生活再建のため、各種制度の周知に努めていく。

・現在、AEDは公共施設（小中学校、保育園、公民館、振興局等）128箇所に設置しており、今後もAED設置を継続するととともに、救急救命講習会を毎年開催

していく。

・急傾斜地崩壊対策事業は、住民の安全で安心できる生活環境の向上を図るため積極的に推進する。

・市道における落石や土砂崩壊の恐れのある危険箇所は、年次計画で整備しているが、未整備箇所が多く、毎年、落石による交通事故が数件発生しているこ

とから、今後も計画的に整備を行っていく。

災害援護資金の貸付件数

-

日田市災害被災者住宅再建支援金（基礎支援金）支給率 ％ 99.0

12

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

①

防

災

体

制

の

整

備

と

減

災

対

策

の

推

進

③

自

然

災

害

に

よ

る

被

災

者

の

生

活

再

建

備考

Ｈ24豪雨災害

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

Ｈ24豪雨災害
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

自主防災組織活性化事業 防災危機管理室 1,527 一般会計 現年 ○

防災行政無線整備・統合事業 防災危機管理室 169,529 一般会計 現年 ○

災害備蓄拠点整備事業 防災危機管理室 29,077 一般会計 現年 ○

防災士養成事業 防災危機管理室 3,294 一般会計 現年 ○

特殊地下壕対策事業 都市整備課 18,648 一般会計 現年 ○

急傾斜地崩壊対策事業（県施工負担金） 土木課 45,790 一般会計 現年 ○

市営急傾斜地崩壊対策事業 土木課 22,632 一般会計 現年 ○

防災費 防災危機管理室 55,142 一般会計 現年

防災情報伝達体制強化事業 防災危機管理室 2,831 一般会計 現年

防災情報伝達体制強化事業 防災危機管理室 2,696 一般会計 繰越

大分県防災情報伝達体制整備事業 防災危機管理室 3,130 一般会計 現年

前津江自治会防災活動補助事業 防災危機管理室 1,100 一般会計 現年

災害救助費（各課合算） 総務課 110,901 一般会計 現年

災害派遣職員人件費負担金 総務課 5,422 一般会計 現年

災害援護資金貸付金 健康保険課 20,700 一般会計 現年

災害被災者住宅再建資金 7月災害分 健康保険課 342,185 一般会計 現年

消防ポンプ自動車購入事業 防災危機管理室 34,297 一般会計 現年 ○

小型動力ポンプ購入事業 防災危機管理室 8,663 一般会計 現年 ○

防火水槽設置事業 防災危機管理室 10,668 一般会計 現年 ○

常備消防費（経常分） 防災危機管理室 600,912 一般会計 現年

常備消防費（臨時分） 防災危機管理室 92,537 一般会計 現年

非常備消防費（経常的経費） 防災危機管理室 136,843 一般会計 現年

大分県消防操法大会出場事業 防災危機管理室 2,825 一般会計 現年

消防団安全対策設備整備費補助事業 防災危機管理室 1,771 一般会計 繰越

⑤耐震改修の促進 耐震改修促進事業 建築住宅課 626 一般会計 現年 ○

⑥急性疾患への対応

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

②危機管理体制の確立

①防災体制の整備と減災対策の推進

④消防・救急体制と消防設備の整備

４．健やかに安心して暮らせ

　　るまちづくり

（３）安全で安心して暮らせる

     体制づくり

     （防災体制等の強化）

③自然災害による被災者の生活再建

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計種別 予算区分
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

H22

現状維持

82.69%

H28

48 51

健やかに安心して暮らせるまちづくり

安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり（（（（防犯体制防犯体制防犯体制防犯体制のののの充実充実充実充実・・・・交通安全対策交通安全対策交通安全対策交通安全対策のののの充実充実充実充実））））

市民環境部  市民活動推進課

土木建築部　土木課・建築住宅課

52

交通安全運動や交通安全教育の推進

Ｈ23

7

1,623

Ｈ23

子どもの連絡所の設置

①

自主防犯活動組織との連携

22

Ｈ23

H21Ｈ23

交通事故死亡者数 人/年 1

計画目標

（年度）

24年度

進捗率

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

指　標　名

現況

（年度）

23

1,596

19

箇所

施策

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

団体

回/年

単位

43

Ｈ21

H28

5 5

Ｈ21

・犯罪や非行のない明るく安全で住みよい社会の構築を目指すため、地域や団体が実施する自主防犯活動を支援し、生活安全に関する市民意識の高揚を図る。

また、人命尊重の基本理念に立ち、安全で快適な交通社会の実現に向け、市民の立場に立った各種交通安全施設の整備に努めるとともに、運転者と歩行者双方

の交通安全意識の高揚に努める。

総

合

計

画

33.33%

25

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
432432432432

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

防

犯

の

環

境

づ

く

り

交

通

安

全

意

識

の

高

揚

防

犯

意

識

の

高

揚

②

③

21

H21 H22
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25.0

-112.00%

Ｈ22

25.1 24.1

（年　度）

Ｈ21 Ｈ22

計画以前の数値

Ｈ28

⑤

掛金が安価で加入しやすい大分県交通災害共済制度への加入促進

23.3

％ 21.5

交

通

事

故

対

策

の

推

進

Ｈ23 Ｈ28

④

交

通

安

全

の

環

境

づ

く

り

交通事故死亡者数

7

交通安全対策整備事業の実施(事業費）

43,129

Ｈ23

人/年 1

Ｈ23 -

千円 30,000

41,914

単位

施策 （年度）

-

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

計画目標 24年度

（年度） 進捗率

⑥

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

主要

指　標　名

現況

空

き

家

対

策

の

推

進
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

備考

（年　度）

主要

施策

指　標　名

従前値

（年度）

単位

Ｈ23

そ

の

他

の

指

標

①

防

犯

の

環

境

づ

く

り

④

交

通

安

全

の

環

境

づ

く

り

Ｈ28

計画以前の数値

482

Ｈ21

493

Ｈ22

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

件 286

Ｈ23

件 368

交通事故発生件数（人身事故）

335

人 391交通事故負傷者数

438

課題や改善事項、

方向性

・犯罪件数は年々減少しているが、振り込め詐欺や他の犯罪も手口は悪質・巧妙化し、後を絶たない状況にある。今後も日田地区防犯協会連合会を中心に、

関係機関・団体と協力しながら防犯啓発を推進し、自分たちのまちは自分たちで守るという意識を広く市民に浸透させる。

・交通安全教室については、幼児・小学生がほとんどのため、中高生への実施を推進する。また、高齢者の関係した交通事故の割合が依然として高いことか

ら、警察と連携しながら地域に密着した通安全講話等を開催し、高齢者を中心に交通安全意識の高揚を図る。

・市道における地域からの交通安全施設の要望は多く、カーブミラー、ガードレール、転落防護柵、視線誘導標等各種交通安全施設の充実を図る必要がある。

・交通災害共済については、加入者数が年々減少傾向にあることから、自治会を通じた加入促進や、チラシ配布、広報掲載等を行っていく。

・空き家対策については、当市における空き家の実態を把握する必要があるため、実態調査を実施する。

刑法犯認知件数

449

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ21 Ｈ22

411 398

537.0 533.0

Ｈ21 Ｈ22
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①防犯意識の向上

生活安全推進事業 市民活動推進課 158 一般会計 現年

日田地区防犯協会連合会補助金 市民活動推進課 2,591 一般会計 現年 ○

日田市交通安全推進協議会補助事業 市民活動推進課 1,882 一般会計 現年 ○

交通安全推進事業 市民活動推進課 338 一般会計 現年

交通安全対策整備事業 土木課 30,000 一般会計 現年 ○

交通指導員設置事業 市民活動推進課 3,944 一般会計 現年

⑤交通事故対策の推進 大分県交通災害共済組合事業 市民活動推進課 744 一般会計 現年

⑥空き家対策の推進

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

予算区分

②防犯の環境づくり

④交通安全の環境づくり

担当課

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価

③交通安全意識の高揚

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 会計種別

４．健やかに安心して暮らせ

　　るまちづくり

（３）安全で安心して暮らせ

　　る体制づくり

（防犯体制・交通安全対策の

充実）
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

157.14%

50

Ｈ23 Ｈ28

25 24

Ｈ21 Ｈ22

健やかに安心して暮らせるまちづくり

安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり（（（（消費生活消費生活消費生活消費生活のののの充実充実充実充実））））

市民環境部 市民活動推進課

消費生活セミナー参加者数

43

人/年 54

相

談

体

制

の

充

実

472

Ｈ23

①

消

費

者

の

意

識

啓

発

②

消費生活出張講座参加者数

消費生活展の来場者数

117

Ｈ23

相談会の実施

24年度

進捗率

指　標　名

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

現況

（年度）

計画目標

（年度）

Ｈ28

（年　度）

145 47

Ｈ21 Ｈ22

20

390

- 実施

施策

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

人/年

人/年

単位

500

Ｈ28

430 398

Ｈ21 Ｈ22

消費者意識の啓発や正しい知識の普及により消費者の自立支援を目指すとともに、消費生活相談に迅速かつ的確に対応できる体制の充実を図る。

総

合

計

画

-116.86%

-292.85%

200

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
433433433433

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

113 113

H21 H22

主要

施策

指　標　名

従前値

（年度）

単位

そ

の

他

の

指

標

②

相

談

体

制

の

充

実

備考Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

件 172

課題や改善事項、

方向性

・消費者被害を未然に防止するため、出張講座の開催を推進し、知識の普及を図る。

・消費者被害に関する情報を、確実に市民へ届けるため、広報やテレビ文字放送を活用する。

・悪質業者は、情報が届きにくい高齢者世帯を狙うことが多いため、身近な方の見守りが必要となる。

・悪質化、巧妙化する悪質業者へ対応するため、相談員にはより高度な知識が必要となることから、国・県等が実施する研修に積極的に参加する。

・年々、増加する相談件数に対応するため、継続して専門相談員の配置を行う。

消費生活相談件数

152

H23

Ｈ24 Ｈ28

計画以前の数値

（年　度）
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

①消費者の意識啓発

消費生活対策費 市民活動推進課 3,051 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

個別施策(小課題) 担当課 会計種別 予算区分

②相談体制の充実

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価

４．健やかに安心して暮らせ

る

    まちづくり

（３）安全で安心して暮らせる

     体制づくり

     （消費生活の充実）

まちづくりの大綱 施　策（大課題）
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

26.3 24

Ｈ21 Ｈ22

健やかに安心して暮らせるまちづくり

安全安全安全安全でででで安心安心安心安心してしてしてして暮暮暮暮らせるらせるらせるらせる体制体制体制体制づくりづくりづくりづくり（（（（ユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインユニバーサルデザインのののの形成形成形成形成））））

土木建築部　都市整備課・建築住宅課

①

ユ

ニ

バ

ー

サ

ル

社

会

の

形

成

の

推

進

バリアフリー化された市営住宅の割合

25.3

Ｈ23

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）施策

25.7

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

単位

（年度）

31.1

Ｈ28

バリアフリーの考え方を更に深め、社会の制度や仕組みにおいても、障がいの有無や年齢、国籍などに関わりなく、市民一人ひとりが対等な社会の構成員として

自立し、相互に尊重し支え合う社会（ユニバーサル社会）の形成が重要であり、あらゆる人が使いやすい製品や建物、環境を創造し、安心して生活を営むことがで

きる環境を実現するため、ユニバーサルデザインを推進する。

総

合

計

画

6.90%

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 4
体

系
434434434434

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

備考

多目的トイレが整

備されている割合

Ｈ27 Ｈ28

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

①

ユ

ニ

バ

ー

サ

ル

社

会

の

形

成

の

推

進

指　標　名

従前値

（年度）

単位

課題や改善事項、

方向性

市の公共施設については、引き続きバリアフリー化を推進し、誰もが使いやすい施設の整備に努めていく。

％公園トイレのバリアフリー化率

50

Ｈ23

51.0

Ｈ26

計画以前の数値

（年　度）

Ｈ24 Ｈ25
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 会計種別 予算区分

①ユニバーサル社会の形成の推進

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

個別施策(小課題) 担当課 事務事業評価

４．健やかに安心して暮らせ

　　るまちづくり

（３）安全で安心して暮らせる

     体制づくり

（ユニバーサルデザインの形

成）
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 5
体

系
510510510510

関　係

部課名

施策

件

施策名

施策の概要

・郷土の長い歴史の中で大切に守られてきた文化財等の保存整備や活用に努め、地域で古くから受継がれてきた伝統文化の継承に努めるとともに、団体や人材の育成に努める。

・咸宜園教育研究センターでの調査・研究の成果を公開することで、「咸宜園」や「廣瀬淡窓」に関する市民意識の高揚を図るとともに、市民や関係市町村との連携により「咸宜園」

の世界遺産登録活動を推進する。

・文化活動への市民の積極的な参画を促し、地域文化の伝承と創造、文化を通した多様な交流を促進するとともに、文化芸術の鑑賞機会の充実に努める。

総

合

計

画

主要

Ｈ24

70

H20

10

H28

55

Ｈ28

10

H28

10

人/年

単位指　標　名

現況

（年度）

Ｈ23

大学等との文化財共同調査・研究委託件数

60 51

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

24年度

進捗率

H28

計画目標

（年度）

5.00%

60.00%

H28

咸宜園教育顕彰事業への応募者数(教育文化部門：団体)

H23

人/年

咸宜園教育顕彰事業への応募者数(学術研究部門)

H23

人/年

7

H19

6

52

140

H23

36

①

文

化

財

や

芸

術

文

化

等

の

保

存

、

継

承

と

発

展

②

伝統的建造物群の修理済建造物

文化ボランティア登録者数

35

咸宜園平成門下生の数

130

6

人

材

の

育

成

と

確

保

心豊かで輝く人の育つまちづくり

文化芸術文化芸術文化芸術文化芸術のののの振興振興振興振興

教育委員会　文化財保護課・咸宜園教育研究センター

企画振興課　文化振興課

文化活動振興補助事業の実施

9

80.00%

Ｈ28

230

10.00%

H28

65.00%

80

8

10

団体/年 9

20.00%

90.00%

2咸宜園教育顕彰事業への応募者数(教育文化部門：個人)

4

人/年

H23

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

Ｈ23

件/年

Ｈ23

100



500%

H20

H28

10

咸宜園教育に関する体験学習(咸宜園入門ぼっくす）利用団体数

27

団体/年

Ｈ26

26

回/年 18

8⑤

文

化

芸

術

の

鑑

賞

や

活

動

機

会

の

提

供

パトリア友の会々員数

250

-1.37%

100

H28

学

習

の

場

の

提

供

と

普

及

啓

発

咸宜園教育に関する公開講座などの開催

H23

H23

③

会館（市民文化会館：パトリアひた）利用者数

177,062

主要

指　標　名

現況

単位

人/年 176,947

180,000

300

H23

98.30%

44,458 161,018

H19 H20 Ｈ28

56.00%

Ｈ23 Ｈ28

人/年 170

488

④

情

報

の

受

発

信

と

交

流

の

促

進

④

情

報

の

受

発

信

と

交

流

の

促

進

施策 （年度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値 計画目標 24年度

（年　度） （年度） 進捗率

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

623

②

歴史的町並みや伝統文化を保存する団体等への活動支援

2

主要

指　標　名

従前値

施策 （年度）

備考単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値

人

材

の

育

成

と

確

保

Ｈ23

件 2

③

文化財展示会の開催

772

人
文

化

芸

術

の

鑑

賞

や

活

動

機

会

の

提

供

Ｈ23

546

④

ホームページ等を活用した歴史や文化財の情報発信

32

件
情

報

の

受

発

信

と

交

流

の

促

進

Ｈ23

14

⑤

文化財に関する講座、講演会等の開催（古文書入門講座）

26

人

学

習

の

場

の

提

供

と

普

及

啓

発

Ｈ23

　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　(考古学講座）

65

人

Ｈ23

23

人

70

Ｈ23

平成22年10月開館

H23

18,327

咸宜園教育研究センターの入館者数 17,757

そ

の

他

の

指

標

　　　　　〃　　　　　　　　　　　　　　　　　(考古体験参加）

470

人

（年　度）
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【今後の施策展開の課題や方向性】

課題や改善事項、

方向性

・文化財を活かした歴史学習やまちづくりの実現に向けて、指定文化財の保存及び活用並びに関連施設等の整備を総合的かつ計画的に推進するため、文化

庁や文化財保護審議会委員の意見を参考にしながら、平成28年度策定を目指し文化基本計画の策定に取り組む必要がある。

・各地域に残る史資料について文化財保護員と連携を図り情報収集に努めるとともに、郷土史家の育成も併せて図りながら、調査、保管及び修理等の適切な

指導又は支援に取り組んでいく。

・学術機関との連携については、大学の研究機関や民間団体と連携して総合的な学術研究を進め、文化財講座、現地説明会等の開催や広報・ホームページ

を通じて成果を市民へ情報提供を行ってきたが、今後も継続した取組を行っていく。

・講座や展示については参加者が固定化する傾向にあるため、市民や学校関係等多くの方に興味を持っていただけるよう内容等工夫し講座等の充実を図って

いく。

・現在の埋蔵文化財センターは、建物や設備の老朽化が進み、また埋蔵・民俗・歴史資料の収蔵スペースも不足し、文化財の十分な保管・活用ができていない

状況にある。文化財の効率的な保管・保存や有効活用ができるよう、また、併せて各資料館や公民館等に保管されている収蔵物についても、展示収蔵施設の

整備を念頭に置き、埋蔵文化財センターの建設に向けて計画・検討を行っていく。

・咸宜園教育研究センターでは、小・中学校の見学や市外からの団体客も多く来館者数は増加しており、また各種講座の受講者も増加しているが、入門ボック

スの活用増への更なる取組みと幅広い年齢層からの講座受講の応募を得るための情報提供を行う必要がある。

・咸宜園教育研究センターの運営及び咸宜園の世界遺産登録への取組みを応援する咸宜園平成門下生之会の会員勧誘とその育成を行っていく必要がある。

・咸宜園の世界遺産登録推進のため、茨城県水戸市と栃木県足利市と日田市の3市で調査・研究を進めているが、その成果を広く市民に周知するとともに、文

化庁へのアピールも行っていく。また、商工会議所や市民団体(咸宜園平成門下生之会）と協力して、官民一体となった取組みを推進し、世界遺産登録への機

運を盛り上げていく必要がある。

・文化芸術を振興し、市民サービスの向上を図るために日田市民文化会館の管理運営について指定管理者制度の導入について検討する。
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

小迫辻原遺跡歴史公園整備事業 文化財保護課 78,923 一般会計 現年 ○

ガランドヤ古墳群保存整備事業 文化財保護課 28,343 一般会計 現年 ○

伝統的建造物群保存事業（保存修理） 文化財保護課 49,093 一般会計 現年 ○

伝統的建造物群保存事業（政策的経費） 文化財保護課 1,238 一般会計 現年 ○

咸宜園跡地保存整備事業 文化財保護課 12,600 一般会計 現年 ○

文化的景観保護推進事業（小鹿田焼の里） 文化財保護課 20,526 一般会計 現年 ○

日田祇園山鉾保存修理事業 文化財保護課 3,070 一般会計 現年 ○

草野家住宅保存整備事業 文化財保護課 200 一般会計 現年 ○

鵜飼保存対策事業 文化財保護課 240 一般会計 現年 ○

伝統的建造物群保存事業（防災事業） 文化財保護課 14,152 一般会計 現年 ○

無形文化財等保存伝承事業 文化財保護課 880 一般会計 現年 ○

有形文化財等保存管理費補助事業 文化財保護課 512 一般会計 現年 ○

吹上遺跡出土品保存修理事業 文化財保護課 5,411 一般会計 現年 ○

小野川下小竹埋没林保存活用事業 文化財保護課 550 一般会計 現年

日田市の歴史読本発行事業 文化財保護課 447 一般会計 現年 ○

市内遺跡等調査事業 文化財保護課 9,796 一般会計 現年 ○

小鹿田焼陶芸館管理運営事業 文化財保護課 6,514 一般会計 現年 ○

行徳家住宅管理運営事業 文化財保護課 2,191 一般会計 現年 ○

公共事業関連発掘受託事業 文化財保護課 15,921 一般会計 現年 ○

民間開発発掘受託事業 文化財保護課 0 一般会計 現年 ○

埋蔵文化財センター管理事業 文化財保護課 3,595 一般会計 現年

埋蔵文化財発掘調査報告書作成事業 文化財保護課 3,137 一般会計 現年

埋蔵文化財センター運営事業 文化財保護課 314 一般会計 現年

古文書調査整理事業 文化財保護課 108 一般会計 現年

文化財保護費（経常的経費） 文化財保護課 4,818 一般会計 現年

日田市立郷土史料館管理事業 文化財保護課 456 一般会計 現年

ふるさと資料館管理事業（天瀬農業公園） 文化財保護課 314 一般会計 現年

ふるさと資料館管理事業（天領奥日田やすらぎの郷） 文化財保護課 73 一般会計 現年

前津江郷土文化保存伝習施設管理事業 文化財保護課 439 一般会計 現年

史跡咸宜園跡管理運営事業（経常的経費） 文化財保護課 3,909 一般会計 現年

文化財災害応急対策事業 文化財保護課 1,108 一般会計 現年

公共文教施設災害復旧事業 文化財保護課 1,323 一般会計 現年

（単位：千円）

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（１）文化芸術の振興

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり

会計種別 予算区分 事務事業評価担当課まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

①文化財等の保存、継承
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文化振興事業（経常的経費） 文化振興課 240 一般会計 現年

文化振興基本計画策定事業 文化振興課 311 一般会計 現年

市民文化会館活性化基本計画策定事業 文化振興課 20 一般会計 現年

市民文化振興基金補助事業 文化振興課 1,050 一般会計 現年 ○

市民文化振興基金管理事業 文化振興課 725 一般会計 現年

市民文化会館管理運営事業 文化振興課 133,736 一般会計 現年

市民文化会館管理運営基金管理費 文化振興課 924 一般会計 現年

日田市文教祭 文化振興課 1,410 一般会計 現年 ○

所蔵美術品等公開事業 文化振興課 3,809 一般会計 現年 ○

所蔵美術品等管理事業 文化振興課 4,444 一般会計 現年

市民文化会館企画事業 文化振興課 42,860 一般会計 現年 ○

文化芸術鑑賞公演委託事業 文化振興課 3,019 一般会計 現年 ○

諸費 文化振興課 313 一般会計 現年

④情報の受発信と交流の促進 世界遺産登録推進事業 世界遺産推進室 6,650 一般会計 現年 ○

⑤学習の場の提供と普及啓発

咸宜園教育研究センター運営事業 咸宜園教育研究センター 29,178 一般会計 現年 ○

淡窓及び咸宜園の著述史料翻刻事業 咸宜園教育研究センター 583 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり

③文化芸術の鑑賞や活動機会の提供

⑥咸宜園教育研究センターの運営

（１）文化芸術の振興

②人材の育成と確保
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】
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33.33%
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50%

0%

3

H28

・社会教育課（中央公民館）と公民館運営事業団（地区公民館）の役割を明確にし、また連携を強化することで、生涯学習施策を総合的に推進する。

・各社会教育施設の役割に応じた事業の展開と社会教育における専門性を持った人材の育成や、子どもの健全育成を地域全体で行うネットワークの形成に努め

る。

・生物の生態や科学などの分野も新たに取り入れ、市民が生きた自然を学べるよう積極的に活動を行う博物館を目指すとともに、新たな博物館の整備に向けた取

り組みを推進する。

・図書資料の適切な購入･廃棄を推進し、利用者ニーズに適応した魅力的な蔵書構成を図りサービスの向上に努める。

総

合

計

画

主要

Ｈ24

施策の概要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 5
体

系
520520520520

関　係

部課名
施策名

-44.16%
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27指　標　名

従前値

（年度）

単位

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

備考

課題や改善事項、

方向性

（年　度）

・公民館の建設や改修を、今後も計画的に行い、利用者の安全面・利便性の確保に努め、学習環境の充実を図る。また、一般財団法人日田市公民館運営事

業団が管理・運営する各地区公民館では、市民の学習ニーズに柔軟に対応していくための特色ある事業の展開や地域の課題に対応した事業の更なる推進を

図る。

　中央公民館については、市内１地区１公民館整備が完了したことにより、市全体を通した社会教育・生涯学習の取り組みを再検証し、中央公民館の総合的な

業務の見直しを行っていく。

・博物館基本構想をもとに、収蔵庫や展示室などの充実を図り、自然の大切さを学び体験できる博物館活動を推進するために、既存施設(中央公民館)を活か

した博物館の移転・整備を検討する。

 ・図書館は図書資料を収集・整理・保存し、求められる情報を図書資料として利用者に提供することが図書館の基本的な機能である。その基本機能充実のた

め図書資料の適切な購入・廃棄により利用者ニーズに適応した魅力的な蔵書構成を推進し利用者サービスの向上に努める。

・振興局及び振興センター管内の市民へのサービス向上を目的とした遠隔地図書貸出事業は、今後も継続事業として取組むが、周知方法等の改善により利用

者の増加を図る必要がある。

・蔵書管理のＩＣ化については、導入費用が多額であり維持管理費用も増加することから、今後先進地調査を行い、導入について検討していく必要がある。

・7ヶ月児を抱える保護者を対象にしたブックスタート事業は、将来を担うこどもを健やかに育むために必要な事業であり、絵本の配布はほぼ全世帯にできてい

るが、配布後に開催している読み聞かせ会への参加者が少ないことから、読み聞かせ会のあり方を検討し、参加者の増加を図る必要がある。

Ｈ28

計画以前の数値
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

地区公民館運営委託事業 社会教育課 255,167 一般会計 現年 ○

社会教育総務費 社会教育課 1,497 一般会計 現年

青少年健全育成事業 社会教育課 103 一般会計 現年

中央公民館施設設備等改修事業 社会教育課 2,214 一般会計 現年

地区公民館改修事業 社会教育課 2,678 一般会計 現年 ○

中央公民館管理費 社会教育課 21,324 一般会計 現年

生涯学習交流センター管理費 社会教育課 8,900 一般会計 現年

地区公民館管理費（経常的経費） 社会教育課 5,902 一般会計 現年

地区公民館移設改修事業 社会教育課 1,260 一般会計 繰越

社会教育団体助成事業（社会教育総務費） 社会教育課 628 一般会計 現年 ○

放課後子どもプラン事業 社会教育課 2,820 一般会計 現年 ○

咸宜大学講座 社会教育課 508 一般会計 現年 ○

博物館費 博物館 2,669 一般会計 現年

企画展開催事業 博物館 170 一般会計 現年 ○

博物館基本計画策定事業 博物館 46 一般会計 現年

私の町の水辺環境調査事業 博物館 440 一般会計 現年

図書館用資料整備事業 淡窓図書館 10,060 一般会計 現年 ○

遠隔地図書貸出事業 淡窓図書館 53 一般会計 現年 ○

ブックスタート事業 淡窓図書館 792 一般会計 現年 ○

図書館管理費 淡窓図書館 17,577 一般会計 現年

図書館児童図書購入事業 淡窓図書館 7 一般会計 現年

図書館外部大規模改修事業 淡窓図書館 1,260 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

事務事業評価

①社会教育の推進と生涯学習社会の形成

会計区分 予算区分担当課まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり

（2）生涯学習の充実

③図書館機能の充実等

②博物館の整備と機能の充実
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】
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授業がわかると感じている児童の割合（小5）
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平成24年度   日田市施策評価調書
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施策の概要
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・確かな学力・豊かな心・健やかな体の調和のとれた児童生徒の育成を行うために、教育内容と生徒指導の充実を図る。

・教育の機会均等や教育効果の向上を図るため、学校規模の適正化をはじめとした教育環境の整備に向けた取り組みや老朽化した学校教育施設の計画的な整備による施設の長寿

命化を図り、快適な学習環境の提供に努める。

・学校給食施設は、学校統廃合に合わせ、配送学校の位置や学校数、調理食数等を考慮し、施設の再編、整備と施設規模に応じた管理・運営に関する計画の策定に取組む。

<特別支援教育>

・発達障がいなど支援を必要とする児童生徒の生活や学習面での改善または克服のために、適切な指導と教育的支援の充実を図る。

<高等学校等との連携、交流>

・生徒一人ひとりの個性を磨き、確かな学力を身につけさせるため、高等学校等の連携を深め、教育指導の充実に努めるとともに、教育機会の均等などの教育環境の整備に努める。

・大学等との交流を図り、人材の育成を推進するとともに、高等教育機関等の誘致を検討します。
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69.3 100

H22

43.71%

教

育

環

境

の

整

備

H23 H28

学校施設（普通教室・特別支援教室・特別教室・管理諸室）

のエアコン設置率

29.3

％ 65.1 50.64%

H23 H28

12

H23

100

23

15.38%

H28

③

学校施設の耐震化率

83.3

校

24年度

（年度） 進捗率

主要

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

太陽光発電施設の設置

10

施策 （年度）

Ｈ27 Ｈ28Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

④

学

校

給

食

施

設

の

整

備

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値

Ｈ24 Ｈ25

計画目標 24年度

（年度） 進捗率

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

主要

指　標　名

現況

単位

施策 （年度）

（年　度）

（年　度）

H22

3.47

H22

計画以前の数値
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<高等学校等との連携、交流>

①

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

主要

指　標　名

現況 24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率

Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値 計画目標

単位

中

学

校

と

高

等

学

校

の

連

携

強

化

②

貸与中の奨学生の人数

163

人 152 -

教

育

環

境

の

整

備

Ｈ23

③

大

学

等

と

の

交

流

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

（年　度）
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

<義務教育>

<高等学校等との連携、交流>

5

主要

施策

人

Ｈ24 Ｈ25 備考

④

学

校

給

食

施

設

の

整

備

ＡＰＵ国際交流キャンプ参加者数

21

Ｈ23

Ｈ21 Ｈ22

4

計画以前の数値

（年　度）

③

大分大学との連携事業数

3

Ｈ23

指　標　名

5大

学

等

と

の

交

流

Ｈ26 Ｈ27

人

事業

21

（年度）

単位

従前値

6調理場の数

7

箇所

Ｈ23

大山共同調理場と前津江共同調理場の統合時のランニングコスト

11,443

16,369

千円 16,029

Ｈ23

津江小と津江中の調理場の統合時のランニングコスト

14,847

千円

Ｈ23

そ

の

他

の

指

標

②

奨学金貸与者累計（奨学金）

1,931

教

育

環

境

の

整

備

H23

奨学金貸与者累計（入学準備金）

289

H23

1,882

2,010

Ｈ22

人 317

232

Ｈ22

そ

の

他

の

指

標

Ｈ26 Ｈ27

主要

指　標　名

従前値

単位

施策 （年度）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ28

計画以前の数値

備考

（年　度）

Ｈ28
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【今後の施策展開の課題や方向性】

<義務教育>

①義務教育の充実に関する主な取り組みの一つである確かな学力の育成について、今後も客観的な学力把握のための標準学力調査と一層の学力向上対策

を進める必要がある。小学校ではこれまで国語・算数の学力についての取組を進めてきたが、新たに社会・理科を標準学力調査に加えることで、理数教育の充

実、義務教育９ヵ年を一体的に捉えた継続的な学力向上対策を推進していく。さらに、調査の実施時期を１月とすることで、１年間の学習指導のまとめや指導内

容の定着を年度内に確実に行うこととする。

②生徒指導の充実に関して、特に不登校やいじめ等の問題については、中１ギャップの解消など小中学校が連携した取り組みを今後も強化していく。学校に派

遣してきた相談員や臨床心理士の配置の仕方を見直したり、緊急の要請に対応したりできる体制づくりに取り組む。

③学校施設整備の中でも、耐震化については急務であることから、早期の目標達成を図る。また、耐震については、主要構造以外の非構造部材についても早

期の総合点検を行い、点検結果に基づいた対応が必要である。

　小中学校教育環境整備については、答申対象となった６地区全てで地元との確認書を取り交わした。今後は、施設一体型小中一貫校の建設を進めるなど、

小中一貫教育制度の充実に向けた取り組みが重要になってくる。

　奨学資金において、返還金の未納額が増加傾向にあることから、新規貸与者に対し、貸付金であることを十分認識させるとともに、未納者に対し、電話や訪

問による督促のほか、連帯保証人に対する督促、支払督促申立の法的手続きなど滞納対策の強化を行う。

④学校給食施設の統廃合については、津江小学校と津江中学校が平成26年4月に小中一貫校として開校することに伴い、現在の各学校単独調理場を統合す

るものである。大山小学校と大山中学校が、平成27年4月に小中一貫校として開校することに伴い、大山共同調理場については、将来の児童生徒数の減少

や、前津江共同調理場との位置、既存施設の現状等考慮して、統合を検討する必要がある。

<特別支援教育>

・支援を必要とする児童生徒のニーズを的確に把握するとともに、支援内容・方法について校内委員会等で十分協議しながら進めていく。また、障がいの重複

化・多様化に対応した支援体制整備に向けて、関係機関等との一層の連携を図っていく必要がある。

・保育園、幼稚園等からの情報収集及びより早期からの支援体制づくりを推進し、合わせて保護者との情報共有・連携を深めていく。

<高等学校との連携、交流>

・中学校生徒の学力を身に付ける為に、高等学校の教員が市内の中学校に出向き、学習内容の指導や助言を行っている。又、中学校と高等学校の連絡会で

の情報交換や高等学校への体験入学を充実させ、生徒一人ひとりの個性を伸ばす体制づくりに取り組む。

・大学等との連携事業等を進める中で、教育機関や研究機関の新設等の情報収集を引き続き進める必要がある。

課題や改善事項、

方向性
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

小学校教材設備費 学校教育課 16,976 一般会計 現年 ○

中学校教材設備費 学校教育課 12,273 一般会計 現年 ○

小学校学力向上対策事業 学校教育課 4,398 一般会計 現年 ○

中学校学力向上対策事業 学校教育課 5,251 一般会計 現年 ○

中学校武道教育整備事業 学校教育課 4,399 一般会計 現年 ○

英語指導助手招致事業(人件費・事務費) 学校教育課 21,350 一般会計 現年 ○

小学校総合的学習の時間推進事業 学校教育課 4,016 一般会計 現年 ○

中学校総合的学習の時間推進事業 学校教育課 2,092 一般会計 現年 ○

小学校通学補助事業 学校教育課 1,789 一般会計 現年 ○

中学校通学補助事業 学校教育課 2,596 一般会計 現年 ○

小学校宿泊研修事業 学校教育課 966 一般会計 現年 ○

中学校自然教室推進事業 学校教育課 865 一般会計 現年 ○

ひた科学の遊び・実験フェスタ助成事業 学校教育課 500 一般会計 現年 ○

学校保健会補助事業 学校教育課 242 一般会計 現年 ○

中学校教育振興費(進路指導)（政策的経費） 学校教育課 153 一般会計 現年 ○

大分元気っ子体力パワーアップ事業 学校教育課 350 一般会計 現年 ○

遠距離通学補助事業（小学校） 学校教育課 81 一般会計 現年 ○

遠距離通学補助事業（中学校） 学校教育課 193 一般会計 現年 ○

要保護準用保護就学援助事業（児童） 学校教育課 33,121 一般会計 現年

要保護準用保護就学援助事業（生徒） 学校教育課 33,912 一般会計 現年

教育振興費 学校教育課 3,720 一般会計 現年

中学校教育振興費 学校教育課 137 一般会計 現年

中学校準教科書配布事業 学校教育課 1,763 一般会計 現年

中学校教科書改訂事業 学校教育課 24,205 一般会計 現年

道徳教育総合支援事業 学校教育課 500 一般会計 現年

学校支援センター管理費 学校教育課 884 一般会計 現年

家庭学習の手引き編集 学校教育課 174 一般会計 現年

小学校教育設備整備費等補助事業 学校教育課 1,110 一般会計 現年

中学校教育設備整備費等補助事業 学校教育課 992 一般会計 現年

小学校管理費（学校教育課） 学校教育課 16,376 一般会計 現年

中学校管理費（学校教育課） 学校教育課 9,960 一般会計 現年

小学校社会科教材編集配布事業 学校教育課 386 一般会計 現年

まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

①教育内容の充実

事務事業評価担当課 会計区分 予算区分

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

（３）学校教育の充実

<義務教育>

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり
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問題を抱える子ども等の自立支援事業 学校教育課 14,183 一般会計 現年 ○

学校情報携帯メール配信事業 学校教育課 2,205 一般会計 現年 ○

東渓中学校校舎等新増改築事業 教育総務課 19,802 一般会計 現年 ○

大明小中学校校舎等新増改築事業 教育総務課 694,642 一般会計 現年 ○

大明小中学校校舎等新増改築事業 教育総務課 162,689 一般会計 繰越 ○

大明小中学校校舎等新増改築事業 教育総務課 46,301 一般会計 繰越 ○

大山小中学校校舎等新増改築事業 教育総務課 37,975 一般会計 現年 ○

咸宜小学校校舎等新増改築事業 教育総務課 671,676 一般会計 現年 ○

咸宜小学校校舎等新増改築事業 教育総務課 39,165 一般会計 繰越 ○

咸宜小学校校舎等新増改築事業 教育総務課 169,188 一般会計 繰越 ○

桂林小学校屋内運動場耐震補強・大規模改修事業 教育総務課 46,809 一般会計 繰越

有田小学校屋内運動場新増改築事業 教育総務課 7,825 一般会計 現年 ○

津江小中学校校舎等新増改築事業 教育総務課 285,448 一般会計 現年 ○

高瀬小学校屋内運動場新増改築工事 教育総務課 201,876 一般会計 繰越

鎌手小学校耐震補強事業 教育総務課 28,392 一般会計 現年

五馬中学校屋内運動場耐震補強・大規模改修事業 教育総務課 106,050 一般会計 繰越

学校管理費(小学校計画営繕費) 教育総務課 27,280 一般会計 現年 ○

学校管理費（中学校計画営繕費） 教育総務課 17,917 一般会計 現年 ○

スクールバス管理運営事業 教育総務課 87,454 一般会計 現年 ○

校務用コンピューター管理運営事業 教育総務課 12,742 一般会計 現年 ○

小学校教育用コンピューター管理運営事業 教育総務課 12,290 一般会計 現年 ○

中学校教育用コンピューター管理運営事業 教育総務課 6,328 一般会計 現年 ○

小学校管理費(学校配分) 学校教育課 50,956 一般会計 現年 ○

中学校管理費(学校配分) 学校教育課 32,990 一般会計 現年 ○

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 学校教育課 271 一般会計 現年 ○

教材費保護者負担軽減事業(小学校) 学校教育課 28,221 一般会計 現年 ○

教材費保護者負担軽減事業(中学校) 学校教育課 24,193 一般会計 現年 ○

教育委員会運営費 教育総務課 2,590 一般会計 現年

事務局運営費 教育総務課 4,146 一般会計 現年

教職員住宅管理費 教育総務課 15 一般会計 現年

学校支援センター管理費 教育総務課 520 一般会計 現年

小学校管理運営費 教育総務課 140,747 一般会計 現年

中学校管理運営費 教育総務課 89,568 一般会計 現年

寄宿舎運営事業 教育総務課 8,533 一般会計 現年

②生徒指導の充実

③教育環境の整備

（３）学校教育の充実

<義務教育>

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり
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小学校空調機設置工事 教育総務課 50,514 一般会計 現年

小学校空調機設置工事 教育総務課 132,311 一般会計 繰越

学校内危険樹木緊急伐採事業（小学校） 教育総務課 6,395 一般会計 現年

小学校施設耐震補強工事 教育総務課 8,604 一般会計 繰越

学校内危険樹木緊急伐採事業（中学校） 教育総務課 1,109 一般会計 現年

小中学校教育環境整備事業 教育総務課 60,822 一般会計 現年

公共文教施設災害復旧事業 教育総務課 28,364 一般会計 現年

給食センター管理費 学校給食課 124,221 一般会計 現年

共同調理場管理費 学校給食課 59,738 一般会計 現年

調理場設備整備事業 学校給食課 2,666 一般会計 現年 ○

日田市学校給食センター給食配送車更新事業 学校給食課 5,137 一般会計 現年

学校給食センター設備整備事業 学校給食課 3,474 一般会計 現年 ○

特別支援教育活動サポート事業 学校教育課 40,918 一般会計 現年 ○

適応指導教室運営事業 学校教育課 164 一般会計 現年

教育センター運営費 学校教育課 5,868 一般会計 現年

特別支援学級就業奨励事業（児童） 学校教育課 584 一般会計 現年

特別支援学級就業奨励事業（生徒） 学校教育課 306 一般会計 現年

①高等学校等との連携、交流 一般会計 現年

高校生就学援助事業 教育総務課 3,241 一般会計 現年 ○

奨学資金貸付事業 教育総務課 88,236 一般会計 現年 ○

教育振興費（私学高校補助） 教育総務課 360 一般会計 現年 ○

③大学等との交流 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

（３）学校教育の充実

<高等学校等との連携、交

流>

①一人ひとりの教育的ニーズに応

　 じた支援の充実

④学校給食施設の整備

②教育環境の整備

（３）学校教育の充実

<特別支援教育>

②障がいの重複化、多様化への対応

③教育環境の整備

（３）学校教育の充実

<義務教育>

５．心豊かで輝く人の育つ
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 5
体

系
540540540540

関　係

部課名
施策名

施策の概要

　スポーツ活動の推進による地域の活性化を図るため、スポーツをする機会の充実、スポーツ関係団体の活動の充実、スポーツ施設の充実等によるスポーツを

行う環境の整備及び競技スポーツの向上に取り組む。

総

合

計

画

505,934

525,000

H28

3

287

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

人

人

単位

③

主要

施策

463,098

197

38.4

Ｈ24指　標　名

現況

（年度）

384,442

計画以前の数値

Ｈ21 Ｈ22

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

0%

県民体育大会の成績 3

H23

全国大会に出場する市民の人数

成人の週1回以上のスポーツ実施率 ％

0%205

H23

0%

％ 16.4

位 3

―

3

H28

44

Ｈ28

325

20

スポーツ施設利用者数

467,545

H23

都

市

と

の

交

流

・

魅

力

づ

く

り

①

ス

ポ

ー

ツ

活

動

の

た

め

の

基

盤

づ

く

り

② 38.4

Ｈ23

4位

健

康

・

体

力

・

人

・

き

ず

な

づ

く

り

成人の週3回以上のスポーツ実施率

16.4

271

心豊かで輝く人の育つまちづくり

スポーツスポーツスポーツスポーツ・・・・レクリエーションレクリエーションレクリエーションレクリエーションのののの振興振興振興振興

教育委員会　社会教育課

総合体育館や陸上競技場を無料開放するスポーツデイ

1

回 0 0%

H23 H28

0%

H23 Ｈ28
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

Ｈ28

計画以前の数値

Ｈ19 Ｈ21

課題や改善事項、

方向性

・老朽化した施設が多くなっていることから、施設整備計画を策定し、計画的な整備（営繕を含む）に努める。

・施設利用者の利便性を高めるため、インターネット等を利用した施設情報提供システムの構築について検討を行う。

・県大会以上の大会における選手の活躍を激励し、市民のスポーツ活動を推進するため、「チャレンジ！おおいた国体メモリアル基金」によるスポーツ激励金を

交付しているが、今後は、基金残高を見据えながら、制度の趣旨を損なうことなく、より効果的な交付を行うため、制度の見直しについて検討を行う。

備考

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

指　標　名

従前値

（年度）

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

鯛生スポーツセンター施設設備事業 社会教育課 55,232 一般会計 現年予算 ○

保健体育総務費（政策的経費） 1,248

（スポーツイベント開催） (8,652)

7,404

(8,652)

保健体育総務費（経常的経費） 社会教育課 28,569 一般会計 現年予算

体育施設費（経常的経費） 社会教育課 78,193 一般会計 現年予算

陸上競技場第2種公認更新事業 社会教育課 8,095 一般会計 現年予算

アーチェリー場整備事業 社会教育課 34,881 一般会計 現年予算

公共文教施設災害復旧事業 社会教育課 16,779 一般会計 現年予算

チャレンジ！おおいた国体メモリアル基金管理運営事業 社会教育課 7,062 一般会計 現年予算 ○

Ｂ＆Ｇ指導員配置事業 社会教育課 102 一般会計 現年予算

③都市との交流・魅力づくり 平成25年度全国高等学校総合体育大会開催事業負担金 社会教育課 1,181 一般会計 現年予算 ○

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

○

社会教育課

予算区分

②健康・体力・人・きずなづくり

保健体育総務費（政策的経費）

担当課

一般会計 現年予算

施　策（大課題） 個別施策(小課題)

①スポーツ活動の基盤づくり

会計区分

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

社会教育課 一般会計 現年予算

事務事業評価

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり

（4）スポーツ等の振興

まちづくりの大綱
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

H28

H23 Ｈ28Ｈ19 Ｈ21

心豊かで輝く人の育つまちづくり

互互互互いにいにいにいに尊重尊重尊重尊重しあえるしあえるしあえるしあえる社会社会社会社会のののの実現実現実現実現

市民環境部　人権･同和対策課

教育委員会　社会教育課・人権･同和教育室

学

校

教

育

に

お

け

る

人

権

教

育

の

充

実

0

Ｈ23

72.0

体験的参加型学習を受けた児童生徒の割合（生徒）

児童生徒が自己肯定感を感じている割合（児童）

体験的参加型学習を受けた児童生徒の割合（児童）

H23

52.0

社

会

教

育

に

お

け

る

人

権

教

育

の

充

実

③

地区公民館講座における体験的参加型人権学習の開催数

0

①

あ

ら

ゆ

る

人

権

課

題

へ

の

施

策

の

推

進

②

自治会等における人権学習会の開催

118

Ｈ23

5

Ｈ28

10

49.58%

75.38%

0.00%

回/年 7

0

0

Ｈ21

70.00%

児童生徒が自己肯定感を感じている割合（生徒）

H23

76.0

61.8

99.6

H23

H23

78.0

71.4

87.9

％

24年度

進捗率

100

H28

80

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）施策

110

0

指　標　名

現況

体験的参加型学習を中心とした学習プログラムの作成本数 本

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

回

％

％

単位

％

（年度）

65

-7.50%

H28

-

0

98.18%

100

H28

施策名

施策の概要

・市民がお互いの人権を尊重し、共に支えあう共生社会の実現を目指すため、同和問題をはじめとしたすべての人権問題の解決に向けた人権教育や啓発活動の推進を図る。

・いじめや差別をなくす具体的行動がとれる児童生徒の育成に向け、学校の教育活動全体を通じた人権教育で、人権に関する知的理解を深め、人権感覚を育て、家庭、地域や関

係機関と連携した人権教育の充実に努める。

・男性と女性がお互いの個性を認め合いその人権を尊重し、ともに生き生きと活躍できる「男女共同参画社会」を目指す。

総

合

計

画

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 5
体

系
550550550550

関　係

部課名

Ｈ24

0

Ｈ19

124 130

Ｈ21 Ｈ22

-
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

市民意識調査「男は仕事、女は家庭」という考え方に同感

しない市民の割合

24.5

人権に関する市民意識調査による人権施策の推進

（年度）

単位

H17

（自治会・公民館・職場等で開催される研修会や講演会に参加したことがある割合）

（年　度）

（年　度）

％ -

従前値

回

館

Ｈ21

Ｈ19 Ｈ21

58 78

0 0

Ｈ19

備考Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

主要

施策

指　標　名

①

あ

ら

ゆ

る

人

権

課

題

へ

の

施

策

の

推

進

②

社

会

教

育

に

お

け

る

人

権

教

育

の

充

実

61

Ｈ23

35

％

52.6

Ｈ23

66

H23

1

28.9

Ｈ24

-

Ｈ28

計画以前の数値

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

主要

指　標　名

現況

④ 34.2

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現

H21

市の各種委員会等への女性の登用率

28.5

24年度

施策 （年度） （年度） 進捗率

Ｈ27 Ｈ28

計画以前の数値 計画目標

単位

-

H17 H26

6.15%

H22 H27

％

43.4 50

Ｈ25 Ｈ26

そ

の

他

の

指

標

連続したプログラムでの人権講座開催公民館数

0

公民館事業における人権学習会開催数
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【今後の施策展開の課題や方向性】

課題や改善事項、

方向性

・全ての市民に対し、同和問題をはじめとするあらゆる差別についての正しい理解や、人権侵害問題の解消に向け、様々な機械を捉え、さらなる啓発活動の推

進に取り組む必要がある。

・市民が人権問題に関する正しい知識や人権感覚を身につけるため、公民館において連続したプログラムでの学習会を継続して実施していく。

・人権問題を自分自身のこととして捉え、人権を尊重する意識や態度を養い、それらが行動に現れるよう、体験的参加型の人権学習も実施していく必要があ

る。

・ファシリテーターとして、様々な人権課題・年齢層に対じた体験的参加型学習会の実践できるよう、継続して育成を行うとともに、公民館事業等での人権学習

会に活用し、社会人権教育における体験的参加型学習を推進する。

・地区公民館長・主事に対する研修については、講演・ワークショップなど様々な形式での講座を継続して行い、人権学習に関する知識や手法を学ぶとともに、

公民館において研修内容を活用した人権学習会開催を促進する。

・学校人権教育では，各学校で多くの研修会・講演（学習）会を開催でき，教職員に対しては，「人権教育の指導方法等の在り方について[第三次とりまとめ]」の

理念を周知し，授業実践等への手がかりを提示することができた。しかし，人権教育への全体的な取組において，他の教科領域等と効果的に関連づけた計画

を立て，実施していく過程に課題が見られる。そこで，今後も人権尊重の視点からの学校(学級)経営，環境・授業づくりについて，具体的事例を提示するなど指

導・助言を行っていく。

・体験的参加型学習の取組については，その実施率が１００％に近づいていることは評価できる。しかし，まだ試行錯誤しながらの実施であり，この学習形態の

理論とその実践が十分につながっていないなど指導者の技能等に課題が見られる。そこで，他の教科などとの関連付けや系統的実践に向けてのモデルプラン

づくりや，校内で推進していくリーダーの養成等の取組を行っていく。

・育友会（ＰＴＡ）対象の人権講演会が全ての小・中学校で実施されている。今後さらに児童生徒に関わる喫緊の人権課題への対応や，人権課題を考える上で

基本となる同和問題に関する研修の充実などが図れるよう，講師陣の更なる充実や講演会の内容・方法などの工夫を行っていく。

・「生まれてきてくれてありがとう」人権コンサートの参加者からの感想等から，その目的の達成に徐々に近づきつつあることがわかる。今後は乳幼児期からの

育成も重視し，未就学児やその保護者等も参加しやすい体制を整えていく。また，参加者がコンサートで感じたことを継続的に意識し，日常生活の中で子どもた

ちの自己肯定感の育成を大切にした子育てへとつなげていく取組を行っていく。

・男女共同参画社会の実現は、行政のみにより成しえるものではなく、社会を構成する市民等の協力が不可欠であることから、更なる啓発の推進や人材の

育成に努める。
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

人権啓発事業（政策的経費） 人権・同和対策課 1,800 一般会計 現年 ○

地区集会所整備事業 人権・同和対策課 5,682 一般会計 現年 ○

 部落解放同盟大分県連合会日田市連絡協議会補助金 人権・同和対策課 4,200 一般会計 現年 ○

人権啓発地方委託事業 人権・同和対策課 1,620 一般会計 現年 ○

人権啓発地域リーダー育成事業 人権・同和対策課 400 一般会計 現年 ○

同和対策費 人権・同和対策課 531 一般会計 現年

人権啓発事業 人権・同和対策課 6,987 一般会計 現年

集会所管理運営事業 人権・同和対策課 4,825 一般会計 現年

保護司会等補助事業 総務課 440 一般会計 現年 ○

②社会教育における人権教育の充実 社会人権・同和教育事業 社会教育課 290 一般会計 現年 ○

第三次とりまとめ推進事業 人権・同和教育室 204 一般会計 現年 ○

「生まれてきてくれてありがとう」人権コンサート事業 人権・同和教育室 275 一般会計 現年 ○

学校人権教育事業　 人権・同和教育室 3,469 一般会計 現年

女性人材育成事業 市民活動推進課 891 一般会計 現年 ○

男女共同参画推進事業 市民活動推進課 429 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

担当課 会計種別 予算区分

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題)

①あらゆる人権課題への施策の推進

③学校教育における人権教育の充実

④男女共同参画社会の実現

５．心豊かで輝く人の育つ

　　まちづくり

（５）互いに尊重しあえる社

     会の実現
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

移

住

・

定

住

の

促

進

④

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 6
体

系
610610610610

関　係

部課名

Ｈ24

施策名

施策の概要

・市民の自主的なまちづくり活動に対して、人材の育成、補助金の交付等、各種の支援制度を充実していく。

・他の市町村などとの多様な交流や連携、また、国際感覚を身につけた視野の広い人材の育成を推進するもの。

・学校跡地を地域コミュニティの拠点施設として整備を行うため、地域住民とともに利活用の取組みを推進する。

・移住人口を増やし、地域を活性化させるため、各種情報提供等に努め、Ｕ・Ｉターンを促進する。

総

合

計

画

120.00%

5

H28Ｈ20 Ｈ21

3

（年度）施策

6

指　標　名

現況

件

単位 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

24年度

進捗率

54.0

計画目標

（年度）

計画以前の数値

4

（年　度）

件市ホームページへのアクセス数

H23

-

641,350

％

-375.3%

H28

①

ま

ち

づ

く

り

活

動

の

促

進

②

NPOとの事業協働委託件数

5

H23

広

報

・

広

聴

活

動

の

充

実

50.9

市民の市政への関心度

H23

703,453

交

流

・

連

携

の

推

進

③

市民協働によるまちづくり

市民市民市民市民がががが主役主役主役主役のまちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくり

市民環境部　市民活動推進課

企画振興部　企画課・地域振興課

総務部　総務課

720,000

H28

334,460 532,088

Ｈ19 Ｈ21

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

国際交流員を活用した各種講座、交流の参加者数

Ｈ23

211

人 680

Ｈ23

Ｈ28

計画以前の数値

265

13 74

Ｈ21 Ｈ22

1

学校跡地を活用した施設で開催されたコミュニティー会議

や催し、交流事業

国際交流員を活用した各種講座、交流の実施回数

136

採択した自治会活動等推進事業数

43

事業

H23

79

人 124

市政懇談会の開催（まちづくり市民会議｢いっしょに考えん

会｣）開催数

7

回 8

H23

市政懇談会の開催（まちづくり市民会議｢いっしょに考えん

会｣）参加者数

194

備考指　標　名

従前値

（年度）

単位

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

④

移

住

・

定

住

の

促

進

交

流

・

連

携

の

推

進

②

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

20

人/年 12

Ｈ24

H23

73

Ｈ23

利用

回数

回 162

①

ま

ち

づ

く

り

活

動

の

促

進

③

広

報

・

広

聴

活

動

の

充

実

Ｈ23.11開始

H23

H21.10月より空き家事業開始

（年　度）

市に登録された空き家物件に入居した移住者数
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【今後の施策展開の課題や方向性】

課題や改善事項、

方向性

・協働による事業委託を行いながら、研修を進めることによりＮＰＯの組織強化を図る。また、職員に対しても研修を行い協働についての理解を深め、協働事業

を推進していく。

・事業の有効活用を図るため、広く市民に周知するとともに、事業の成果等を発表する機会を作り、団体間のつながりや活動の促進、組織強化を推進していく。

・市民と協働のまちづくりを推進していくためには、積極的な情報提供と市民ニーズの的確な把握が必要であることから、地域で出向いての懇談会等を積極的

に展開する必要がある。

・国際交流推進員を今後も継続雇用（最高3年まで延長）し、多様な交流活動を積極的に行い、異文化体験の機会を増やすことで、市民の心の国際化を図って

いく。併せて、観光・産業面での経済活動に対する事業の企画、通訳・翻訳などによるサポートも継続していく。

・出張交流の依頼がないときの国際交流推進員の仕事量が少ないのが現状である。出張交流先の確保を進めていくことと、企画課主催でイベントを開催するこ

とで、市民との交流の機会を増やし、そのイベントに参加した方から各々の団体への紹介をしてもらうようにしかけていく。

・青少年を対象とした海外研修等の検討が課題である。

・高齢化や過疎化が進んでいる地域の「生きがい」づくりが早急な課題となっている中、地域コミュニティーの中心施設であった学校跡地を活用し、安全で安心

して暮らせる住みよいまちづくりつながると考える。

・平成２５年４月現在、１6校の学校跡地を抱え、跡地の利活用を図るため、地元と活用協議を行っていく必要がある。

・市の財政状況を鑑み、現在新たな整備方針を作成し、地域コミュニティーの維持・継続のため、最小限に整備していく。整備後の跡地の活用にあたっては、地

元による管理運営を主体とし、維持管理に対する市の負担を抑える取り組みを行っていく必要がある。

・移住・定住の促進には、田舎暮らし希望者の呼び込みに加えて、市内に居住する若者の流出を防ぐ取組みを検討する必要がある。
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

自治基本条例制定事業 企画課 582 一般会計 現年 ○

小学校跡地利活用対策事業 地域振興課 33,996 一般会計 現年 ○

小学校跡地利活用対策事業 地域振興課 3,045 一般会計 繰越 ○

自治会活動等推進事業 地域振興課 32,460 一般会計 現年 ○

周辺地域活性化対策事業 地域振興課 22,878 一般会計 現年 ○

地域おこし活動推進事業 地域振興課 1,949 一般会計 現年 ○

ふるさとづくり推進事業 地域振興課 4,434 一般会計 現年

ふるさと交流事業 地域振興課 173 一般会計 現年 ○

市民サービス協働事業 市民活動推進課 1,403 一般会計 現年 ○

まちづくり活動推進事業 市民活動推進課 6,308 一般会計 現年 ○

志民人材創出事業 市民活動推進課 2,676 一般会計 現年 ○

NPO育成事業 市民活動推進課 1,209 一般会計 現年 ○

市民活動支援室費 市民活動推進課 814 一般会計 現年

まちづくり文化基金管理費 市民活動推進課 522 一般会計 現年

小規模集落対策元気再生事業 地域振興課 228 一般会計 現年 ○

小山多目的交流館管理事業 地域振興課 642 一般会計 現年

羽田多目的交流館管理事業 地域振興課 13,045 一般会計 現年

月出山多目的交流館管理事業 地域振興課 1,340 一般会計 現年

伏木多目的交流館管理事業 地域振興課 1,759 一般会計 現年

交流センター管理事業 地域振興課 1,727 一般会計 現年

一般管理費 地域振興課 2,240 一般会計 現年

日田市交流コミュニティセンター改修事業 地域振興課 24,603 一般会計 現年

コミュニティ助成事業 地域振興課 1,300 一般会計 現年

地域振興基金管理費 地域振興課 6,753 一般会計 現年

国際交流推進事業 企画課 3,755 一般会計 現年 ○

国際・地域間交流事業 企画課 1,794 一般会計 現年

国際交流事業基金管理費 企画課 49 一般会計 現年

宿泊交流体験館費 地域振興課 1,031 一般会計 現年

文書広報費 総務課 17,045 一般会計 現年

ホームページ管理システム運用事業 総務課 1,890 一般会計 現年

自治会事務委託事業 地域振興課 82,091 一般会計 現年 ○

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計区分 予算区分

②交流・連携の推進

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

（１）市民が主役のまちづくり

６．市民協働による

　　まちづくり

③広報・広聴活動の推進

①まちづくり活動の促進
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定住交流促進事業 地域振興課 447 一般会計 現年 ○

森林木団地管理費 地域振興課 104 一般会計 現年

上津江地区定住交流促進施設費 地域振興課 3,204 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

④移住・定住の促進

６．市民協働による

　　まちづくり

（１）市民が主役のまちづくり
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

480

45.97%

H23 H28

市民協働によるまちづくり

行政行政行政行政サービスサービスサービスサービスのののの充実充実充実充実

市民環境部　市民課

総務部　総務課・情報統計課

企画振興部　企画課

簡易な電子申請できる手続の拡大

306

件 386

職

員

の

能

力

向

上

の

推

進

1.1

職員一人当たりの研修の受講状況

電

子

自

治

体

の

構

築

③

222

Ｈ23

①

効

率

的

で

質

の

高

い

サ

ー

ビ

ス

の

推

進

②

全体的に市の施策に満足している人の割合（一般成人）

住民基本台帳カードの交付枚数

42.5

Ｈ23

H28

152

1.0

H23

24年度

進捗率

1.5

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）施策

-

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

枚/年

回

単位

（年度）

66.70%

H28

1.1

Ｈ22

56.30%

270

施策名

施策の概要

・市民の視点に立ち、効果的で質の高い行政サービスが提供できるよう、市民のニーズを的確に把握するとともに、行政組織の見直しや更なる情報化を推進し、

行政事務や行政手続きの効率化、簡素化に努めます。

・質の高い行政サービスを提供するため、職員の意識改革と資質の向上に努めるもの。

総

合

計

画

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 6
体

系
620620620620

関　係

部課名

Ｈ24
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

（年　度）

件 1自主研修グループ申請件数

3

H23

Ｈ23

備考

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

③

職

員

の

能

力

向

上

の

推

進

①

効

率

的

で

質

の

高

い

行

政

サ

ー

ビ

ス

の

推

進

②

電

子

自

治

体

の

構

築

指　標　名

従前値

（年度）

単位 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

台 330

661

新たなICT等活用した事務の情報化の推進

（シンクライアント専用端末の整備）

230

課題や改善事項、

方向性

・住民基本台帳カード（住基カード）及び電子証明書の普及にあたっては、その利用価値が求められる。今後は証明発行窓口の混雑解消や、休日、時間外の

　対応が可能となるコンビニ交付等の多目的利用導入について検討を重ねる必要がある。また、平成28年1月（平成27年度）には住民票コードを変換して個人

　番号とし、社会保障や税を盛り込んだ「社会保障・税番号制度」の運用が予定されている。これにより、住基カードは廃止され、新たに個人番号カードの配布、

　利用開始が見込まれる。このため、既存の住基カードの利用促進、啓発を積極的に行う事は、個人番号カードの利用開始が予定されている現在、難しいと言

　える。

・ファイリングシステムの導入については、総務課における検証作業とともに、全庁的な管理について実態を把握する必要がある。（全庁への導入方法や導入

時期は、企画課と協議して進める）また、ファイリングシステムの導入・定着には、これまでの仕事のやり方を抜本的に見直す必要があるため、指導職員の専門

的な知識や全庁的な組織体制が求められる。コンサルタントを活用した導入であれば、徹底した導入ができ職員の意識改革まで迫れるが、金額が高額であ

る。

　〔ファイリングシステム導入の主な効果〕　①事務処理の効率化・能率化　②庁内スペースの有効活用　③情報公開・個人情報保護への対応　④危機管理へ

の対応（ＢＰＯ）

・歴史的に重要な公文書等の適切な保存については、歴史公文書の量（振興局管内の文書を含む）を把握し、一体的かつ適切にに管理することができる保存

場所を検討する必要がある。市民による利用は、その後となる。

・住民との情報共有を推進する観点から、情報公開目録（ファイル管理簿）を公開するため、ファイル名称等を公開できるものへ記載方法を徹底する必要があ

る。

・各課の問題解決のための先進地視察等の回数等は増加していくべきである。また、これまで「自主研究グループ活動助成」制度を見直し、職員の政策企画能

力のスキルアップと政策提言を図っていく。

人

Ｈ23

ｈファイリングシステムの導入に伴う業務削減時間

0

H23

職員数

665

28

Ｈ28

計画以前の数値
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

日田市市民サービス公社委託事業 総務課 11,694 一般会計 現年 ○

葬斎場費（投資的経費） 市民課 10,122 一般会計 現年 ○

葬斎場費 市民課 42,051 一般会計 現年

墓地埋葬等事務事業 市民課 28 一般会計 現年

戸籍住民基本台帳費 市民課 5,665 一般会計 現年

戸籍総合システム管理事業 市民課 9,259 一般会計 現年

公的個人認証サービス実証支援事業 市民課 144 一般会計 現年

住民基本台帳関連システム改修事業 市民課 7,602 一般会計 現年

住居表示整理費 市民課 6 一般会計 現年

人口動態調査事業 市民課 80 一般会計 現年

市営駐車場事業 市民活動推進課 4,742 一般会計 現年

自衛官募集事業 市民活動推進課 310 一般会計 現年

行政相談事務事業 市民活動推進課 76 一般会計 現年

土木CAD導入事業 都市整備課 272 一般会計 現年 ○

市勢要覧作成事業 総務課 2,999 一般会計 現年 ○

70年史編纂事業 総務課 2,457 一般会計 現年 ○

国民年金事業 健康保険課 721 一般会計 現年

企画費 企画課 297 一般会計 現年

一般管理費 企画課 1,000 一般会計 現年

総合計画後期基本計画策定事業 企画課 1,328 一般会計 現年

一般管理費 契約検査室 3,463 一般会計 現年

振興センター費 地域振興課 10,175 一般会計 現年

振興局費 地域振興課 5,586 一般会計 現年

一般管理費（管財係） 財政課 64,189 一般会計 現年

財政管理費 財政課 1,957 一般会計 現年

財産管理費（本庁舎） 財政課 113,135 一般会計 現年

財産管理費（別館庁舎） 財政課 6,788 一般会計 現年

市有財産台帳整備事業 財政課 4,122 一般会計 現年

本庁舎等消防設備改修事業 財政課 4,043 一般会計 現年

庁舎施設災害復旧事業 財政課 1,673 一般会計 現年

国県支出金等精算返還金 財政課 29,374 一般会計 現年

統計調査総務費 情報統計課 1,290 一般会計 現年

工業統計調査事業 情報統計課 709 一般会計 現年

経済センサス活動調査 情報統計課 763 一般会計 現年

住宅土地統計調査 情報統計課 521 一般会計 現年

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

①効率的で質の高い行政サービス

   の推進

（２）行政サービスの充実

６．市民協働による

　　まちづくり

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課 会計区分 予算区分
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就業構造基本調査 情報統計課 1,856 一般会計 現年

一般管理費 総務課 64,449 一般会計 現年

一般管理費（総務課義務分） 総務課 11,250 一般会計 現年

庁舎通信運搬費 総務課 25,005 一般会計 現年

財務会計システム管理事業 財政課 10,718 一般会計 現年

財政管理システム導入事業 財政課 25,736 一般会計 現年

住民基本台帳ネットワークシステム事業 市民課 4,002 一般会計 現年 ○

電算管理費 情報統計課 8,148 一般会計 現年

職員情報端末効率化事業 情報統計課 34,298 一般会計 現年

システムエンジニア常駐事業 情報統計課 10,962 一般会計 現年 ○

ＯＡ化推進事業（経常的経費） 情報統計課 67,129 一般会計 現年

基幹系業務システム運営事業 情報統計課 75,815 一般会計 現年

政策推進事業 企画課 1,775 一般会計 現年 ○

中央省庁等研修派遣事業 総務課 5,362 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

①効率的で質の高い行政サービス

   の推進

（２）行政サービスの充実

６．市民協働による

　　まちづくり

③職員能力の向上推進

②電子自治体の構築
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【基本事項】

【総合計画に掲げた指標の進捗状況】

92.29

Ｈ21 Ｈ22

市民協働によるまちづくり

行財政基盤行財政基盤行財政基盤行財政基盤のののの強化強化強化強化

総務部　税務課・財政課

企画振興部　企画課

行

政

改

革

大

綱

の

推

進

行

政

評

価
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ス

テ

ム

の

改

善

及

び

活

用

③

①

財

政

の

健

全

化

②

市税等の徴収率の向上

92.20

H23

24年度

進捗率

計画目標

（年度）

計画以前の数値

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

（年　度）

92.46

施策

91.98

指　標　名

現況

総

合

計

画

に

掲

げ

た

指

標

％

単位

（年度）

-24.44%

93.10

H28

施策名

施策の概要

・財政基盤を確立し、中長期的展望に立った健全な財政運営を行うことが必要であるため、安定的な財源の確保や新規財源の掘り起こしに努めるとともに、市民

の視点に立った総合的・客観的な評価の実施や、行政改革の確実な実行などにより、限られた行政資源の有効な活用を図る。

総

合

計

画

主要

平成24年度   日田市施策評価調書

大綱名 6
体

系
630630630630

関　係

部課名

Ｈ24
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【総合計画に掲げた指標以外でその施策の進捗状況を測ることのできる指標】

【今後の施策展開の課題や方向性】

4.5 1.6

（年　度）

-

第4次行政改革大綱の策定

-

- 策定

Ｈ23

①
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健

全

化

②

行

政

評

価

シ

ス

テ

ム

の

改

善

及

び

活

用

第4次行政改革大綱実行プランによる効果額

-

千円

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

主要

施策

そ

の

他

の

指

標

③

行

政

改

革

大

綱

の

推

進

指　標　名

従前値

（年度）

単位 備考

外部評価を実施した事務事業数

8

事業 8

Ｈ23

課題や改善事項、

方向性

・現年分徴収率の向上には特別徴収事業所を増やすことが有効であるため、県とも連携し、平成26年度を目標に全ての事業所を特別徴収事業所として指定す

ることを目指す。

・口座振替による納期内納入率に対し、納付書による納期内納入率は低いため、納税通知書に口座振替申込書を同封したり市の窓口で口座振替依頼書の受

付を行うなどして口座振替の推進を図る。

・滞納者に対する取り組みを強化するため、財産調査と差押の強化、また滞納整理に関する職員の研修を行う。

・FP（ファイナンシャルプランナー）を活用した納税相談を行い、滞納者の生活改善と納税につなげていく。

・納税相談を振興局においても実施。

2.5

H23

ホームページによる財政推計の公表

公表

-

H23

％

一般会計当初予算に対する基金繰入金の率

（26年度以降、各年度3％程度を活用指標とする）

公表

-

Ｈ21 Ｈ22

2.7

Ｈ28

計画以前の数値
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事務事業 24年度

（課題解決の手段） 決算額

市税滞納整理システム運用事業 税務課 6,982 一般会計 現年 ○

徴収強化対策事業 税務課 931 一般会計 現年 ○

市税還付金 税務課 23,111 一般会計 現年

市税還付加算金 税務課 494 一般会計 現年

税務総務費 税務課 1,229 一般会計 現年

市税納付環境整備事業 税務課 1,436 一般会計 現年

ｅＬＴＡＸシステム導入委託事業 税務課 3,457 一般会計 現年

賦課徴収費（経常的経費） 税務課 25,715 一般会計 現年

地籍調査費 税務課 3,963 一般会計 現年

大山地籍調査過年度分修正事業 税務課 8,756 一般会計 現年

税務総務費 総務課 15 一般会計 現年

都市開発基金管理費 財政課 526 一般会計 現年

財政調整基金管理費 財政課 5,758 一般会計 現年

減債基金管理費 財政課 3,877 一般会計 現年

市有施設整備基金管理費 財政課 981 一般会計 現年

土地開発基金管理費 財政課 378 一般会計 現年

水郷ひた応援基金管理費 財政課 32,209 一般会計 現年

元金 財政課 4,472,449 一般会計 現年

利子 財政課 516,979 一般会計 現年

②行政評価システムの改善及び活用 行政改革推進事業 企画課 415 一般会計 現年 ○

③行政改革大綱の推進 行政改革大綱策定事業 企画課 225 一般会計 現年

※決算額については、1,000円未満を切り上げています。

会計区分 予算区分

施　策　別　構　成　事　業　一　覧

（単位：千円）

６．市民協働による

　　まちづくり

事務事業評価まちづくりの大綱 施　策（大課題） 個別施策(小課題) 担当課

①財政の健全化

（３）行財政基盤の強化
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